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令和元年度杉並区財団等経営評価について 

 

 

 

１ 杉並区財団等経営評価の概要 

区は、外郭団体である財団法人等（以下「団体」という。）がより効率的･効果的に事業を 

執行し、区民サービスの向上や区民への説明責任を果たせるよう、平成 13年度に経営評 

価制度を導入しました。 

各団体は、団体目的達成のため効率的・効果的に事業を行っているか、健全な運営を

行っているか等について自己評価し、経営改善に取り組みます。 

区は、団体の自己評価結果と経営実績を踏まえ、団体が行う区民サービスの向上や業

務改善に向けた適切な支援に繋げていきます。 

 

（１）財団等経営評価の目的 

① 団体及び区所管部課のコスト意識の向上 

② 経営評価の公表による説明責任の向上 

③ 効率的・効果的な事業による区民サービスの向上 

 （２）評価の対象団体 

令和元年度は、区が財政・人的支援を行っている団体で、区の施策推進に寄与する

事業を実施する等区政との関連性が高いと認められる６団体について平成 30年度実績

の経営状況・事業内容の評価を実施しました。 

公益財団法人 杉並区障害者雇用支援事業団 

公益財団法人 杉並区スポーツ振興財団 

社会福祉法人 杉並区社会福祉協議会 

公益社団法人 杉並区シルバー人材センター 

特定非営利活動法人 すぎなみ環境ネットワーク 

杉並区交流協会  

 （３）評価方法等 

    ①一次評価・・・団体による自己評価 

      一次評価結果については、本年 9月に速報版として公表しました。 

    ②二次評価・・・区による評価 

    ③外部評価・・・杉並区外部評価委員会※による評価（評価対象を毎年度 1団体選定） 

                                      ※学識経験者 5名で構成し、区長の附属機関として設置 

令和元年度の評価対象団体は、社会福祉法人 杉並区社会福祉協議会です。 

外部評価委員会報告書を別途発行し、公表します。（令和 2年 3月予定） 
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２ 団体別事業目的・事業内容及び二次評価（区の評価） 

 

各団体が効率的・効果的な事業を展開することにより区民サービスの向上を図るという観点

から区が二次評価を実施しましたので、団体別事業目的・事業内容と区二次評価の総合評価

結果について記載します。 

各団体の一次評価及び区の二次評価の詳細は、14ページ以降に掲載しています。 

 

（１） 公益財団法人 杉並区障害者雇用支援事業団 

事

業

目

的 

障害者の雇用の促進及び職業の安定を図る

ため、その障害に対応した職業能力の育成、就

労機会の開拓を行うとともに、地域社会と連携し

て就職・職場定着に係る相談、援助を行い、就

労を通じた障害者の自立と社会参加を進めるこ

とにより、ノーマライゼーションの実現に寄与す

る。 

事

業

内

容 

○就労支援及びこれに伴う日常生活又は社
会生活上の支援 

○事業主に対する雇用管理上の相談助言 
○関係情報の提供及び普及啓発 
○地域における人材育成等、障害者就労支
援の体制基盤づくりに関する支援 

○障害者総合支援法に基づく障害福祉サー
ビス事業 

二

次

評

価 

○区からの委託事業である就労支援センター事業では、相談による就労・定着支援を行うとともに、

企業に対する雇用制度や障害者理解促進等のセミナー開催や企業開拓等、雇用を促進するため

の取組を行っている。新規就職者数や就職後の定着支援の増加の取組、企業及び関係機関との連

携等を着実に推進しており、障害者雇用支援の公的な担い手として役割を果たしており、評価でき

る。 

○一方で、障害者雇用に関する取組の推進や、就労後の定着支援がこれまで以上に必要となって

おり、障害者個々の特性に合った職業につなげるためのマッチングなどの個々の状況に合った支

援が課題となっている。また、就労面の課題に加え生活面の課題が就労に影響を及ぼすことも多

く、事業団には、障害者個々の特性に合った丁寧な支援や、関係機関と連携した一体的な支援を

行うことを期待する。さらに、障害者が働く場の実情を把握し、区内企業など身近な地域で就業でき

るよう、企業開拓等の取組に引き続き期待する。 

○法人独自事業として、就労移行支援事業（障害福祉サービス）を運営しており、通所サービスとし

て就労に向けた実践的な支援が行われている。さらに、平成 30 年度から就労定着支援事業（障害

福祉サービス）も開始しており、実績を着実に積み上げていることから、経営の自立性の拡充も進ん

でいると評価できる。 

○区内の就労移行支援事業所は平成 30年度末で事業団を含め 7 か所であるが、事業団では、他

の民間事業所では受入困難な障害者の支援を行っている。事業団の役割として、障害者の多様な

支援ニーズへの対応や区内事業所全体の支援の質やスキルの向上に取り組み、就労移行支援事

業の牽引役を担っていくことを期待する。 
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（２） 公益財団法人 杉並区スポーツ振興財団 

事

業

目

的 

スポーツ及び文化等の振興に関する事業を

行うことにより、区民のスポーツ活動及び地域活

動の活性化を促進し、健康で潤いのある豊かな

暮らしの実現と活力ある地域社会の形成に寄

与する。 

事

業

内

容 

○スポーツ・文化に関する教室・講座及びス
ポーツ各種大会開催 

○スポーツ関係団体育成・支援及び指導者
養成 

○スポーツ・地域振興のための普及啓発事業
の実施 

○区から受託するスポーツ及びレクリエーショ
ン事業の実施 

○区から受託する施設の管理運営 

二

次

評

価 

○区のスポーツ推進計画「健康スポーツライフ杉並プラン」 では、スポーツ振興財団をプラン推進

の最も重要な実施主体と位置づけ、財団には、より公益性の高い事業やサービスを行うことを求め

ており、特に、公益財団法人としての機能を強化し、区内のスポーツ関係情報の発信や障害者スポ

ーツの普及、地域人材の育成などに重点的に取り組むことを期待している。 

○令和元年度は、情報発信の充実に向けて財団ホームページのリニューアルに取り組んでいる

が、引き続き、公益的事業の充実に向けた取組を計画的に進めていくことが必要である。その一環

として、区から財団への移管を予定している障害者スポーツ教室(わいわいスポーツ教室）について

は、財団による実施に向けて課題を整理し、受け入れ準備を進めて欲しい。 

○区が委託しているスポーツアカデミーのほか、初級障がい者スポーツ指導員養成講習会を実施

するなど、人材育成に努めていることは評価する。今後については、指導員の役割や人材の活動の

場の確保などについても検討し、更なる地域スポーツの振興につなげていくことが必要である。 

○財団の設置目的である「杉並区民のスポーツ活動及び地域活動の活性化を促進し、健康で潤い

のある豊かな暮らしと実現と活力ある地域社会の形成に寄与する」ことに一層注力できるよう、今後

の財団のあり方について積極的かつ確実な検討を進めていただきたい。 

 

 

（３） 社会福祉法人 杉並区社会福祉協議会 

事

業

目

的 

杉並区における社会福祉事業その他の社会福

祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福

祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推

進を図ることを目的とする。 

事

業

内

容 

○地域福祉推進・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業 
○福祉なんでも相談事業 
○地域福祉権利擁護事業 
○あんしん未来支援事業 
○住民参加型在宅福祉サービス事業 
○貸付事業 
○受託事業 
○助成事業 
○歳末たすけあい運動 
○法人運営事業 
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二

次

評

価 

○杉並区社会福祉協議会は、協議会が策定した実施計画に基づき、日常生活の自立支援やボラ

ンティア活動の促進など、様々な地域課題に取り組んでいる。その取組は区の福祉施策の一翼を

担うものであり、また、区は社協に地域福祉を推進する中核的な組織としての役割を期待している。

そのような視点から、社協の団体経営については、概ね適切に行われていると評価する。 

○目標設定は必要に応じて見直すなど、適切に設定されている。また、事業分析において、「ささえ

あいサービス事業」や「地域福祉権利擁護事業」の利用者の加齢など、事業環境の変化もとらえて

適切に分析している。「福祉なんでも相談事業」の実施計画改定による事業の見直しが、活動指標

の成果や財務状況等の推移における単位当たりコストに影響を及ぼしているが、令和元年度からは

改善されることを期待する。 

○経営分析についても、適切な評価がされている。課題として上げている内部講師等の育成体制

の充実や利用者及び寄付等の増加のための広報活動について、今後の団体のあり方に述べられ

ているとおり、社協が地域共生社会づくりを実現するために必要な人材育成や財源確保につながる

ものであり、早期の検討・具体化が望まれる。 

 

（４） 公益社団法人 杉並区シルバー人材センター 

事

業

目

的 

社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、

地域社会と連携を保ちながら、その希望、知識

及び経験に応じた就業並びに社会奉仕等の活

動機会を確保し、生活感の充実及び福祉の増

進を図るとともに、高齢者の能力を生かした活

力ある地域社会づくりに寄与する。 

事

業

内

容 

○就業機会提供  
○調査研究 
○相談 
○研修・講習 
○普及啓発 
○社会参加等支援 
○安全就業推進 

二

次

評

価 

○平成 30 年度は前年度同様に会員の増強、就業機会拡大策の強化、適正就業の推進及び適切

な契約の締結、安全就業の強化の４項目を基本方針に掲げ、事業に取り組んだが、今後は令和元

年に策定された中期計画「れいわライジングプラン」を基に、目標値を定め、計画的に評価・検証し

つつ運営されることを望む。 

○契約件数が減少傾向にあることから、安定した収入確保に向けて派遣事業等での就業開拓など

による事業収入の増大を図り、自主財源の向上に努めていただきたい。また、より効率的で効果的

なセンターの運営を目指し、事業のあり方や組織体制の検証を望む。 

○事業収入においては、特に家事・子育て支援サービス事業の地域ニーズが高く、年々増加傾向

にある。引き続き、未就業会員の意向調査などを踏まえ、集合相談会や就業支援講習を開催し、就

業会員の拡充に努めていただきたい。 

○地域貢献活動として実施している「シルバー孫の手」事業は、30 分以内の作業とする見直しによ

り、利用者が一時的に減少する結果となったが、今後も幅広い周知に努め、一層拡大していくことを

望む。 

○安全面では、前年度を下回ったとはいえ、傷害事故23件、賠償事故9件、計32件の事故が発生

したため、事故の未然防止にむけた意識啓発と高齢会員に適した就業の確保に引き続き努めること

を望む。 

○平成 30 年度に発覚した区委託事業における使用料の不正行為は、業務改善計画を区に提出

し、コンプライアンス意識の徹底、公金の取り扱いに関する研修をセンターにおいて行った。今後も

センターの信頼回復に向け、より一層コンプライアンス意識や監査の徹底に取り組んでいただきた

い。 
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（５）特定非営利活動法人 すぎなみ環境ネットワーク 

事

業

目

的 

環境や省エネ、リサイクルに関する諸事業の

推進を通じて、区民の環境保全行動に寄与す

る。 

区民の生活環境の向上を図るとともに、活動

を通して地球環境の保全、ひいては地球温暖

化防止の一助となる事業を展開していく。 

事

業

内

容 

○環境保全及びリサイクルに関する普及啓発 
○同情報の収集及び提供  
○同調査研究 
○集団回収の推進 
○家具、衣料品等のリユース 
○エコ商品の普及 
○小中学生環境学習・サミット支援 
○フリーマーケットの運営、環境イベントの開
催 

○市民・他団体・行政等とのネットワークの構
築 

二

次

評

価 

○ 法人の第 3 次中期計画に基づき、平成 30 年度においてもごみ減量の取組やリサイクル推進に

向け、集団回収や小型電子機器の選別・分解業務、ＤＲＳ（ディッシュ・リユース・システム）事業等に

継続的に取り組み、区民の環境配慮行動の促進につなげた。 

○一方で、経常収支は約 200 万円の赤字となり、人件費比率が高い財務状況から、自立運営の脆

弱性が現れる結果となった。 

○あわせて、平成 30 年度に区が作成した「環境活動推進センターの運営の見直し方針」を踏まえ

て、委託している同センター業務を含め各事業単位での事業分析を行い、各事業の今後の方向性

について、早急に検討を行うことが必要である。 

 

（６）杉並区交流協会 

事

業

目

的 

 「人と人、地域と地域をつなぎ、活力ある地域

社会を実現する」ことを基本理念として、①在住

外国人への支援、②国内外の自治体交流の推

進、③多文化共生社会の相互理解の向上、の

３つの柱の実現を目指す。 

事

業

内

容 

○在住外国人への支援に関する事業 
○国内外の自治体交流の促進に関する事業 
○多文化共生社会の相互理解の向上に関す
る事業 

○その他協会の目的を達成するための事業 

二

次

評

価 

○杉並区まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標「地方との連携により、豊かな暮らしをつくる」を

達成するため、区と連携した交流自治体との交流事業を実施するとともに、民間交流の促進役として

役割を果たしており評価できる。 

○また、年々増加する在住外国人が安心・安全に生活できる環境づくりには、様々な相談への対応

が必要であるため、相談員のスキルアップを図る相談員会議などの取組を継続されることを希望す

る。 

○令和 2年は、東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催年であり、外国人旅行者の増

加に対応した語学ボランティアのスキルアップ研修の充実や、外国人とのコミュニケーション講座な

どの取組の更なる充実を期待する。また、オリンピックを契機として活動を行ったボランティアが、そ

の後も地域の活動を続けていけるよう、関連部署と連携して、区に訪れる外国人の支援につながる

取組を引き続き推進していく必要がある。 

○運営面では、今後も受益者負担を基本にした事業実施とコミュかるショップでの売り上げ増加によ

る自主財源の確保に向けた取組に努められたい。 
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３ ６団体の主要指標等の概要 

 

（１）定量指標 （10ページ 「1財務状況の概要」、11ページ「2定量指標」参照） 

①経常収支 

経常収支が赤字となった団体は以下の 3団体で、合計の赤字額は約 293万円です。 

 ○障害者雇用支援事業団 （▲1,052千円） 

 ○シルバー人材センター  （▲31千円） 

 ○すぎなみ環境ネットワーク（▲1,846千円） 

黒字の団体は、杉並区スポーツ振興財団 1団体で、社会福祉協議会及び交流協会の 

2 団体は収支が均衡しています。なお、平成 29 年度はすべての団体が黒字又は収支が

均衡していました。 

 

②補助金収入割合 

６団体全体の補助金額は平成29年度と比べ約68万円増加し、総収入に占める補助金

収入の割合は 23.0%で対前年度比は 2.5ポイント増加しました。 

主な要因としては、社会福祉協議会の平成 29 年度総収入に有価証券の満期に伴う償

還分を収入計上したため補助金収入割合が一時的に減少していましたが、平成 30 年度

は有価証券の償還はなく、総収入が約 2 億円減少していることから補助金収入割合が約

10ポイント増加したことによります。 

補助金額及び収入割合の最も低い団体は、すぎなみ環境ネットワークで 5,515 千円

（7.2％）、最も高い団体は杉並区交流協会で 27,395千円（61.1%）となりました。 
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③人件費割合 

６団体全体の人件費は平成 29年度と比べ約 2,460万円減少しましたが、総支出も減少

したことから、人件費割合は、対前年度比 3.2ポイント増加の 42.6％となりました。 

人件費割合の高い団体は、杉並区障害者雇用支援事業団で 77.2％、次いで、杉並区

社会福祉協議会 76.1％、すぎなみ環境ネットワーク 73.9％、人件費割合の最も低い団体

は、杉並区シルバー人材センターで 16.8％となりました。 

また、人件費が最も高い団体は杉並区社会福祉協議会で 464,435千円となりました。 

 

 

 

（２）職員数（12ページ  「３ 職員数」参照） 

 

６団体全体の職員総数は、平成 29年度に比べ 32人減少（役員 1人減少、役員以外の

職員 31人減少）となりました。 

スポーツ振興財団及びすぎなみ環境ネットワークに区が業務を委託している施設管理

が終了したことによる施設管理人員の削減が主な要因となっています。 

 

（３）定性指標（13ページ  「４ 定性指標」参照） 

 

  定性指標は、団体経営の「計画性」「目的適合性」「健全性」「効率性」「経済性」の 5 項目

について、各項目 100 点満点、合計 500 点満点として、各団体が自己評価をしたもので

す。各項目の平均得点は 91.1点で、平成 29年度と比べ 0.6ポイント改善しました。 

合計得点が最も高いのは障害者雇用支援事業団で、500点満点中 488点となりました。 
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（４）評価のまとめ 

 

 ①定量評価について 

 

○ 経営評価を通して業務の検証を行い、業務改善や効率化へ繋げる取組を行いました 

が、平成 30年度は 3団体が、経常収支が赤字となりました。また、総収入に占める補助 

金割合については、各団体でほぼ横ばいとなっています。 

      公益財団法人等では収益事業実施の制約もありますが、各団体において受益者負 

担の適正化等による自主財源の確保に努める必要があります。 

○ 職員数・人件費が減少したのは、施設管理委託の終了によるものが主な要因であり、 

 各団体においては、事務事業を精査し、引き続き効率的な人事配置に努める必要があ 

ります。 

 

 ②定性評価について 

 

  定性評価の項目で「計画性」及び「組織健全性」については、他の評価項目に比べ 

 て評価点が低いことから、以下の点に留意が必要です。 

 

○  中長期計画が策定されていない団体については、平成 29年度から 30年度にかけて

策定に取り組み、すべての団体において計画に基づく取組を進めることになりました。 

今後は、各団体の計画に基づき、財政運営・事業実施を計画的に行っていくことに

なりますが、社会情勢の変化や制度改正を踏まえ、計画が区民ニーズや実態に則して

いるかを常に検証するとともに、区民サービス向上に的確に対応していくことが必要で

す。 

8



 

○  各団体は、区から財政支出や人的支援を受けていること及び公益性の高い事業を提

供していく役割が求められていることを認識し、効率的な事業運営に取り組むとともに、

組織体制の見直しや人材育成など経営基盤の強化を図っていく必要があります。 

 特に、人材育成については、法改正により各種制度やサービスが目まぐるしく変化し

ていく中、専門的知識の取得・継承などの取組を推進していく必要があります。 

 

今後も、的確な経営評価を行うとともに、事業に携わる職員が効率的な運営や団体の役割

について意識しながら業務に取り組んでいけるよう、団体内で評価結果を共有し、改善・改革

による区民サービスの向上に繋げていくことを望みます。 
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杉並区障害者雇用支援事業団 
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成28年度 平成29年度

人 113 118

件 8,222 10,117

件 5,615 5,070

人 62 67

％ 65.2 72.6

単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 123,529 125,903 125,725

千円 22 52 199

千円 123,754 122,176 126,777

千円 531,113 539,800 535,738

千円 ▲ 225 3,727 ▲ 1,052

％ 96.5 96.3 96.7

％ 3.5 3.7 3.3

％ 14.4 14.7 14.6

％ 76.3 76.8 77.2

千円 5,315 5,529 5,324

千円 123,819 121,176 127,072

人 36 37 35

人 18.8 18.4 19.1

％ 5.3 5.4 5.2

レーダーチャート 29

評価 評価 評価 得点

A A A 100

A A A 88

A A A 100

A A A 100

A A A 100

A A A 488

事業内容

502,874千円 平成10年10月1日

事業目的
団
体
概
要

　障害者の雇用の促進及び職業の安定を図るた
め、その障害に対応した職業能力の育成、就労機
会の開拓を行うとともに、地域社会と連携して就職・
職場定着に係る相談、援助を行い、就労を通じた障
害者の自立と社会参加を進めることにより、ノーマラ
イゼーションの実現に寄与する。

・就労を希望又は既に就
職している障害者とその家
族等
・障害のある人を雇用、ま
たは雇用しようとしている
事業者
・区内福祉施設及び特別
支援学校

１．就労支援及びこれに伴う日常生活又は社
会生活上の支援
２．事業主に対する雇用管理上の相談助言
３．関係情報の提供及び普及啓発
４．地域における人材育成等、障害者就労支
援の体制基盤づくりに関する支援
５．障害者総合支援法に基づく障害福祉
サービス事業

公益財団法人　杉並区障害者雇用支援事業団 ５３４６－３２５０

73.1

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

新規就職者数

職場定着支援件
数

就職を希望する障害者及び就労中の障害
者の相談受付件数

　各事業の実施においては、ハローワークや他の就労支援機関、区及び地域の福祉・保健・医療・教育の機関と連携し、障害の多様化に応じ
たきめ細かい対応を行い事業の充実を図った。
１．障害者本人に対する支援（就労支援事業　※区から受託する「障害者就労支援センター事業」、以下同じ。）　　前年度から8%増の多くの
相談を受け、新規相談から面談、実習、企業訪問、ｹｰｽｶﾝﾌｧﾚﾝｽ等、各利用者の特性に応じた個別支援に取り組んだ。利用者は精神障害
者の割合が高く、累積登録者の５割、新規就職者の７割を占めている。
２．事業主への支援（就労支援事業）　　雇用についての調整や助言のほか、就労準備性に関するセミナー等を行った。
３．就労情報の普及（就労支援事業）　　ワークサポートだよりの発行及び区民・支援者・家族向けの各セミナー開催等を行った。
４．人材育成、支援体制基盤づくり支援（就労支援事業）　　区内の作業所、相談支援事業所等で構成する雇用支援ネットワーク会議を毎月
開催し、企業担当者の講演や支援スキルの演習等により支援力の向上を図った。また、区内施設等を訪問して在籍者の就労支援に連携して
取り組んだ。
５．就労移行支援事業　　利用者の適性等を踏まえ訓練プログラムの充実に努め、利用者23名のうち10名が就職した。年度中に利用を終了し
た１３名に対する就職率は７６．９％であった。平成30年度から障害者総合支援法に創設された就労定着支援事業について都の指定を受け
10月から開始し、支援を希望する１３名（31年3月時点）に対して毎月の職場訪問等を実施した。
６．その他　　事業団の５か年計画「ワークサポート杉並・事業推進プラン」を改定した。改定プランでは、区の行政計画との整合を図りながら、
事業団の課題と目標を明らかにし2023年度までの年次プラン等を定めた。

・総職員数３５名の内訳
（１）非常勤役員１２名
（２）職員（常勤役員含む）２３名

・総職員数２名減の内訳　①H２９
年度は就労移行支援事業の利用
者増に対応するためパートを１名
増員していたため　②成人期発達
障害者職業準備プログラムのパー
ト雇用を区の直接契約に変更した
ため

成果
指標

（コ）　職員一人当たり事業収入

　　　令和元年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

前年度の就職者のうち、就職から１２ヶ月経
過時点で就労を継続している者の割合

職場定着のため企業・就労中の障害者等を
支援した件数

63

102

10,930

6,380

事業団支援を利用して当該年度中に一般企
業等へ就職した人数

新規登録者数

相談件数

保健福祉部障害者生活支援課

指標名 平成30年度算式･内容

新規登録者の数（当該年度中）

経済性

平成30年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入比率

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

事
業
評
価
指
標

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

定着率（１２ヶ月）

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成28年度 平成29年度
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（ケ）　経常支出人件費比率
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○事業団は、地域における障害者の就労の促進等について、精神障害者の雇用義務化等の法改正により相談ニーズが増大する中
で、ハローワーク等の支援機関や企業及び特別支援学校等との連携を図り、協力を得ながら、各事業に取り組んできた。平成３０年度は
全体的にみると、収支は赤字となったが、各事業は着実に実施することができ、多くの者の就労・職場定着に繋げることができた。
○精神障害者・発達障害者からの就労相談の増加に伴い、本人の障害理解から就労準備までより丁寧な支援が必要なケースが増加し
ている。また、就職後に職場適応の課題から早期に離職するケースも見受けられる。こうしたケースに対しては、職員ミーティングやケー
スカンファレンスによる支援課題の検討及び関係支援機関との連携により支援に取り組んだ。職場定着支援については、就職の進展に
より支援対象者の規模が年々増加しているところ、訪問や電話による支援件数も増加しており、余暇支援事業の参加者も増加している。
定着支援のニーズは今後も増加すると見込まれるため、効果的かつ効率的な支援方法についてさらに検討して取り組んでいく。
○就労移行支援事業については、利用者を就労につなげるとともに、新規利用者の確保に取り組んだ結果、就職者数、就職率とも前年
度と同等となり、事業別の１２ヶ月後定着率は９０％に及んだ。今後は、訓練プログラムのさらなる向上と利用者の安定的確保に引き続き
取り組んでいく。

○平日時間外の面接相談や休日の交流会従事などの勤務について、可能な限り、勤務時間の振り替
えで対応するよう徹底した。
○導入した相談・支援記録管理システム及び旅費交通費ウェブシステムの活用に引き続き取り組んだ。
○リースアップした事務機器の一部を区の発達プログラム事業に提供し同事業の調達経費を軽減し
た。
○区からの受託事業は原則として再委託禁止であり、就労移行支援事業は都の指定を受けることによ
り実施しているため外部委託になじまない。管理業務については、清掃業務及びホームページ管理等
を外部委託している。

○「事業団人材育成計画実施要項」を作成し、職層に応じたキャリア研修及び専門研修を計画的に実
施する体制を整備した。職員個々の状況に応じた研修参加を進め、新任職員には新任研修メニューと
リーダー職員のＯＪＴにより育成を図った。
○管理体制では、事業運営に関する局長・次長・主任クラスの会議と職員会議等を通じて、意思決定
及び情報の共有を図っている。
○平成24年度以降、就労移行支援事業と区市町村障害者就労支援事業を実施し、区補助金を削減し
ている。
○個人情報及びマイナンバーは事業団規則・要綱に基づき、取得・保管・管理を徹底している。

計
画
性

○目標数値は、推進プランの達成指標に基づいて設定している。
○利用者意向調査を、新規就労者と未就労者を対象にアンケート方式で実施した。新規就労者調査
では、相談や面接等の様々な場面で助言や同行を得られたことが利用者の安心に繋がっていることが
分った。未就労者調査では、「利用者が会社に求める配慮」としては、「職場内における障害理解」や
「障害に応じた柔軟な働き方の受入」が多いこと等が分かった。また、事業団の支援継続には９割以上
の希望があった。これらの調査結果を今後の支援に生かしていく。
○利用者のニーズを勘案して「相談時間帯の拡大」や「ピアサポート」の2019度以降の導入について計
画化した。また、セミナーやネットワーク会議参加者のアンケートや意見を今後の企画の参考にした。

経
済
性

○障害者就労に実績のある支援機関の視察や情報収集を行い業務改善に生かしている。
○障害者一人ひとりの適性に応じた支援により、就職者数、定着率等の成果向上を図っている。
○就労移行支援事業の新規利用者の安定的確保のために、特別支援学校等への訪問説明及び見
学・実習の受入れや、相談登録時の訓練事業の周知等を継続的に行った。また、新規事業である就労
定着支援事業では、事業開始前に対象者に対して説明会を開催したほか、事業開始後に就職した利
用者には適時に利用を案内した。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

目
的
適
合
性

組
織
健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

（１）事業団全体の経常収
支は、１０５万２千円（０．
８％）の赤字となった。会計
別経常収支では、法人会
計が１４５万２千円の黒字、
公益目的事業会計が２５０
万３千円の赤字となってお
り、公益目的事業会計の赤
字要因は、就労移行支援
事業の利用者減少（1日当
たり平均利用者人数が対
前年度2.1人減）に伴い訓
練等給付金収入が減少
し、同事業収支が２３６万２
千円の赤字となったためで
ある。なお、利用者の減少
については、事業の目的
である利用者の就職を実
現することが、同時に利用
者の減少となるという構造
的な面もある。今後とも利
用者の安定的確保のため
に、特別支援学校への説
明会の継続的実施や区内
特定相談支援事業所と連
携した事業PRなどに取り組
んでいく。
（２）管理費比率の削減率
が、+１２．１％へ上昇したの
は、事務機器リース料の会
計別負担割合を見直して
一部を事業費へ配賦した
ためである。

定性評価
○事業団の５か年事業計画である「障害者就労支援事業推進プラン（26年度～30年度）」を改定し、平
成３１年３月に「ワークサポート杉並・事業推進プラン（2019～2023年度）」を策定した。改定にあたって
は、区保健福祉計画（30年度～３３年度）及び区障害福祉計画との整合を図りつつ、前プラン実施状況
の検証、及び障害者雇用をめぐる状況や法改正を踏まえて、事業団の課題と目標及び５か年度の年次
プランを作成した。プランの達成指標として「就職者数」「職場定着率」等６つの指標を設け、３年目及び
５年目の数値目標を定めた。今後の進捗管理は、四半期及び年度ごとに実績をチェックし、課題が発
生した場合は、各事業にフィードバックしながら進めていく。

事業分析（現状の分析・評価）
○就労支援や職場定着支援を希望する障害者からの多くの相談が寄せられた。相談件数は前年度比で８％の増、職場定着支援件数
は２６％の増となった。新規登録者数は３年連続で１００名以上の規模であった。本事業に対する支援ニーズは引き続き高いと考えられ
る。
○事業団の支援を通した新規就職者は６３名で、対前年度では４名（６％）の減となったが、区からの受託事業の開始（平成２４年度）以
来、毎年度６０名以上を維持している。障害別では、精神障害が多くを占める傾向（30年度７３％、29年度６６％、28年度７３％、27年度６
４％）が続いており、精神障害者が法定雇用率の算定基礎に加えられ、法定雇用率が引上げられたこと（平成２５年法改正、平成３０年４
月より施行）などが雇用の進展につながっていると考えられる。事業別では、就労支援事業では前年度より4名減少して５３名、就労移行
支援事業では前年度と同数の１０名であった。
○就職１２ヶ月後の定着率は、対前年度０．５ポイントの増加であった。事業別では就労支援事業で７０．２％、就労移行支援事業で９０．
０％であった。率に開きがあるのは、就労移行支援事業では、就職前の一定期間（２年以内）連続して通所することにより、本人の就職準
備性の向上とジョブマッチングがより効果的にできることによる。
○累積登録者数１，０３０名のうち定着支援対象者数（就労者数）は５９０名で５７％を占めた。なお、定着支援対象者数（就労者数）の増
加要因は、事業団の就労支援事業等を通じて新規就職した者が引き続き定着支援を受ける場合のほか、就職時に定着支援のため新
規登録をする者等の増加（当該年度は３７名）である。
○就労移行支援事業では、利用者の減少があったものの、就職と職場定着には着実な成果があった。
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を
受

け
、

新
規

相
談

か
ら

面
談

、
実

習
、

企
業

訪
問

、
ｹ

ｰ
ｽ
ｶ
ﾝ

ﾌ
ｧ
ﾚ
ﾝ

ｽ
等

、
各

利
用

者
の

特
性

に
応

じ
た

個
別

支
援

に
取

り
組

ん
だ

。
利

用
者

は
精

神
障

害
者

の
割

合
が

高
く

、
累

積
登

録
者

の
５

割
、

新
規

就
職

者
の

７
割

を
占

め
て

い
る

。
２

．
事

業
主

へ
の

支
援

（
就

労
支

援
事

業
）
　

　
雇

用
に

つ
い

て
の

調
整

や
助

言
の

ほ
か

、
就

労
準

備
性

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

等
を

行
っ

た
。

３
．

就
労

情
報

の
普

及
（
就

労
支

援
事

業
）
　

　
ワ

ー
ク

サ
ポ

ー
ト
だ

よ
り

の
発

行
及

び
区

民
・
支

援
者

・
家

族
向

け
の

各
セ

ミ
ナ

ー
開

催
等

を
行

っ
た

。
４

．
人

材
育

成
、

支
援

体
制

基
盤

づ
く

り
支

援
（
就

労
支

援
事

業
）
　

　
区

内
の

作
業

所
、

相
談

支
援

事
業

所
等

で
構

成
す

る
雇

用
支

援
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

会
議

を
毎

月
開

催
し

、
企

業
担

当
者

の
講

演
や

支
援

ス
キ

ル
の

演
習

等
に

よ
り

支
援

力
の

向
上

を
図

っ
た

。
ま

た
、

区
内

施
設

等
を

訪
問

し
て

在
籍

者
の

就
労

支
援

に
連

携
し

て
取

り
組

ん
だ

。
５

．
就

労
移

行
支

援
事

業
　

　
利

用
者

の
適

性
等

を
踏

ま
え

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

に
努

め
、

利
用

者
2
3
名

の
う

ち
1
0
名

が
就

職
し

た
。

年
度

中
に

利
用

を
終

了
し

た
１

３
名

に
対

す
る

就
職

率
は

７
６

．
９

％
で

あ
っ

た
。

平
成

3
0

年
度

か
ら

障
害

者
総

合
支

援
法

に
創

設
さ

れ
た

就
労

定
着

支
援

事
業

に
つ

い
て

都
の

指
定

を
受

け
1
0
月

か
ら

開
始

し
、

支
援

を
希

望
す

る
１

３
名

（
3
1
年

3
月

時
点

）
に

対
し

て
毎

月
の

職
場

訪
問

等
を

実
施

し
た

。
６

．
そ

の
他

　
　

事
業

団
の

５
か

年
計

画
「
ワ

ー
ク

サ
ポ

ー
ト
杉

並
・
事

業
推

進
プ

ラ
ン

」
を

改
定

し
た

。
改

定
プ

ラ
ン

で
は

、
区

の
行

政
計

画
と

の
整

合
を

図
り

な
が

ら
、

事
業

団
の

課
題

と
目

標
を

明
ら

か
に

し
2
0
2
3
年

度
ま

で
の

年
次

プ
ラ

ン
等

を
定

め
た

。

事 業 内 容

・
就

労
支

援
の

相
談

件
数

  
　

　
　

 　
　

　
　

 　
　

　
 　

　
　

１
０

，
１

０
０

件
　

【
１

０
，

９
３

０
件

】
・
就

労
支

援
新

規
登

録
者

数
　

 　
　

　
　

　
　

　
 　

　
　

 　
　

　
　

１
０

０
人

　
　

　
　

【
１

０
２

人
】

・
就

労
支

援
累

積
登

録
者

数
　

 　
　

　
　

　
　

　
  
　

　
　

 　
　

１
，

０
０

０
人

　
 【

１
，

０
３

０
人

】
・
新

規
就

職
者

数
（
事

業
団

支
援

分
）
　

　
　

 　
  
　

　
　

　
　

 　
　

 ８
０

人
　

　
　

　
【
 ６

３
人

】
・
職

場
定

着
支

援
対

象
者

数
（
就

労
者

数
）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

６
０

０
人

 　
 　

【
 ５

９
０

人
】

・
職

場
定

着
支

援
件

数
　

　
　

　
　

  
  
  
  
  
  
　

 　
  
  
 　

 　
 ５

，
５

０
０

人
 　

【
６

，
３

８
０

人
】

･就
労

移
行

支
援

訓
練

者
数

　
　

　
　

　
  
  
  
 　

  
  
  
　

　
  
定

員
２

０
人

　
　

　
　

 【
２

３
人

】
・
企

業
訪

問
数

　
※

実
績

値
は

区
内

企
業

の
み

　
　

　
　

　
  
  
  
 　

  
 　

５
０

社
  
　

 　
 　

【
２

５
社

】
・
職

業
評

価
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 　

　
　

　
　

　
　

　
 ５

０
件

　
　

  
 　

【
１

１
件

】
・
事

業
主

に
対

す
る

支
援

相
談

 ※
実

績
値

は
定

着
支

援
を

除
く

  
１

，
５

０
０

件
　

　
  
【
６

４
３

件
】

・
余

暇
支

援
事

業
参

加
人

数
 　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 　
３

３
回

開
催

　
 【

延
９

１
８

人
】

＜
内

訳
＞

 ワ
ク

サ
ポ

広
場

2
2回

 延
76

1
人

、
交

流
会

3回
95

名
、

茶
話

会
2
回

27
名

、
パ

ソ
コ

ン
講

習
会

6
回

35
人

・
就

職
準

備
フ

ェ
ア

参
加

者
数

　
  
  
  
　

　
　

　
　

　
　

　
 　

　
　

　
１

２
０

人
　

　
　

　
【
９

５
人

】
・
職

場
体

験
実

習
者

数
 　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 　

　
　

　
５

０
人

　
　

　
 　

【
２

３
人

】
・
特

別
支

援
学

校
等

実
習

生
受

入
数

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
  
  
 ２

０
人

　
  
　

 　
【
１

５
人

】
・
セ

ミ
ナ

ー
参

加
人

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 　

　
　

　
５

回
  
【
８

回
１

８
３

人
】

＜
内

訳
＞

企
業

向
け

セ
ミ

ナ
ー

1
回

18
名

、
区

民
・家

族
向

け
セ

ミ
ナ

ー
3回

7
6名

、
就

労
支

援
者

向
け

セ
ミ

ナ
ー

4回
89

名

・
利

用
者

意
向

調
査

回
答

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

実
施

　
　

　
　

【
４

５
件

】
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

  
※

【　
】内

の
数

値
は

実
績

平
成

10
年

10
月

1日
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（
事

業
評

価
指

標
）

目
標

値
目

標
年

度

①
人

1
1
3

1
1
8

1
0
2

1
0
0

3

②
件

8
,2

2
2

1
0
,1

1
7

1
0
,9

3
0

1
1
,0

0
0

3

③
件

5
,6

1
5

5
,0

7
0

6
,3

8
0

7
,0

0
0

3

④
人

8
4
1

9
4
8

1
,0

3
0

1
,3

0
0

3

⑤
人

1
1
.3

1
2
.2

1
0
.1

1
1
.5

3

⑥
人

6
2

6
7

6
3

8
0

3

⑦
％

6
5
.2

7
2
.6

7
3
.1

8
0
.0

3

⑧
％

5
4
.5

7
6
.9

7
6
.9

8
5
.0

3

活 動 指 標
累

積
登

録
者

数

○
就

労
支

援
や

職
場

定
着

支
援

を
希

望
す

る
障

害
者

か
ら

の
多

く
の

相
談

が
寄

せ
ら

れ
た

。
相

談
件

数
は

前
年

度
比

で
８

％
の

増
、

職
場

定
着

支
援

件
数

は
２

６
％

の
増

と
な

っ
た

。
新

規
登

録
者

数
は

３
年

連
続

で
１

０
０

名
以

上
の

規
模

で
あ

っ
た

。
本

事
業

に
対

す
る

支
援

ニ
ー

ズ
は

引
き

続
き

高
い

と
考

え
ら

れ
る

。
○

事
業

団
の

支
援

を
通

し
た

新
規

就
職

者
は

６
３

名
で

、
対

前
年

度
で

は
４

名
（
６

％
）
の

減
と

な
っ

た
が

、
区

か
ら

の
受

託
事

業
の

開
始

（
平

成
２

４
年

度
）
以

来
、

毎
年

度
６

０
名

以
上

を
維

持
し

て
い

る
。

障
害

別
で

は
、

精
神

障
害

が
多

く
を

占
め

る
傾

向
（
3
0
年

度
７

３
％

、
2
9
年

度
６

６
％

、
2
8
年

度
７

３
％

、
2
7
年

度
６

４
％

）
が

続
い

て
お

り
、

精
神

障
害

者
が

法
定

雇
用

率
の

算
定

基
礎

に
加

え
ら

れ
、

法
定

雇
用

率
が

引
上

げ
ら

れ
た

こ
と

（
平

成
２

５
年

法
改

正
、

平
成

３
０

年
４

月
よ

り
施

行
）
な

ど
が

雇
用

の
進

展
に

つ
な

が
っ

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
。

事
業

別
で

は
、

就
労

支
援

事
業

で
は

前
年

度
よ

り
4
名

減
少

し
て

５
３

名
、

就
労

移
行

支
援

事
業

で
は

前
年

度
と

同
数

の
１

０
名

で
あ

っ
た

。
○

就
職

１
２

ヶ
月

後
の

定
着

率
は

、
対

前
年

度
０

．
５

ポ
イ

ン
ト
の

増
加

で
あ

っ
た

。
事

業
別

で
は

就
労

支
援

事
業

で
７

０
．

２
％

、
就

労
移

行
支

援
事

業
で

９
０

．
０

％
で

あ
っ

た
。

率
に

開
き

が
あ

る
の

は
、

就
労

移
行

支
援

事
業

で
は

、
就

職
前

の
一

定
期

間
（
２

年
以

内
）
連

続
し

て
通

所
す

る
こ

と
に

よ
り

、
本

人
の

就
職

準
備

性
の

向
上

と
ジ

ョ
ブ

マ
ッ

チ
ン

グ
が

よ
り

効
果

的
に

で
き

る
こ

と
に

よ
る

。
○

累
積

登
録

者
数

１
，

０
３

０
名

の
う

ち
定

着
支

援
対

象
者

数
（
就

労
者

数
）
は

５
９

０
名

で
５

７
％

を
占

め
た

。
な

お
、

定
着

支
援

対
象

者
数

（
就

労
者

数
）
の

増
加

要
因

は
、

事
業

団
の

就
労

支
援

事
業

等
を

通
じ

て
新

規
就

職
し

た
者

が
引

き
続

き
定

着
支

援
を

受
け

る
場

合
の

ほ
か

、
就

職
時

に
定

着
支

援
の

た
め

新
規

登
録

を
す

る
者

等
の

増
加

（
当

該
年

度
は

３
７

名
）
で

あ
る

。
○

就
労

移
行

支
援

事
業

で
は

、
利

用
者

の
減

少
が

あ
っ

た
も

の
の

、
就

職
と

職
場

定
着

に
は

着
実

な
成

果
が

あ
っ

た
。

目
標

設
定

の
考

え
方

○
令

和
３

年
度

の
目

標
値

の
う

ち
①

、
②

、
⑥

～
⑧

は
、

平
成

３
１

年
3
月

に
改

定
し

た
新

「
推

進
プ

ラ
ン

」
に

お
け

る
令

和
３

年
度

目
標

値
で

あ
る

。
③

と
④

は
、

推
進

プ
ラ

ン
の

目
標

レ
ベ

ル
を

参
考

に
設

定
し

た
目

標
値

で
あ

る
。

⑤
は

、
就

労
移

行
支

援
事

業
の

訓
練

等
給

付
金

の
収

入
額

に
連

動
す

る
利

用
の

度
合

い
を

示
す

指
標

で
あ

る
。

⑥
「
就

職
者

数
」
は

よ
り

わ
か

り
や

す
く

す
る

た
め

、
名

称
を

「
新

規
就

職
者

数
」
と

し
た

。

○
定

着
率

（
⑦

）
に

つ
い

て
は

、
前

回
ま

で
は

「
当

該
年

度
中

の
就

職
者

」
を

対
象

と
し

て
年

度
末

時
点

で
の

継
続

者
の

割
合

を
記

載
し

て
い

た
が

、
今

回
か

ら
は

新
「
推

進
プ

ラ
ン

」
の

達
成

指
標

と
一

致
さ

せ
る

た
め

、
「
前

年
度

中
の

就
職

者
」
を

対
象

と
し

て
、

就
職

し
て

か
ら

１
２

ヶ
月

経
過

時
点

で
の

定
着

率
を

記
載

す
る

こ
と

と
し

、
指

標
名

を
「
定

着
率

（
１

２
ヶ

月
）
」
と

し
た

。

○
「
就

労
移

行
支

援
事

業
利

用
者

就
職

率
」
（
⑧

）
は

、
新

「
推

進
プ

ラ
ン

」
の

達
成

指
標

に
合

わ
せ

て
、

当
該

事
業

に
お

け
る

成
果

を
示

す
指

標
と

し
て

追
加

し
た

。

事
業

団
支

援
を

利
用

し
て

当
該

年
度

中
に

一
般

企
業

等
へ

就
職

し
た

人
数

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

成 果 指 標

相
談

件
数

新
規

就
職

者
数

就
労

移
行

支
援

事
業

利
用

者
就

職
率

当
該

年
度

中
に

就
労

移
行

支
援

事
業

の
利

用
を

終
了

し
た

者
の

う
ち

、
就

職
し

た
者

の
割

合

登
録

者
の

数
（
年

度
末

現
在

数
）

定
着

率
（
１

２
ヶ

月
）

前
年

度
の

就
職

者
の

う
ち

、
就

職
か

ら
１

２
ヶ

月
経

過
時

点
で

就
労

を
継

続
し

て
い

る
者

の
割

合

就
労

移
行

支
援

平
均

利
用

者
数

目
標

平
成

2
9
年

度
実

績
平

成
3
0
年

度
実

績
式

・
具

体
的

内
容

平
成

2
8
年

度
実

績
単

位

1
日

当
た

り
平

均
利

用
人

数
（
年

間
延

べ
出

席
人

数
／

年
間

開
所

日
数

）

指
標

名

職
場

定
着

の
た

め
企

業
・
就

労
中

の
障

害
者

等
を

支
援

し
た

件
数

就
職

を
希

望
す

る
障

害
者

及
び

就
労

中
の

障
害

者
の

相
談

受
付

件
数

職
場

定
着

支
援

件
数

新
規

登
録

者
数

新
規

登
録

者
の

数
（
当

該
年

度
中

）
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
（
ア

）
千

円
1
0
6
,9

9
7

1
1
8
,3

2
1

1
2
3
,5

2
9

1
2
5
,9

0
3

1
2
5
,7

2
5

千
円

1
6
,7

7
2

1
5
,9

5
9

1
7
,7

7
2

1
8
,5

2
6

1
8
,3

5
5

事
業

収
入

＋
受

取
給

付
金

千
円

8
4
,5

4
9

9
6
,6

9
3

9
9
,9

3
1

1
0
1
,7

3
5

1
0
1
,6

9
6

千
円

5
7
,2

3
2

6
2
,7

3
6

6
6
,4

9
0

6
4
,8

2
4

6
8
,6

7
4

千
円

5
,6

1
0

5
,6

1
6

5
,6

0
4

5
,6

0
2

5
,5

9
4

（
イ

）
千

円
3
1
7

4
1
8

2
2

5
2

1
9
9

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
0
.3

0
.4

0
.0

0
.0

0
.2

（
ウ

）
千

円
1
1
2
,4

9
5

1
1
4
,3

9
4

1
2
3
,7

5
4

1
2
2
,1

7
6

1
2
6
,7

7
7

千
円

1
0
8
,8

7
8

1
1
0
,8

2
9

1
1
9
,4

2
6

1
1
7
,6

3
2

1
2
2
,6

3
4

千
円

2
4
,6

7
4

2
4
,4

7
6

2
7
,7

0
4

2
6
,6

2
3

2
7
,5

5
3

千
円

8
4
,2

0
4

8
6
,3

5
3

9
1
,7

2
2

9
1
,0

0
9

9
5
,0

8
1

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
5
7
,2

3
2

6
2
,7

3
6

6
6
,4

9
0

6
4
,8

2
4

6
8
,6

7
4

千
円

3
,6

1
7

3
,5

6
5

4
,3

2
8

4
,5

4
4

4
,1

4
3

千
円

1
,3

3
5

1
,2

6
4

1
,5

8
5

1
,7

8
1

1
,3

3
9

千
円

2
,2

8
2

2
,3

0
1

2
,7

4
3

2
,7

6
3

2
,8

0
4

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
8
6
,4

8
6

8
8
,6

5
4

9
4
,4

6
5

9
3
,7

7
2

9
7
,8

8
5

千
円

4
9
,0

6
3

5
2
,8

3
1

5
5
,6

9
9

5
4
,3

1
5

5
7
,4

9
6

（
エ

）
千

円
5
2
6
,9

3
9

5
2
8
,4

2
5

5
3
1
,1

1
3

5
3
9
,8

0
0

5
3
5
,7

3
8

千
円

9
,2

8
7

6
,7

8
1

9
,6

1
9

1
4
,5

0
4

1
1
,4

1
8

資
産

－
負

債
千

円
5
1
7
,6

5
2

5
2
1
,6

4
4

5
2
1
,4

9
4

5
2
5
,2

9
6

5
2
4
,3

2
0

千
円

5
0
2
,5

7
4

5
0
2
,6

4
9

5
0
2
,7

2
4

5
0
2
,7

9
9

5
0
2
,8

7
4

（
シ

）
役

員
、

派
遣

職
員

、
固

有
職

員
の

総
数

人
3
6

3
6

3
6

3
7

3
5

常
勤

人
1

1
1

1
1

非
常

勤
人

1
3

1
3

1
2

1
2

1
2

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
2

2
2

2
2

常
勤

人
6

6
6

6
6

非
常

勤
パ

ー
ト

タ
イ

ム
、

ア
ル

バ
イ

ト
を

含
む

人
1
4

1
4

1
5

1
6

1
4

（
ス

）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
1
8
.1

1
8
.2

1
8
.8

1
8
.4

1
9
.1

就
労

相
談

件
数

+
定

着
支

援
件

数
+余

暇
支

援
参

加
者

延
人

数
+移

行
支

援
利

用
者

延
人

数
+セ

ミ
ナ

ー
参

加
者

数
人

1
9
,7

4
7

2
3
,2

2
2

1
7
,5

8
6

1
9
,2

1
3

2
0
,8

6
8

代
表

的
数

値
を

抽
出

し
て

合
計

し
た

人
数

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
1
,0

9
1

1
,2

7
6

9
3
5

1
,0

4
4

1
,0

9
3

就
労

移
行

支
援

事
業

費
÷

就
労

移
行

支
援

利
用

者
数

千
円

1
,6

3
1

1
,6

6
6

1
,6

4
3

1
,4

0
8

1
,7

4
8

総
事

業
費

÷
就

職
者

数
千

円
1
,7

5
6

1
,6

7
9

1
,9

2
6

1
,7

5
6

1
,9

4
7

総
事

業
費

÷
累

積
登

録
者

数
千

円
1
3
7

1
2
8

1
4
2

1
2
4

1
1
9

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（
経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率

基
本

財
産

運
用

収
入

額

総
収

入
（
経

常
収

入
）

り コ ス ト

単 位 当 た

就
労

移
行

支
援

事
業

一
人

当
た

り
の

事
業

費
　

就
職

者
一

人
当

た
り

の
事

業
費

全
支

援
対

象
者

一
人

当
た

り
の

事
業

費

組   織

総
職

員
数

内  訳
派

遣
職

員
数

常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

活
動

指
標

ご
と

の
事

業
費

の
分

別
は

で
き

な
い

た
め

代
替

値
と

し
て

「総
事

業
費

」を
使

用

財  務  状  況

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

*
総

人
件

費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

総 収 入 の う ち

役
員

数

固
有

職
員

数
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（定
量

指
標

）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
28

年
度

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（
決

算
額

）
÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
92

.3
9
2
.0

9
5
.0

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
▲

 2
2
5

3
,7

2
7

▲
 1

,0
5
2

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

99
.8

1
0
3
.1

9
9
.2

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
10

3.
3

1
0
1
.8

1
0
0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
10

4.
4

1
0
1
.9

9
9
.9

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

96
.5

9
6
.3

9
6
.7

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
3.

5
3
.7

3
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
比

率
補

助
金

収
入

÷
総

収
入

合
計

×
１

０
０

％
14

.4
1
4
.7

1
4
.6

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
-

-
-

区
委

託
事

業
比

率
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

÷
総

事
業

費
×

１
０

０
   

 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

55
.7

5
5
.1

5
6
.0

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

98
.2

9
7
.3

9
7
.9

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
1.

1
1
.1

1
.1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
76

.3
7
6
.8

7
7
.2

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

5.
3

5
.4

5
.2

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

8.
4

8
.5

8
.2

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

▲
 1

2.
2

▲
 6

.3
1
2
.1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

0.
2

0
.2

0
.2

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（
コ

）
　

職
員

１
人

当
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
5,

31
5

5
,5

2
9

5
,3

2
4

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
0.

0
0
.7

▲
 0

.2
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

12
3,

81
9

1
2
1
,1

7
6

1
2
7
,0

7
2

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
10

0.
2

9
6
.2

1
0
1
.1

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

10 11 12 195 6 7 8 91 2 3 4 20 211813 14 15 16 17

（
１

）
事

業
団

全
体

の
経

常
収

支
は

、
１

０
５

万
２

千
円

（
０

．
８

％
）
の

赤
字

と
な

っ
た

。
会

計
別

経
常

収
支

で
は

、
法

人
会

計
が

１
４

５
万

２
千

円
の

黒
字

、
公

益
目

的
事

業
会

計
が

２
５

０
万

３
千

円
の

赤
字

と
な

っ
て

お
り

、
公

益
目

的
事

業
会

計
の

赤
字

要
因

は
、

就
労

移
行

支
援

事
業

の
利

用
者

減
少

（
1
日

当
た

り
平

均
利

用
者

人
数

が
対

前
年

度
2
.1

人
減

）
に

伴
い

訓
練

等
給

付
金

収
入

が
減

少
し

、
同

事
業

収
支

が
２

３
６

万
２

千
円

の
赤

字
と

な
っ

た
た

め
で

あ
る

。
な

お
、

利
用

者
の

減
少

に
つ

い
て

は
、

事
業

の
目

的
で

あ
る

利
用

者
の

就
職

を
実

現
す

る
こ

と
が

、
同

時
に

利
用

者
の

減
少

と
な

る
と

い
う

構
造

的
な

面
も

あ
る

。
今

後
と

も
利

用
者

の
安

定
的

確
保

の
た

め
に

、
特

別
支

援
学

校
へ

の
説

明
会

の
継

続
的

実
施

や
区

内
特

定
相

談
支

援
事

業
所

と
連

携
し

た
事

業
P
R
な

ど
に

取
り

組
ん

で
い

く
。

（
２

）
管

理
費

比
率

の
削

減
率

が
、

+
１

２
．

１
％

へ
上

昇
し

た
の

は
、

事
務

機
器

リ
ー

ス
料

の
会

計
別

負
担

割
合

を
見

直
し

て
一

部
を

事
業

費
へ

配
賦

し
た

た
め

で
あ

る
。

経
営

分
析

・定
量

評
価
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（
定

性
指

標
）

指
  

  
  

 標
評

価
分

野
の

点
数

（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（
数

値
目

標
）
が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
○

3
年

次
事

業
計

画
書

・
収

支
予

算
書

が
､中

長
期

経
営

計
画

に
基

づ
く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価 6
事

業
内

容
と

団
体

の
設

立
目

的
が

合
致

し
て

い
る

か
。

○
目

的
適

合
性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・
分

析
し

て
い

る
か

。
△

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 1
0

管
理

者
及

び
職

員
の

能
力

育
成

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○
健

全
性

1
1

意
思

決
定

及
び

業
務

の
妥

当
性

を
確

保
す

る
た

め
の

監
理

体
制

が
で

き
て

い
る

か
。

○

1
2

財
産

管
理

や
会

計
処

理
が

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
ま

た
、

監
査

の
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
○

1
3

区
か

ら
の

財
政

的
支

援
（
補

助
金

）
に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

1
4

個
人

情
報

の
管

理
と

情
報

公
開

は
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

○
：
十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

8
8

○
「
事

業
団

人
材

育
成

計
画

実
施

要
項

」
を

作
成

し
、

職
層

に
応

じ
た

キ
ャ

リ
ア

研
修

及
び

専
門

研
修

を
計

画
的

に
実

施
す

る
体

制
を

整
備

し
た

。
職

員
個

々
の

状
況

に
応

じ
た

研
修

参
加

を
進

め
、

新
任

職
員

に
は

新
任

研
修

メ
ニ

ュ
ー

と
リ
ー

ダ
ー

職
員

の
Ｏ

ＪＴ
に

よ
り

育
成

を
図

っ
た

。
○

管
理

体
制

で
は

、
事

業
運

営
に

関
す

る
局

長
・
次

長
・
主

任
ク

ラ
ス

の
会

議
と

職
員

会
議

等
を

通
じ

て
、

意
思

決
定

及
び

情
報

の
共

有
を

図
っ

て
い

る
。

○
平

成
2
4
年

度
以

降
、

就
労

移
行

支
援

事
業

と
区

市
町

村
障

害
者

就
労

支
援

事
業

を
実

施
し

、
区

補
助

金
を

削
減

し
て

い
る

。
○

個
人

情
報

及
び

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

は
事

業
団

規
則

・
要

綱
に

基
づ

き
、

取
得

・
保

管
・
管

理
を

徹
底

し
て

い
る

。

分
 野

計  画  性

1
0
0

目 的 適 合 性 組 　 織 　 健  全  性

1
0
0

○
事

業
団

の
５

か
年

事
業

計
画

で
あ

る
「
障

害
者

就
労

支
援

事
業

推
進

プ
ラ

ン
（
2
6
年

度
～

3
0
年

度
）
」
を

改
定

し
、

平
成

３
１

年
３

月
に

「
ワ

ー
ク

サ
ポ

ー
ト
杉

並
・

事
業

推
進

プ
ラ

ン
（
2
0
1
9
～

2
0
2
3
年

度
）
」
を

策
定

し
た

。
改

定
に

あ
た

っ
て

は
、

区
保

健
福

祉
計

画
（
3
0
年

度
～

３
３

年
度

）
及

び
区

障
害

福
祉

計
画

と
の

整
合

を
図

り
つ

つ
、

前
プ

ラ
ン

実
施

状
況

の
検

証
、

及
び

障
害

者
雇

用
を

め
ぐ

る
状

況
や

法
改

正
を

踏
ま

え
て

、
事

業
団

の
課

題
と

目
標

及
び

５
か

年
度

の
年

次
プ

ラ
ン

を
作

成
し

た
。

プ
ラ

ン
の

達
成

指
標

と
し

て
「
就

職
者

数
」
「
職

場
定

着
率

」
等

６
つ

の
指

標
を

設
け

、
３

年
目

及
び

５
年

目
の

数
値

目
標

を
定

め
た

。
今

後
の

進
捗

管
理

は
、

四
半

期
及

び
年

度
ご

と
に

実
績

を
チ

ェ
ッ

ク
し

、
課

題
が

発
生

し
た

場
合

は
、

各
事

業
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
し

な
が

ら
進

め
て

い
く

。

○
目

標
数

値
は

、
推

進
プ

ラ
ン

の
達

成
指

標
に

基
づ

い
て

設
定

し
て

い
る

。
○

利
用

者
意

向
調

査
を

、
新

規
就

労
者

と
未

就
労

者
を

対
象

に
ア

ン
ケ

ー
ト
方

式
で

実
施

し
た

。
新

規
就

労
者

調
査

で
は

、
相

談
や

面
接

等
の

様
々

な
場

面
で

助
言

や
同

行
を

得
ら

れ
た

こ
と

が
利

用
者

の
安

心
に

繋
が

っ
て

い
る

こ
と

が
分

っ
た

。
未

就
労

者
調

査
で

は
、

「
利

用
者

が
会

社
に

求
め

る
配

慮
」
と

し
て

は
、

「
職

場
内

に
お

け
る

障
害

理
解

」
や

「
障

害
に

応
じ

た
柔

軟
な

働
き

方
の

受
入

」
が

多
い

こ
と

等
が

分
か

っ
た

。
ま

た
、

事
業

団
の

支
援

継
続

に
は

９
割

以
上

の
希

望
が

あ
っ

た
。

こ
れ

ら
の

調
査

結
果

を
今

後
の

支
援

に
生

か
し

て
い

く
。

○
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

を
勘

案
し

て
「
相

談
時

間
帯

の
拡

大
」
や

「
ピ

ア
サ

ポ
ー

ト
」
の

2
0
1
9
度

以
降

の
導

入
に

つ
い

て
計

画
化

し
た

。
ま

た
、

セ
ミ
ナ

ー
や

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

会
議

参
加

者
の

ア
ン

ケ
ー

ト
や

意
見

を
今

後
の

企
画

の
参

考
に

し
た

。
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（
定

性
指

標
）

指
  

  
  

 標
評

価
分

野
の

点
数

（
1
0
0
点

）
分

 野

1
5

予
算

節
約

度
の

原
因

分
析

結
果

が
、

業
績

改
善

へ
結

び
つ

け
ら

れ
て

い
る

か
。

○
効

率
性

1
6

人
件

費
を

削
減

す
る

た
め

の
工

夫
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

1
7

資
産

運
用

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

1
8

事
務

処
理

の
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

1
9

業
務

の
効

率
化

、
コ

ス
ト

ダ
ウ

ン
の

た
め

に
ア

ウ
ト

ソ
ー

シ
ン

グ
(外

部
委

託
)を

活
用

し
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価 2
0

同
種

の
事

業
形

態
、

同
規

模
の

他
団

体
を

業
績

向
上

の
比

較
対

象
と

し
て

設
定

し
、

業
績

改
善

の
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

経
済

性

2
1

サ
ー

ビ
ス

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

2
2

物
品

の
調

達
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

2
3

交
渉

や
入

札
等

に
よ

り
、

外
部

委
託

コ
ス

ト
(業

務
委

託
費

)低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

2
4

事
業

収
入

を
増

加
さ

せ
る

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

1
0
0

効  率  性

1
0
0

経  済  性

○
平

日
時

間
外

の
面

接
相

談
や

休
日

の
交

流
会

従
事

な
ど

の
勤

務
に

つ
い

て
、

可
能

な
限

り
、

勤
務

時
間

の
振

り
替

え
で

対
応

す
る

よ
う

徹
底

し
た

。
○

導
入

し
た

相
談

・
支

援
記

録
管

理
シ

ス
テ

ム
及

び
旅

費
交

通
費

ウ
ェ

ブ
シ

ス
テ

ム
の

活
用

に
引

き
続

き
取

り
組

ん
だ

。
○

リ
ー

ス
ア

ッ
プ

し
た

事
務

機
器

の
一

部
を

区
の

発
達

プ
ロ

グ
ラ

ム
事

業
に

提
供

し
同

事
業

の
調

達
経

費
を

軽
減

し
た

。
○

区
か

ら
の

受
託

事
業

は
原

則
と

し
て

再
委

託
禁

止
で

あ
り

、
就

労
移

行
支

援
事

業
は

都
の

指
定

を
受

け
る

こ
と

に
よ

り
実

施
し

て
い

る
た

め
外

部
委

託
に

な
じ

ま
な

い
。

管
理

業
務

に
つ

い
て

は
、

清
掃

業
務

及
び

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

管
理

等
を

外
部

委
託

し
て

い
る

。

○
障

害
者

就
労

に
実

績
の

あ
る

支
援

機
関

の
視

察
や

情
報

収
集

を
行

い
業

務
改

善
に

生
か

し
て

い
る

。
○

障
害

者
一

人
ひ

と
り

の
適

性
に

応
じ

た
支

援
に

よ
り

、
就

職
者

数
、

定
着

率
等

の
成

果
向

上
を

図
っ

て
い

る
。

○
就

労
移

行
支

援
事

業
の

新
規

利
用

者
の

安
定

的
確

保
の

た
め

に
、

特
別

支
援

学
校

等
へ

の
訪

問
説

明
及

び
見

学
・
実

習
の

受
入

れ
や

、
相

談
登

録
時

の
訓

練
事

業
の

周
知

等
を

継
続

的
に

行
っ

た
。

ま
た

、
新

規
事

業
で

あ
る

就
労

定
着

支
援

事
業

で
は

、
事

業
開

始
前

に
対

象
者

に
対

し
て

説
明

会
を

開
催

し
た

ほ
か

、
事

業
開

始
後

に
就

職
し

た
利

用
者

に
は

適
時

に
利

用
を

案
内

し
た

。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

（ 区 へ の 要 望

等 ）

そ の 他

○
区

内
障

害
者

の
一

般
就

労
を

促
進

す
る

上
で

、
区

内
企

業
や

作
業

所
へ

の
訪

問
等

の
働

き
か

け
を

継
続

し
て

強
化

し
て

い
く

必
要

が
あ

り
、

引
き

続
き

、
区

の
連

携
と

協
力

を
お

願
い

し
た

い
。

○
事

業
団

は
、

公
益

目
的

事
業

の
み

を
実

施
し

て
お

り
、

障
害

者
の

就
労

支
援

と
い

う
事

業
の

性
格

上
、

ま
た

公
益

会
計

の
ル

ー
ル

上
、

収
益

性
の

あ
る

事
業

展
開

が
難

し
い

こ
と

か
ら

引
き

続
き

財
政

面
の

支
援

を
お

願
い

し
た

い
。

取 組 ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

○
事

業
団

は
、

杉
並

地
域

に
お

け
る

障
害

者
就

労
支

援
に

関
し

て
、

区
と

の
連

携
の

も
と

で
中

核
的

な
役

割
を

引
き

続
き

担
っ

て
い

く
。

○
改

定
し

た
「
推

進
プ

ラ
ン

」
の

着
実

な
実

施
の

た
め

、
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
サ

イ
ク

ル
の

実
施

と
人

材
育

成
に

取
り

組
む

。
○

区
の

保
健

福
祉

計
画

の
次

期
改

定
に

合
わ

せ
て

、
推

進
プ

ラ
ン

の
ロ

ー
リ

ン
グ

を
行

う
。

○
平

成
2
8
年

4
月

か
ら

、
障

害
者

差
別

解
消

法
の

施
行

及
び

障
害

者
雇

用
促

進
法

の
改

正
に

基
づ

く
合

理
的

配
慮

提
供

義
務

等
の

規
定

が
施

行
さ

れ
た

。
ま

た
、

平
成

３
０

年
４

月
か

ら
、

精
神

障
害

者
が

法
定

雇
用

率
の

算
定

基
礎

に
加

え
ら

れ
、

法
定

雇
用

率
が

民
間

企
業

で
は

従
来

の
２

．
０

％
か

ら
２

．
２

％
に

引
き

上
げ

ら
れ

、
さ

ら
に

３
年

以
内

に
は

２
．

３
％

と
な

る
。

こ
れ

ら
の

こ
と

か
ら

、
今

ま
で

以
上

に
企

業
の

障
害

者
雇

用
の

活
動

が
進

展
し

、
障

害
者

及
び

企
業

か
ら

の
相

談
が

継
続

的
に

増
加

す
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

た
め

、
就

職
を

希
望

す
る

障
害

者
、

就
職

後
の

障
害

者
、

及
び

企
業

等
へ

の
支

援
及

び
啓

発
活

動
な

ど
に

一
層

取
り

組
む

。
○

地
方

公
務

員
法

改
正

に
係

る
区

の
任

用
制

度
の

改
正

に
関

連
し

て
、

事
業

団
の

非
常

勤
職

員
の

待
遇

に
つ

い
て

区
と

調
整

し
て

い
く

。
○

就
労

移
行

支
援

事
業

で
は

、
こ

こ
数

年
、

民
間

事
業

者
の

区
内

地
域

へ
の

参
入

が
続

い
て

い
る

。
今

後
は

、
地

域
に

お
け

る
当

該
事

業
の

進
展

に
寄

与
す

る
立

場
か

ら
事

業
者

間
の

交
流

や
情

報
交

換
を

進
め

る
と

と
も

に
、

公
益

法
人

と
し

て
の

役
割

を
踏

ま
え

た
事

業
を

展
開

し
て

い
く

。

 令
和

元
年

度
は

、
改

定
し

た
「
推

進
プ

ラ
ン

」
の

実
施

初
年

度
と

な
る

。
事

業
団

は
、

杉
並

区
か

ら
受

託
す

る
障

害
者

就
労

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

と
、

障
害

者
総

合
支

援
法

に
基

づ
く

障
害

者
就

労
移

行
支

援
事

業
を

柱
と

し
て

、
定

款
に

定
め

る
各

種
事

業
に

つ
い

て
「
推

進
プ

ラ
ン

」
の

年
次

プ
ラ

ン
に

沿
っ

て
事

業
を

推
進

す
る

。
今

年
度

の
年

次
プ

ラ
ン

の
概

要
は

次
の

と
お

り
で

あ
る

。
Ⅰ

相
談

か
ら

職
場

定
着

ま
で

切
れ

目
の

な
い

支
援

◇
相

談
時

間
帯

を
週

２
回

、
１

９
：
０

０
ま

で
延

長
す

る
等

に
よ

り
相

談
業

務
の

充
実

を
図

る
。

　
◇

就
労

定
着

支
援

事
業

の
新

規
対

象
者

へ
の

支
援

を
行

う
等

に
よ

り
定

着
支

援
の

充
実

を
図

る
。

　
◇

区
内

企
業

の
障

害
者

雇
用

の
状

況
を

把
握

し
、

訪
問

等
に

よ
り

制
度

の
理

解
促

進
を

図
る

。
　

◇
そ

の
他

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
シ

ー
ト
の

検
討

、
短

時
間

雇
用

の
調

査
等

Ⅱ
働

く
た

め
の

能
力

の
向

上
を

支
援

◇
若

年
層

を
対

象
と

し
た

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

講
座

等
に

よ
る

発
達

障
害

者
支

援
の

強
化

　
◇

就
労

系
福

祉
サ

ー
ビ

ス
へ

移
行

す
る

準
備

段
階

と
し

て
通

所
に

よ
る

「
生

活
ス

キ
ル

向
上

プ
ロ

グ
ラ

ム
」
を

実
施

　
　

◇
就

労
移

行
支

援
を

利
用

し
た

就
職

者
に

よ
る

ピ
ア

サ
ポ

ー
ト
の

実
施

　
　

◇
そ

の
他

、
将

来
の

自
立

に
向

け
た

家
族

向
け

セ
ミ

ナ
ー

の
実

施
等

Ⅲ
関

係
機

関
の

連
携

に
よ

る
支

援
力

の
向

上
◇

区
内

福
祉

施
設

の
就

労
支

援
活

動
を

サ
ポ

ー
ト
す

る
た

め
に

企
業

見
学

会
等

を
実

施
　

　
◇

特
別

支
援

学
校

と
連

携
し

、
生

徒
の

実
習

同
行

や
保

護
者

へ
の

説
明

会
等

を
実

施
◇

区
内

の
地

域
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
と

の
連

絡
会

の
定

期
開

催
　

　
◇

医
療

機
関

に
就

労
準

備
性

に
関

す
る

理
解

の
共

有
を

図
る

取
り

組
み

、
等

を
実

施
す

る
。

・
推

進
プ

ラ
ン

の
着

実
な

実
施

の
た

め
に

、
四

半
期

ご
と

に
進

捗
状

況
を

把
握

し
利

用
者

の
意

見
を

反
映

し
な

が
ら

調
整

し
て

進
め

て
い

く
。

同
時

に
、

人
材

育
成

計
画

に
基

づ
き

職
員

能
力

の
向

上
に

努
め

る
と

と
も

に
、

ケ
ー

ス
ス

タ
デ

ィ
や

外
部

専
門

家
の

助
言

を
受

け
る

体
制

の
整

備
を

進
め

る
。

団
体

名
称

杉
並

区
障

害
者

雇
用

支
援

事
業

団

総 合 評 価

○
事

業
団

は
、

地
域

に
お

け
る

障
害

者
の

就
労

の
促

進
等

に
つ

い
て

、
精

神
障

害
者

の
雇

用
義

務
化

等
の

法
改

正
に

よ
り

相
談

ニ
ー

ズ
が

増
大

す
る

中
で

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
等

の
支

援
機

関
や

企
業

及
び

特
別

支
援

学
校

等
と

の
連

携
を

図
り

、
協

力
を

得
な

が
ら

、
各

事
業

に
取

り
組

ん
で

き
た

。
平

成
３

０
年

度
は

全
体

的
に

み
る

と
、

収
支

は
赤

字
と

な
っ

た
が

、
各

事
業

は
着

実
に

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
、

多
く

の
者

の
就

労
・
職

場
定

着
に

繋
げ

る
こ

と
が

で
き

た
。

○
精

神
障

害
者

・
発

達
障

害
者

か
ら

の
就

労
相

談
の

増
加

に
伴

い
、

本
人

の
障

害
理

解
か

ら
就

労
準

備
ま

で
よ

り
丁

寧
な

支
援

が
必

要
な

ケ
ー

ス
が

増
加

し
て

い
る

。
ま

た
、

就
職

後
に

職
場

適
応

の
課

題
か

ら
早

期
に

離
職

す
る

ケ
ー

ス
も

見
受

け
ら

れ
る

。
こ

う
し

た
ケ

ー
ス

に
対

し
て

は
、

職
員

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

や
ケ

ー
ス

カ
ン

フ
ァ

レ
ン

ス
に

よ
る

支
援

課
題

の
検

討
及

び
関

係
支

援
機

関
と

の
連

携
に

よ
り

支
援

に
取

り
組

ん
だ

。
職

場
定

着
支

援
に

つ
い

て
は

、
就

職
の

進
展

に
よ

り
支

援
対

象
者

の
規

模
が

年
々

増
加

し
て

い
る

と
こ

ろ
、

訪
問

や
電

話
に

よ
る

支
援

件
数

も
増

加
し

て
お

り
、

余
暇

支
援

事
業

の
参

加
者

も
増

加
し

て
い

る
。

定
着

支
援

の
ニ

ー
ズ

は
今

後
も

増
加

す
る

と
見

込
ま

れ
る

た
め

、
効

果
的

か
つ

効
率

的
な

支
援

方
法

に
つ

い
て

さ
ら

に
検

討
し

て
取

り
組

ん
で

い
く

。
○

就
労

移
行

支
援

事
業

に
つ

い
て

は
、

利
用

者
を

就
労

に
つ

な
げ

る
と

と
も

に
、

新
規

利
用

者
の

確
保

に
取

り
組

ん
だ

結
果

、
就

職
者

数
、

就
職

率
と

も
前

年
度

と
同

等
と

な
り

、
事

業
別

の
１

２
ヶ

月
後

定
着

率
は

９
０

％
に

及
ん

だ
。

今
後

は
、

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

さ
ら

な
る

向
上

と
利

用
者

の
安

定
的

確
保

に
引

き
続

き
取

り
組

ん
で

い
く

。
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

○区からの委託事業である就労支援センター事業では、相談による就労・定着支援を行うとともに、企業に対する雇用制度
や障害者理解促進等のセミナー開催や企業開拓等、雇用を促進するための取組を行っている。新規就職者数や就職後の
定着支援の増加の取組、企業及び関係機関との連携等を着実に推進しており、障害者雇用支援の公的な担い手として役
割を果たしており、評価できる。
○一方で、障害者雇用に関する取組の推進や、就労後の定着支援がこれまで以上に必要となっており、障害者個々の特
性に合った職業につなげるためのマッチングなどの個々の状況に合った支援が課題となっている。また、就労面の課題に
加え生活面の課題が就労に影響を及ぼすことも多く、事業団には、障害者個々の特性に合った丁寧な支援や、関係機関と
連携した一体的な支援を行うことを期待する。さらに、障害者が働く場の実情を把握し、区内企業など身近な地域で就業で
きるよう、企業開拓等の取組に引き続き期待する。
○法人独自事業として、就労移行支援事業（障害福祉サービス）を運営しており、通所サービスとして就労に向けた実践的
な支援が行われている。さらに、平成30年度から就労定着支援事業（障害福祉サービス）も開始しており、実績を着実に積
み上げていることから、経営の自立性の拡充も進んでいると評価できる。
○区内の就労移行支援事業所は平成30年度末で事業団を含め7か所であるが、事業団では、他の民間事業所では受入
困難な障害者の支援を行っている。事業団の役割として、障害者の多様な支援ニーズへの対応や区内事業所全体の支援
の質やスキルの向上に取り組み、就労移行支援事業の牽引役を担っていくことを期待する。

経営分析

定量評価

○就労移行支援事業利用者の減少に伴い、訓練等給付金が減少し総収入が減っている。経常収支比
率は99.2％となり前年度より3.9ポイント悪化し、経常収支は前年度の黒字から赤字へ転化している。法定
事業ではサービス利用に対して給付がされることから、実施に必要な人件費等とのギャップが生じる制度
上の課題はあるが、安定的な事業運営のため、引き続き各サービス利用者の確保に向けた取組に努め
ることを望む。

定性評価

○事業団の事業推進プラン（平成26年度～30年度）に基づき事業が実施されており、計画性・目的適合
性の一次評価は妥当である。なお、障害者法定雇用率の引上げにより、今後も一層の雇用者数増加が
予想されることから、事業団には、障害者雇用のニーズ変化に対応できるよう事業効果の検証を行うな
ど、時代に合った事業展開を期待する。
○組織健全性については、就労・定着支援を実施する職員が就職先に訪問し、企業や就職者である障
害当事者と面談を行い、より効果的な支援につなげることが求められていることから、限られた人員の中
で効率的な支援が行えるよう、支援技術の向上に努めるとともに、他の就労支援機関との連携を図って
いくことに期待する。
○効率性・経済性については、一定の改善が図られており一次評価は概ね妥当である。30年度総人件
費が増となっているが、欠員であった月18日勤務の非常勤職員が補充されたことによるものである。相談
支援システム等の導入・活用により相談業務の効率化が進められてきているが、引き続き事務改善による
超過勤務の縮減等に取り組むことを求める。

二次評価（区経営評価）

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

○経常収支が1,052千円(0.8％)の赤字となった主な原因は、事業団の一次評価のとおりであり、利用者
の安定確保策について引き続き取組を進める必要がある。赤字とはなったが、補助金収入の減少や事
業収入が前年規模をほぼ維持できており、自立的な事業実施の観点から概ね評価できるものである。
○人員体制について、事業の見直し等により固有職員の週3日及び週１日勤務のパート職員2名が減と
なったが、職員配置数は満たしておりサービス提供への影響がないものと考える。

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

○事業団が策定した「事業推進プラン」の計画数値は、就労者数の経年変化等を踏まえ設定されおり、
就労支援の制度変更により定着率の成果指標が変更になったことにも適切に対応してことから、目標設
定及び数値は妥当と考える。

事業分析
(現状の分析・

評価）

○障害者雇用の理解が進み、障害者が支援を利用して就職する場合のほかに、支援を受けずに雇用さ
れる機会や、一般枠で雇用された障害者が障害者枠に転換するケースなども増え、定着支援を希望す
る件数が増加している。
○障害別の就職者数では、精神障害者（発達障害、高次脳機能障害を含む）が引き続き高い割合となっ
ているが、メンタルの不調や職場との不適応等の障害の特性から離職してしまうことも多い。これらのこと
から、事業団には、当事者・企業の双方に対して丁寧な就労定着支援の実施を期待する。
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公益財団法人 

杉並区スポーツ振興財団 
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成28年度 平成29年度

人 549,262 525,467

人 85,854 89,760

人 27,068 26,356

％ 41.9 44.4

％ 87.0 83.9

単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 377,320 389,814 383,595

千円 80,884 104,256 112,626

千円 365,383 387,041 383,123

千円 649,627 649,939 649,680

千円 11,937 2,773 472

％ 93.1 96.6 96.7

％ 6.9 3.4 3.3

％ 22.3 21.9 22.9

％ 46.1 44.5 41.8

千円 6,008 6,105 6,333

千円 353,148 376,152 364,060

人 88 92 87

人 47.8 49.4 46.3

％ 2.1 2.0 2.2

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 90

A A A 88

A A A 90

A A A 100

A A A 90

A A A 458

事業内容

500,000千円 平成5年10月1日

事業目的団
体
概
要

スポーツ及び文化等の振興に関する事業を行うことに
より、区民のスポーツ活動及び地域活動の活性化を促
進し、健康で潤いのある豊かな暮らしの実現と活力ある
地域社会の形成に寄与する。

区内在住・在勤・在学者及
び体育・集会施設利用者

○スポーツ・文化に関する教室・講座及びスポー
ツ各種大会開催
○スポーツ関係団体育成・支援及び指導者養成
○スポーツ・地域振興のための普及啓発事業の
実施
○区から受託するスポーツ・レクリエーション事業
の実施
○区から受託する施設の管理運営

5305-6161公益財団法人　杉並区スポーツ振興財団

貸切使用、一般使用(個人利用)、教室、大会
などで施設を利用した延べ人数（民間施設等
の利用を除く財団管理施設利用者数）

82.0

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

成人の週1回以上のス
ポーツ・運動の実施率

財団管理施設以外での
教室・イベント参加人数

財団管理施設で主催・共催するスポーツ教
室やイベントに参加した延べ人数

①スポーツ・文化に関する教室・講座及び各種大会の運営に関する事業（各種教室・講座・イベントなど）：80事業、延べ参加者
58,901名
②スポーツ関係団体の育成・支援及び指導者の養成事業：6事業、211回、延べ参加者5,613名
③スポーツ・地域振興のための普及啓発事業（広報紙の発行・年5回769,000部、ホームページの運営など）：5事業
④杉並区から受託するスポーツ及びレクリエーション事業（体育の日イベント、各種教室、一般使用など）：53事業、延べ参加者
51,644名
⑤杉並区から受託するスポーツ・集会施設の管理及び運営に関する事業：8施設、施設総利用者数536,555名
　☆指定管理施設の管理運営（5施設） 356,121名
　☆区受託施設の管理運営（3施設） 　180,434名

成果
指標

　　　令和元年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

利用者満足度調査

野外事業や財団管理施設以外での教
室・イベントに参加した延べ人数

42.9

536,555

85,794

24,751

区民意向調査

施設利用者数

財団管理施設での教
室・イベント参加人数

区民生活部スポーツ振興課

指標名 平成30年度算式･内容

経済性

平成30年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入比率

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

利用者満足度

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成28年度 平成29年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
3
0
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）職員一人当たり事業収入

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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○5施設（荻窪体育館、高円寺体育館、松ノ木運動場、下高井戸運動場、下高井戸区民集会所）の指定管理がスタートして2年目
となり、前年度に引き続き、各種教室等の見直しを行いつつ、区民がより満足できるような教室実施に取り組んだ。また、下高井戸
区民集会所では、文化的な教室事業も計画し実施した。
○施設利用者数等については、前年度にあった荻窪体育館の工事休館がなかったことや、永福体育館の施設管理が8月末で終
了したことなど、それぞれ増減の要素があったが、全体としては、教室等への参加者数は若干減少し、施設利用者数は若干増加
した。
○また、設備面では、指定管理者が担当する小規模な改修・修繕や用具の更新等に努め、今後とも、より快適で利用しやすい施
設としていく。
○公益財団法人としては、施設利用者だけでなく広く区民を対象としたより公益性の高い事業を実施していく必要があることから、
区や関係団体等との連携を進めていくとともに、地域スポーツの振興を図るため、指導者等の養成事業として、「すぎなみスポーツ
アカデミー」に加え、平成30年度から新たに「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」を開催するなど充実を図っている。
○さらに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会をきっかけに多くの区民がスポーツに親しめる事業に引き続き取り組んで
いくこととする。

○施設ごとに予算執行の進行管理を行い、経費節減に努めた。
○工事等による施設の休場期間中は、他施設への職員応援等を実施している。
○財団向上検討会を定期的に開催し、本部職員と施設職員とで事務処理の改善
を図っている。
○会計業務の改善を随時行っている。

○普通救命（AED)研修を毎年実施するほか、接遇研修等を実施している。
○意思決定機関の評議員会、業務執行機関の理事会の決定に基づき運営して
いる。また、公認会計士の指導、監査を受けている。
○事業内容の充実を図り、区の補助金以外の歳入確保に努めており、少額では
あるが、物販等の充実による収入増も図っている。
○個人情報保護規程、情報公開規則等に基づき適切な管理を行っている。

計
画
性

○平成29年度から下高井戸区民集会所の指定管理者になったことに伴い、定款
の目的に文化振興事業の実施を加え、その目的達成に向け事業を展開してい
る。
○目標は、これまでの実績と計画をもとに設定している。
○教室参加者への利用者アンケート調査等により顧客ニーズの把握に努め、事
業に反映している。
○区の体育施設利用者満足度調査の実施結果を基に満足度・要望を把握してい
る。また、要望への検討結果や改善の取組を一覧にし、施設に掲示することで、
利用者へフィードバックしている。

経
済
性

○3年間の長期継続契約にすることで委託費低減に努めている。
○区民の健康志向は年々増え、特に中高齢者の関心は高く、軽体操などのフィッ
トネス系の種目の充実を図っている。
○事業収入のうち施設利用料及び参加料については、前年度にあった荻窪体育
館の工事休館がなかったため共に増加した。
○より多くの区民がスポーツに親しめるよう、財団広報紙の発行（年5回に発行増）
及び財団ホームページにより適宜周知している。特にホームページは、開催する
教室の紹介、マイスポーツすぎなみの掲載など、随時、最新情報の提供に努めて
いる。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

目
的
適
合
性

組
織
健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

○収入については、前年度にあった荻窪
体育館の工事休館がなかったことなどか
ら施設利用料や教室参加料等が増加し
たが、永福体育館の施設管理が8月末に
終了したことに伴う業務委託料の減少に
より、全体では減となった。
○支出については、老朽化に伴う施設修
繕費や夏の猛暑等による光熱水費が増
えたが、永福体育館の施設管理終了（8
月末）に伴い関係経費が減少したため、
全体では減となった。
○上記のとおり、施設管理の縮小により
収入は減少したが、支出の抑制を図り、
経常収支比率は100％を維持することが
できた。

定性評価
○指定管理施設（5施設）については、スタートから2年目を迎え、事業計画並びに
収支計画に基づき、また、業務受託施設については、平成30年8月末で永福体育
館の施設管理が終了したが、受託契約内容に基づき、それぞれ事業を実施して
いる。
○中長期的な運営方針として、平成29年度に区スポーツ推進計画が改定された
ことを踏まえ、財団のスポーツ推進プラン（平成30～33年度）についても改定を
行った。区計画では、財団を計画推進の最も重要な実施主体として位置付けてお
り、両計画の一層の推進に向けて各種事業に取り組んでいる。

事業分析（現状の分析・評価）
１　施設利用者数は、減要素として永福体育館の施設管理終了があったものの、工事休館のなかった荻窪体育館と運動場の利用
者増により、全体として約11,000人の増となった。また、施設利用者のうち、財団管理施設での教室、イベント参加者数について
は、主に永福体育館の施設管理終了による影響で減少した。
２　他の指定管理施設での事業として、障がい者バスケットボール教室（2回・47名）と障がい者水泳教室（2回・19名）、フェンシング
教室（50回・753名）を開催した。また、都立学校施設開放事業として、豊多摩高等学校(23回・760名)や前年度から拡充に取り組ん
だ民間施設等を活用する教室（軽運動104名、ボルダリング31名）を実施した。
３　「すぎなみスポーツアカデミー」に加え、30年度から新たに「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」を開催し、指導者等を
養成する公益性の高い事業の充実に取り組んだ。また、小・中学校への専門家派遣事業や児童館連携事業等、団体等の育成や
活動支援にも取り組み、指導者養成事業等への参加人数は増加した。
４　財団広報紙「マイスポーツすぎなみ」は、発行回数を年5回に増やし、財団管理施設だけでなく区の体育施設全体の情報を取り
上げるとともに、トップアスリートを目指す区内の子どもたちの紹介記事を掲載するなど内容の充実を図った。
５　こうした取組等により、利用者の満足度は8割を超える高い水準を維持するとともに、年間施設利用者数も増加した。これは、永
福体育館の施設管理終了があった中で、一定の成果があったと言える。
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い
て

、
「
杉

並
区

体
育

施
設

等
に

関
す

る
条

例
・
同

条
例

施
行

規
則

」
「
杉

並
区

立
地

域
区

民
セ

ン
タ

ー
及

び
区

民
集

会
所

条
例

・
同

条
例

施
行

規
則

」
等

に
基

づ
き

、
公

平
・
平

等
な

管
理

運
営

を
行

う
。

平 成 3 0 年 度 の 事 業 実 績

ス
ポ

ー
ツ

及
び

文
化

等
の

振
興

に
関

す
る

事
業

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
区

民
の

ス
ポ

ー
ツ

活
動

及
び

地
域

活
動

の
活

性
化

を
促

進
し

、
健

康
で

潤
い

の
あ

る
豊

か
な

暮
ら

し
の

実
現

と
活

力
あ

る
地

域
社

会
の

形
成

に
寄

与
す

る
。

事 業 規 模 （ 平 成 3 0 年 度 計 画 ）

①
ス

ポ
ー

ツ
・
文

化
に

関
す

る
教

室
・
講

座
及

び
各

種
大

会
の

運
営

に
関

す
る

事
業

（
各

種
教

室
・
講

座
・
イ

ベ
ン

ト
な

ど
）
：
8
0
事

業
、

延
べ

参
加

者
5
8
,9

0
1
名

②
ス

ポ
ー

ツ
関

係
団

体
の

育
成

・
支

援
及

び
指

導
者

の
養

成
事

業
：
6
事

業
、

2
1
1
回

、
延

べ
参

加
者

5
,6

1
3
名

③
ス

ポ
ー

ツ
・
地

域
振

興
の

た
め

の
普

及
啓

発
事

業
（
広

報
紙

の
発

行
・
年

5
回

7
6
9
,0

0
0
部

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
の

運
営

な
ど

）
：
5
事

業
④

杉
並

区
か

ら
受

託
す

る
ス

ポ
ー

ツ
及

び
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ
ン

事
業

（
体

育
の

日
イ

ベ
ン

ト
、

各
種

教
室

、
一

般
使

用
な

ど
）
：
5
3
事

業
、

延
べ

参
加

者
5
1
,6

4
4
名

⑤
杉

並
区

か
ら

受
託

す
る

ス
ポ

ー
ツ

・
集

会
施

設
の

管
理

及
び

運
営

に
関

す
る

事
業

：
8
施

設
、

施
設

総
利

用
者

数
5
3
6
,5

5
5
名

　
☆

指
定

管
理

施
設

の
管

理
運

営
（
5
施

設
）
 3

5
6
,1

2
1
名

　
☆

区
受

託
施

設
の

管
理

運
営

（
3
施

設
）
 　

1
8
0
,4

3
4
名
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（
事

業
評

価
指

標
）

目
標

値
目

標
年

度

①
人

5
4
9
,2

6
2

5
2
5
,4

6
7

5
3
6
,5

5
5

6
0
0
,0

0
0

3

②
人

8
5
,8

5
4

8
9
,7

6
0

8
5
,7

9
4

9
0
,0

0
0

3

③
人

2
7
,0

6
8

2
6
,3

5
6

2
4
,7

5
1

3
0
,0

0
0

3

④
人

4
,5

2
1

5
,1

1
5

5
,6

1
3

6
,0

0
0

3

⑤
部

6
7
3
,9

0
0

4
6
2
,4

0
0

7
6
9
,0

0
0

7
7
4
,0

0
0

3

⑥
％

4
1
.9

4
4
.4

4
2
.9

5
0

3

⑦
％

8
7
.0

8
3
.9

8
2
.0

8
5
.0

3

⑧
％

8
8
.2

8
6
.8

8
7
.7

9
6
.0

3

活 動 指 標

野
外

事
業

や
財

団
管

理
施

設
以

外
で

の
教

室
・
イ

ベ
ン

ト
に

参
加

し
た

延
べ

人
数

財
団

管
理

施
設

以
外

で
の

教
室

・
イ

ベ
ン

ト
参

加
人

数

指
導

者
養

成
事

業
や

ス
ポ

ー
ツ

関
係

団
体

の
育

成
支

援
に

参
加

し
た

延
べ

人
数

指
導

者
養

成
事

業
等

の
参

加
人

数

財
団

管
理

施
設

で
主

催
・
共

催
す

る
ス

ポ
ー

ツ
教

室
や

イ
ベ

ン
ト

に
参

加
し

た
延

べ
人

数

新
聞

折
込

等
に

よ
る

広
報

紙
発

行
部

数

貸
切

使
用

、
一

般
使

用
(個

人
利

用
)、

教
室

、
大

会
な

ど
で

施
設

を
利

用
し

た
延

べ
人

数
（
民

間
施

設
等

の
利

用
を

除
く
財

団
管

理
施

設
利

用
者

数
）

財
団

管
理

施
設

で
の

教
室

・
イ

ベ
ン

ト
参

加
人

数

施
設

利
用

者
数

１
　

施
設

利
用

者
数

は
、

減
要

素
と

し
て

永
福

体
育

館
の

施
設

管
理

終
了

が
あ

っ
た

も
の

の
、

工
事

休
館

の
な

か
っ

た
荻

窪
体

育
館

と
運

動
場

の
利

用
者

増
に

よ
り

、
全

体
と

し
て

約
1
1
,0

0
0
人

の
増

と
な

っ
た

。
ま

た
、

施
設

利
用

者
の

う
ち

、
財

団
管

理
施

設
で

の
教

室
、

イ
ベ

ン
ト
参

加
者

数
に

つ
い

て
は

、
主

に
永

福
体

育
館

の
施

設
管

理
終

了
に

よ
る

影
響

で
減

少
し

た
。

２
　

他
の

指
定

管
理

施
設

で
の

事
業

と
し

て
、

障
が

い
者

バ
ス

ケ
ッ

ト
ボ

ー
ル

教
室

（
2
回

・
4
7
名

）
と

障
が

い
者

水
泳

教
室

（
2
回

・
1
9
名

）
、

フ
ェ

ン
シ

ン
グ

教
室

（
5
0
回

・
7
5
3
名

）
を

開
催

し
た

。
ま

た
、

都
立

学
校

施
設

開
放

事
業

と
し

て
、

豊
多

摩
高

等
学

校
(2

3
回

・
7
6
0
名

)や
前

年
度

か
ら

拡
充

に
取

り
組

ん
だ

民
間

施
設

等
を

活
用

す
る

教
室

（
軽

運
動

1
0
4
名

、
ボ

ル
ダ

リ
ン

グ
3
1
名

）
を

実
施

し
た

。
３

　
「
す

ぎ
な

み
ス

ポ
ー

ツ
ア

カ
デ

ミ
ー

」
に

加
え

、
3
0
年

度
か

ら
新

た
に

「
初

級
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
指

導
員

養
成

講
習

会
」
を

開
催

し
、

指
導

者
等

を
養

成
す

る
公

益
性

の
高

い
事

業
の

充
実

に
取

り
組

ん
だ

。
ま

た
、

小
・
中

学
校

へ
の

専
門

家
派

遣
事

業
や

児
童

館
連

携
事

業
等

、
団

体
等

の
育

成
や

活
動

支
援

に
も

取
り

組
み

、
指

導
者

養
成

事
業

等
へ

の
参

加
人

数
は

増
加

し
た

。
４

　
財

団
広

報
紙

「
マ

イ
ス

ポ
ー

ツ
す

ぎ
な

み
」
は

、
発

行
回

数
を

年
5
回

に
増

や
し

、
財

団
管

理
施

設
だ

け
で

な
く

区
の

体
育

施
設

全
体

の
情

報
を

取
り

上
げ

る
と

と
も

に
、

ト
ッ

プ
ア

ス
リ

ー
ト
を

目
指

す
区

内
の

子
ど

も
た

ち
の

紹
介

記
事

を
掲

載
す

る
な

ど
内

容
の

充
実

を
図

っ
た

。
５

　
こ

う
し

た
取

組
等

に
よ

り
、

利
用

者
の

満
足

度
は

8
割

を
超

え
る

高
い

水
準

を
維

持
す

る
と

と
も

に
、

年
間

施
設

利
用

者
数

も
増

加
し

た
。

こ
れ

は
、

永
福

体
育

館
の

施
設

管
理

終
了

が
あ

っ
た

中
で

、
一

定
の

成
果

が
あ

っ
た

と
言

え
る

。

目
標

設
定

の
考

え
方

１
　

目
標

年
度

は
、

指
定

管
理

施
設

の
指

定
管

理
期

間
が

終
了

す
る

令
和

3
年

度
に

設
定

し
て

い
る

。
２

　
利

用
者

は
、

施
設

貸
切

利
用

者
、

一
般

使
用

、
行

政
使

用
の

利
用

者
及

び
教

室
・
大

会
の

参
加

者
に

大
別

さ
れ

る
。

財
団

管
理

施
設

数
は

永
福

体
育

館
が

平
成

3
0
年

8
月

末
で

管
理

終
了

と
な

り
減

少
し

た
が

、
施

設
利

用
者

数
の

目
標

は
6
0
0
,0

0
0
人

の
ま

ま
と

し
て

い
る

。
３

　
よ

り
多

く
の

区
民

を
対

象
に

事
業

展
開

で
き

る
よ

う
、

他
の

指
定

管
理

施
設

や
民

間
施

設
な

ど
の

財
団

管
理

施
設

以
外

の
施

設
を

活
用

し
て

多
様

な
事

業
を

実
施

す
る

。
４

　
地

域
ス

ポ
ー

ツ
の

振
興

を
図

る
た

め
、

指
導

者
等

の
養

成
や

ス
ポ

ー
ツ

関
係

団
体

等
の

育
成

・
支

援
を

行
う

。
５

　
財

団
広

報
紙

「
マ

イ
ス

ポ
ー

ツ
す

ぎ
な

み
」
を

広
報

す
ぎ

な
み

と
合

わ
せ

て
新

聞
折

り
込

み
に

し
て

配
布

し
、

区
内

他
の

指
定

管
理

者
の

教
室

情
報

を
掲

載
す

る
な

ど
内

容
を

充
実

さ
せ

る
と

と
も

に
、

発
行

回
数

を
年

5
回

に
増

や
す

こ
と

に
よ

り
、

事
業

の
周

知
度

を
高

め
、

参
加

者
増

を
図

る
。

６
　

成
人

の
ス

ポ
ー

ツ
・
運

動
の

実
施

率
に

つ
い

て
は

、
区

の
施

策
指

標
と

合
わ

せ
て

い
る

。

区
民

意
向

調
査

利
用

者
満

足
度

調
査

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

利
用

者
満

足
度

成 果 指 標

成
人

の
週

1
回

以
上

の
ス

ポ
ー

ツ
・
運

動
の

実
施

率

施
設

利
用

率
利

用
総

枠
数

÷
利

用
可

能
総

枠
数

指
標

名

財
団

広
報

紙
「
マ

イ
ス

ポ
ー

ツ
す

ぎ
な

み
」
の

発
行

部
数

目
標

平
成

2
9
年

度
実

績
平

成
3
0
年

度
実

績
式

・
具

体
的

内
容

平
成

2
8
年

度
実

績
単

位
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（
財

務
状

況
等

の
推

移
）

算
式

・説
明

単
位

平
成

26
年

度
平

成
27

年
度

平
成

28
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
（
ア

）
千

円
34

6,
02

5
34

6,
25

9
37

7,
32

0
3
8
9
,8

1
4

3
8
3
,5

9
5

千
円

78
,5

60
75

,1
93

84
,1

35
8
5
,5

0
0

8
7
,8

0
5

事
業

収
入

＋
掛

金
収

入
千

円
26

0,
38

1
26

3,
98

3
28

7,
17

6
3
0
1
,6

0
0

2
9
3
,1

9
5

千
円

18
5,

80
3

19
1,

05
5

20
6,

29
2

1
9
5
,6

6
0

1
7
8
,3

9
9

千
円

4,
71

9
5,

92
4

4,
64

8
2
,2

5
3

2
,4

1
3

（
イ

）
千

円
74

,5
78

72
,9

28
80

,8
84

1
0
4
,2

5
6

1
1
2
,6

2
6

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
23

.0
22

.9
23

.8
2
7
.9

3
0
.4

（ウ
）

千
円

34
9,

04
8

34
0,

95
6

36
5,

38
3

3
8
7
,0

4
1

3
8
3
,1

2
3

千
円

32
4,

88
5

31
8,

25
6

34
0,

23
5

3
7
4
,0

6
3

3
7
0
,3

0
6

千
円

16
2,

86
1

15
7,

35
0

18
1,

39
3

2
0
7
,5

0
4

2
1
5
,6

5
3

千
円

16
2,

02
4

16
0,

90
6

15
8,

84
2

1
6
6
,5

5
9

1
5
4
,6

5
3

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
21

9,
43

3
19

1,
05

5
22

9,
59

4
2
9
2
,3

7
7

2
8
8
,8

3
4

千
円

24
,1

62
22

,7
00

25
,1

49
1
2
,9

7
9

1
2
,8

1
6

千
円

15
,3

06
14

,0
14

15
,4

40
7
,4

4
3

7
,2

2
0

千
円

8,
85

6
8,

68
6

9,
70

9
5
,5

3
6

5
,5

9
6

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
17

0,
88

0
16

9,
59

2
16

8,
55

1
1
7
2
,0

9
5

1
6
0
,2

4
9

千
円

11
0,

10
8

11
2,

65
2

10
8,

67
5

1
1
9
,4

4
0

1
0
8
,5

1
7

（
エ

）
千

円
62

8,
08

5
64

9,
50

0
64

9,
62

7
6
4
9
,9

3
9

6
4
9
,6

8
0

千
円

38
,0

26
54

,1
39

42
,3

30
4
0
,0

0
7

3
9
,5

5
8

資
産

－
負

債
千

円
59

0,
05

9
59

5,
36

1
60

7,
29

7
6
0
9
,9

3
2

6
1
0
,1

2
2

千
円

50
0,

00
0

50
0,

00
0

50
0,

00
0

5
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

（
シ

）
役

員
、

派
遣

職
員

、
固

有
職

員
の

総
数

人
89

90
88

9
2

8
7

常
勤

人
1

1
1

1
1

非
常

勤
人

10
10

10
1
0

1
0

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
3

3
3

3
3

常
勤

人
37

37
34

3
3

3
1

非
常

勤
パ

ー
ト

タ
イ

ム
、

ア
ル

バ
イ

ト
を

含
む

人
38

39
40

4
5

4
2

（
ス

）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
55

.8
49

.8
47

.8
4
9
.4

4
6
.3

人
56

5,
44

7
56

2,
52

8
54

9,
26

2
5
2
5
,4

6
7

5
3
6
,5

5
5

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
10

,1
33

11
,2

96
11

,4
91

1
0
,6

3
7

1
1
,5

8
9

総
支

出
÷

活
動

指
標

①
（
施

設
利

用
者

延
べ

人
数

）
円

61
7

60
6

66
5

7
3
7

7
1
4

教
室

事
業

費
（
イ

ベ
ン

ト
、

大
会

を
除

く
）
÷

教
室

参
加

延
べ

人
数

円
67

3
69

1
73

5
6
3
4

6
5
7

事
業

委
託

費
÷

活
動

指
標

①
（施

設
利

用
者

延
べ

人
数

）
円

38
8

38
5

41
8

5
6
4

5
3
8

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（
経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

受
益

者
負

担

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担
比

率

施
設

利
用

者
コ

ス
ト

教
室

参
加

者
コ

ス
ト

施
設

委
託

コ
ス

ト

組   織

総
職

員
数

内  訳
派

遣
職

員
数

常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

り コ ス ト

単 位 当 た

役
員

数

固
有

職
員

数

財  務  状  況

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

*
総

人
件

費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

総 収 入 の う ち総
収

入
（
経

常
収

入
）
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（定
量

指
標

）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
28

年
度

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
参

考

　
事

業
費

の
対

計
画

比
率

全
事

業
の

事
業

費
（
決

算
額

）
÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
94

.4
9
0
.9

9
2
.9

 

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
11

,9
37

2
,7

7
3

4
7
2

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

10
3.

3
1
0
0
.7

1
0
0
.1

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
10

8.
8

1
0
5
.0

9
7
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
10

9.
0

1
0
3
.3

9
8
.4

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

93
.1

9
6
.6

9
6
.7

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
6.

9
3
.4

3
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
比

率
補

助
金

収
入

÷
総

収
入

合
計

×
１

０
０

％
22

.3
2
1
.9

2
2
.9

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
15

.7
1
3
.8

1
4
.3

算
出

方
法

を
整

理
し

、
遡

っ
て

修
正

区
委

託
事

業
比

率
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

÷
総

事
業

費
×

１
０

０
   

 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

67
.5

7
8
.2

7
8
.0

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

93
.5

9
3
.8

9
3
.9

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
0.

9
0
.5

0
.5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（ケ
）　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
46

.1
4
4
.5

4
1
.8

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

2.
1

2
.0

2
.2

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

4.
4

4
.3

4
.8

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

▲
 3

.4
5
1
.3

0
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

0.
6

0
.6

0
.6

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（
コ

）
　

職
員

１
人

当
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
6,

00
8

6
,1

0
5

6
,3

3
3

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
1.

8
0
.4

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

35
3,

14
8

3
7
6
,1

5
2

3
6
4
,0

6
0

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
93

.6
9
6
.5

9
4
.9

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

10 11 12 195 6 7 8 91 2 3 4 20 211813 14 15 16 17

○
収

入
に

つ
い

て
は

、
前

年
度

に
あ

っ
た

荻
窪

体
育

館
の

工
事

休
館

が
な

か
っ

た
こ

と
な

ど
か

ら
施

設
利

用
料

や
教

室
参

加
料

等
が

増
加

し
た

が
、

永
福

体
育

館
の

施
設

管
理

が
8
月

末
に

終
了

し
た

こ
と

に
伴

う
業

務
委

託
料

の
減

少
に

よ
り

、
全

体
で

は
減

と
な

っ
た

。
○

支
出

に
つ

い
て

は
、

老
朽

化
に

伴
う

施
設

修
繕

費
や

夏
の

猛
暑

等
に

よ
る

光
熱

水
費

が
増

え
た

が
、

永
福

体
育

館
の

施
設

管
理

終
了

（
8
月

末
）
に

伴
い

関
係

経
費

が
減

少
し

た
た

め
、

全
体

で
は

減
と

な
っ

た
。

○
上

記
の

と
お

り
、

施
設

管
理

の
縮

小
に

よ
り

収
入

は
減

少
し

た
が

、
支

出
の

抑
制

を
図

り
、

経
常

収
支

比
率

は
1
0
0
％

を
維

持
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

経
営

分
析

・定
量

評
価
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（
数

値
目

標
）
が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
△

3
年

次
事

業
計

画
書

・
収

支
予

算
書

が
､中

長
期

経
営

計
画

に
基

づ
く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価 6
事

業
内

容
と

団
体

の
設

立
目

的
が

合
致

し
て

い
る

か
。

○
目

的
適

合
性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
△

分 析 ・ 評 価 1
0

管
理

者
及

び
職

員
の

能
力

育
成

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○
健

全
性

1
1

意
思

決
定

及
び

業
務

の
妥

当
性

を
確

保
す

る
た

め
の

監
理

体
制

が
で

き
て

い
る

か
。

○

1
2

財
産

管
理

や
会

計
処

理
が

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
ま

た
、

監
査

の
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
○

1
3

区
か

ら
の

財
政

的
支

援
（
補

助
金

）
に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
△

1
4

個
人

情
報

の
管

理
と

情
報

公
開

は
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

○
指

定
管

理
施

設
（
5
施

設
）
に

つ
い

て
は

、
ス

タ
ー

ト
か

ら
2
年

目
を

迎
え

、
事

業
計

画
並

び
に

収
支

計
画

に
基

づ
き

、
ま

た
、

業
務

受
託

施
設

に
つ

い
て

は
、

平
成

3
0
年

8
月

末
で

永
福

体
育

館
の

施
設

管
理

が
終

了
し

た
が

、
受

託
契

約
内

容
に

基
づ

き
、

そ
れ

ぞ
れ

事
業

を
実

施
し

て
い

る
。

○
中

長
期

的
な

運
営

方
針

と
し

て
、

平
成

2
9
年

度
に

区
ス

ポ
ー

ツ
推

進
計

画
が

改
定

さ
れ

た
こ

と
を

踏
ま

え
、

財
団

の
ス

ポ
ー

ツ
推

進
プ

ラ
ン

（
平

成
3
0
～

3
3
年

度
）

に
つ

い
て

も
改

定
を

行
っ

た
。

区
計

画
で

は
、

財
団

を
計

画
推

進
の

最
も

重
要

な
実

施
主

体
と

し
て

位
置

付
け

て
お

り
、

両
計

画
の

一
層

の
推

進
に

向
け

て
各

種
事

業
に

取
り

組
ん

で
い

る
。

○
平

成
2
9
年

度
か

ら
下

高
井

戸
区

民
集

会
所

の
指

定
管

理
者

に
な

っ
た

こ
と

に
伴

い
、

定
款

の
目

的
に

文
化

振
興

事
業

の
実

施
を

加
え

、
そ

の
目

的
達

成
に

向
け

事
業

を
展

開
し

て
い

る
。

○
目

標
は

、
こ

れ
ま

で
の

実
績

と
計

画
を

も
と

に
設

定
し

て
い

る
。

○
教

室
参

加
者

へ
の

利
用

者
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
等

に
よ

り
顧

客
ニ

ー
ズ

の
把

握
に

努
め

、
事

業
に

反
映

し
て

い
る

。
○

区
の

体
育

施
設

利
用

者
満

足
度

調
査

の
実

施
結

果
を

基
に

満
足

度
・
要

望
を

把
握

し
て

い
る

。
ま

た
、

要
望

へ
の

検
討

結
果

や
改

善
の

取
組

を
一

覧
に

し
、

施
設

に
掲

示
す

る
こ

と
で

、
利

用
者

へ
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

し
て

い
る

。

○
：
十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

8
8

○
普

通
救

命
（
A

E
D

)研
修

を
毎

年
実

施
す

る
ほ

か
、

接
遇

研
修

等
を

実
施

し
て

い
る

。
○

意
思

決
定

機
関

の
評

議
員

会
、

業
務

執
行

機
関

の
理

事
会

の
決

定
に

基
づ

き
運

営
し

て
い

る
。

ま
た

、
公

認
会

計
士

の
指

導
、

監
査

を
受

け
て

い
る

。
○

事
業

内
容

の
充

実
を

図
り

、
区

の
補

助
金

以
外

の
歳

入
確

保
に

努
め

て
お

り
、

少
額

で
は

あ
る

が
、

物
販

等
の

充
実

に
よ

る
収

入
増

も
図

っ
て

い
る

。
○

個
人

情
報

保
護

規
程

、
情

報
公

開
規

則
等

に
基

づ
き

適
切

な
管

理
を

行
っ

て
い

る
。

分
 野

計  画  性

9
0

目 的 適 合 性 組 　 織 　 健  全  性

9
0
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野

1
5

予
算

節
約

度
の

原
因

分
析

結
果

が
、

業
績

改
善

へ
結

び
つ

け
ら

れ
て

い
る

か
。

○
効

率
性

1
6

人
件

費
を

削
減

す
る

た
め

の
工

夫
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

1
7

資
産

運
用

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

1
8

事
務

処
理

の
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

1
9

業
務

の
効

率
化

、
コ

ス
ト

ダ
ウ

ン
の

た
め

に
ア

ウ
ト

ソ
ー

シ
ン

グ
(外

部
委

託
)を

活
用

し
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価 2
0

同
種

の
事

業
形

態
、

同
規

模
の

他
団

体
を

業
績

向
上

の
比

較
対

象
と

し
て

設
定

し
、

業
績

改
善

の
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

経
済

性

2
1

サ
ー

ビ
ス

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
△

2
2

物
品

の
調

達
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

2
3

交
渉

や
入

札
等

に
よ

り
、

外
部

委
託

コ
ス

ト
(業

務
委

託
費

)低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

2
4

事
業

収
入

を
増

加
さ

せ
る

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

○
3
年

間
の

長
期

継
続

契
約

に
す

る
こ

と
で

委
託

費
低

減
に

努
め

て
い

る
。

○
区

民
の

健
康

志
向

は
年

々
増

え
、

特
に

中
高

齢
者

の
関

心
は

高
く

、
軽

体
操

な
ど

の
フ

ィ
ッ

ト
ネ

ス
系

の
種

目
の

充
実

を
図

っ
て

い
る

。
○

事
業

収
入

の
う

ち
施

設
利

用
料

及
び

参
加

料
に

つ
い

て
は

、
前

年
度

に
あ

っ
た

荻
窪

体
育

館
の

工
事

休
館

が
な

か
っ

た
た

め
共

に
増

加
し

た
。

○
よ

り
多

く
の

区
民

が
ス

ポ
ー

ツ
に

親
し

め
る

よ
う

、
財

団
広

報
紙

の
発

行
（
年

5
回

に
発

行
増

）
及

び
財

団
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

よ
り

適
宜

周
知

し
て

い
る

。
特

に
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
は

、
開

催
す

る
教

室
の

紹
介

、
マ

イ
ス

ポ
ー

ツ
す

ぎ
な

み
の

掲
載

な
ど

、
随

時
、

最
新

情
報

の
提

供
に

努
め

て
い

る
。

9
0

効  率  性

1
0
0

経  済  性

○
施

設
ご

と
に

予
算

執
行

の
進

行
管

理
を

行
い

、
経

費
節

減
に

努
め

た
。

○
工

事
等

に
よ

る
施

設
の

休
場

期
間

中
は

、
他

施
設

へ
の

職
員

応
援

等
を

実
施

し
て

い
る

。
○

財
団

向
上

検
討

会
を

定
期

的
に

開
催

し
、

本
部

職
員

と
施

設
職

員
と

で
事

務
処

理
の

改
善

を
図

っ
て

い
る

。
○

会
計

業
務

の
改

善
を

随
時

行
っ

て
い

る
。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

（ 区 へ の 要 望

等 ）

そ の 他

○
施

設
の

老
朽

化
に

伴
い

、
施

設
修

繕
が

増
加

し
て

い
る

。
ま

た
、

障
害

者
、

高
齢

者
の

利
便

性
を

高
め

る
た

め
、

施
設

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
化

も
望

ま
れ

る
。

建
て

替
え

等
も

含
め

た
総

合
的

な
施

設
保

全
計

画
を

定
め

る
こ

と
を

要
望

す
る

。
○

ま
た

、
区

が
担

当
す

る
施

設
の

中
長

期
的

な
年

次
修

繕
と

用
具

等
の

適
切

な
更

新
を

要
望

す
る

。

取 組 ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

○
財

団
は

、
区

ス
ポ

ー
ツ

推
進

計
画

で
、

計
画

の
推

進
に

あ
た

り
「
最

も
重

要
な

実
施

主
体

」
と

位
置

付
け

ら
れ

、
障

害
者

ス
ポ

ー
ツ

の
振

興
や

総
合

型
地

域
ス

ポ
ー

ツ
ク

ラ
ブ

の
支

援
、

ス
ポ

ー
ツ

人
材

の
育

成
・
活

用
な

ど
、

よ
り

公
益

性
の

高
い

事
業

の
実

施
や

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

○
今

後
は

、
区

ス
ポ

ー
ツ

推
進

計
画

と
財

団
ス

ポ
ー

ツ
推

進
プ

ラ
ン

に
基

づ
き

、
よ

り
一

層
の

効
率

的
運

営
を

図
る

と
と

も
に

、
公

益
性

が
高

く
利

用
者

ニ
ー

ズ
に

応
え

ら
れ

る
事

業
を

実
施

し
、

参
加

者
の

満
足

度
の

向
上

を
め

ざ
す

。
○

ま
た

、
東

京
2
0
2
0
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

競
技

大
会

の
開

催
に

向
け

て
、

区
民

の
ス

ポ
ー

ツ
へ

の
関

心
は

高
ま

っ
て

お
り

、
こ

れ
ら

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
で

き
る

よ
う

、
区

及
び

ス
ポ

ー
ツ

関
係

団
体

と
連

携
し

な
が

ら
、

普
及

啓
発

と
な

る
よ

う
な

イ
ベ

ン
ト
等

を
実

施
し

、
引

き
続

き
気

運
の

醸
成

に
努

め
る

。

○
5
施

設
（
荻

窪
体

育
館

、
高

円
寺

体
育

館
、

松
ノ

木
運

動
場

、
下

高
井

戸
運

動
場

、
下

高
井

戸
区

民
集

会
所

）
の

指
定

管
理

が
ス

タ
ー

ト
し

て
2
年

目
と

な
り

、
前

年
度

に
引

き
続

き
、

各
種

教
室

等
の

見
直

し
を

行
い

つ
つ

、
区

民
が

よ
り

満
足

で
き

る
よ

う
な

教
室

実
施

に
取

り
組

ん
だ

。
ま

た
、

下
高

井
戸

区
民

集
会

所
で

は
、

文
化

的
な

教
室

事
業

も
計

画
し

実
施

し
た

。
○

施
設

利
用

者
数

等
に

つ
い

て
は

、
前

年
度

に
あ

っ
た

荻
窪

体
育

館
の

工
事

休
館

が
な

か
っ

た
こ

と
や

、
永

福
体

育
館

の
施

設
管

理
が

8
月

末
で

終
了

し
た

こ
と

な
ど

、
そ

れ
ぞ

れ
増

減
の

要
素

が
あ

っ
た

が
、

全
体

と
し

て
は

、
教

室
等

へ
の

参
加

者
数

は
若

干
減

少
し

、
施

設
利

用
者

数
は

若
干

増
加

し
た

。
○

ま
た

、
設

備
面

で
は

、
指

定
管

理
者

が
担

当
す

る
小

規
模

な
改

修
・
修

繕
や

用
具

の
更

新
等

に
努

め
、

今
後

と
も

、
よ

り
快

適
で

利
用

し
や

す
い

施
設

と
し

て
い

く
。

○
公

益
財

団
法

人
と

し
て

は
、

施
設

利
用

者
だ

け
で

な
く

広
く

区
民

を
対

象
と

し
た

よ
り

公
益

性
の

高
い

事
業

を
実

施
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
区

や
関

係
団

体
等

と
の

連
携

を
進

め
て

い
く

と
と

も
に

、
地

域
ス

ポ
ー

ツ
の

振
興

を
図

る
た

め
、

指
導

者
等

の
養

成
事

業
と

し
て

、
「
す

ぎ
な

み
ス

ポ
ー

ツ
ア

カ
デ

ミ
ー

」
に

加
え

、
平

成
3
0
年

度
か

ら
新

た
に

「
初

級
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
指

導
員

養
成

講
習

会
」
を

開
催

す
る

な
ど

充
実

を
図

っ
て

い
る

。
○

さ
ら

に
、

東
京

2
0
2
0
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

競
技

大
会

を
き

っ
か

け
に

多
く

の
区

民
が

ス
ポ

ー
ツ

に
親

し
め

る
事

業
に

引
き

続
き

取
り

組
ん

で
い

く
こ

と
と

す
る

。

○
区

ス
ポ

ー
ツ

推
進

計
画

と
財

団
ス

ポ
ー

ツ
推

進
プ

ラ
ン

に
基

づ
き

、
区

の
ス

ポ
ー

ツ
施

策
の

重
要

な
実

施
主

体
と

し
て

、
公

益
性

が
高

く
、

質
の

高
い

事
業

の
計

画
的

な
実

施
を

め
ざ

し
、

子
ど

も
か

ら
高

齢
者

ま
で

幅
広

い
層

の
体

力
・
健

康
づ

く
り

に
寄

与
で

き
る

よ
う

、
区

の
関

係
部

署
と

連
携

し
、

高
齢

者
の

介
護

予
防

（
フ

レ
イ

ル
予

防
等

）
や

障
害

者
ス

ポ
ー

ツ
の

普
及

啓
発

促
進

な
ど

に
取

り
組

む
。

中
で

も
、

昨
年

度
か

ら
開

始
し

た
「
初

級
障

害
者

ス
ポ

ー
ツ

指
導

員
養

成
講

習
会

」
に

よ
り

、
障

害
者

の
健

康
の

維
持

・
増

進
や

社
会

参
加

を
進

め
る

た
め

に
必

要
と

な
る

、
専

門
的

な
知

識
や

技
能

を
身

に
着

け
た

指
導

者
の

育
成

を
行

う
。

○
ま

た
、

財
団

の
広

報
紙

の
年

5
回

発
行

や
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
を

進
め

、
ス

ポ
ー

ツ
の

魅
力

発
信

と
と

も
に

、
多

様
な

種
目

の
紹

介
な

ど
区

民
が

ス
ポ

ー
ツ

の
視

野
を

広
げ

、
続

け
る

こ
と

に
役

立
つ

情
報

提
供

の
充

実
を

図
る

。
○

指
定

管
理

5
施

設
と

業
務

受
託

2
施

設
を

活
用

し
て

、
よ

り
公

益
性

の
高

い
事

業
の

実
施

や
魅

力
あ

る
教

室
等

を
開

催
す

る
と

と
も

に
、

利
用

し
や

す
い

施
設

運
営

に
努

め
、

利
用

者
数

の
増

を
図

っ
て

い
く

。
引

き
続

き
利

用
者

満
足

度
の

高
い

施
設

運
営

を
め

ざ
し

て
、

日
常

的
な

業
務

検
証

や
接

遇
の

充
実

を
は

じ
め

各
種

研
修

を
実

施
し

、
安

全
・
安

心
で

質
の

高
い

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
し

て
い

く
。

団
体

名
称

公
益

財
団

法
人

　
杉

並
区

ス
ポ

ー
ツ

振
興

財
団

総 合 評 価
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

事業分析
(現状の分析・

評価）

○目標年度は現指定管理期間及び区のスポーツ推進計画との整合が図られているものであり、目標設定
及び数値も財団の業務や区の目標を踏まえた妥当なものとなっている。

○財団管理施設での教室、イベントのプログラムのメニューについて毎年度ほとんど同様の内容が実施さ
れている。メニューの決定にあたっては、アンケートなどの参加者のニーズを把握を行いながら決定されて
おり、その内容は妥当なものであるが、参加者のニーズの把握に加え、地域におけるスポーツ事業に関
するニーズなども参考とすることにより、プログラムの一層の充実を期待する。

経営分析

定量評価

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

○管理施設が年度途中で1か所減となったことにより事業規模が縮小し、平成29年度と比べると収入・支
出ともに減少している。経常収支は黒字となっており、経営は安定している。
○支出は減っているが施設全体の利用者数は増加しており、職員一人当たりサービス利用人数は増、施
設利用者コストは減となっている。

定性評価

 ○一次評価は概ね妥当であるが、公益法人ならではの公益的事業や事業実施に必要な職員体制の確
保など、今後の財団のあり方について、さらに具体的な検討を進めることが必要である。

○一次評価は概ね妥当であるが、財団の目的達成に向け、区民のスポーツ活動の活性化等を一層促進
するため、安定した経営基盤を維持できるよう事務の効率化等に引き続き努められたい。

二次評価（区経営評価）
○区のスポーツ推進計画「健康スポーツライフ杉並プラン」　では、スポーツ振興財団をプラン推進の最も重要な実施主体
と位置づけ、財団には、より公益性の高い事業やサービスを行うことを求めており、特に、公益財団法人としての機能を強
化し、区内のスポーツ関係情報の発信や障害者スポーツの普及、地域人材の育成などに重点的に取り組むことを期待して
いる。
○令和元年度は、情報発信の充実に向けて財団ホームページのリニューアルに取り組んでいるが、引き続き、公益的事業
の充実に向けた取組を計画的に進めていくことが必要である。その一環として、区から財団への移管を予定している障害
者スポーツ教室(わいわいスポーツ教室）については、財団による実施に向けて課題を整理し、受け入れ準備を進めて欲し
い。
○区が委託しているスポーツアカデミーのほか、初級障がい者スポーツ指導員養成講習会を実施するなど、人材育成に努
めていることは評価する。今後については、指導員の役割や人材の活動の場の確保などについても検討し、更なる地域ス
ポーツの振興につなげていくことが必要である。
○財団の設置目的である「杉並区民のスポーツ活動及び地域活動の活性化を促進し、健康で潤いのある豊かな暮らしと実
現と活力ある地域社会の形成に寄与する」ことに一層注力できるよう、今後の財団のあり方について積極的かつ確実な検
討を進めていただきたい。
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成28年度 平成29年度

件 8,110 8,971

回 9,269 8,581

件 314 321

件 141 131

％ 45 40

単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 720,580 836,137 610,372

千円 18,884 17,871 14,940

千円 720,715 829,248 610,372

千円 870,116 896,056 898,607

千円 ▲ 135 6,889 0

％ 71.2 63.5 83.2

％ 28.8 36.5 16.8

％ 31.8 27.5 37.9

％ 64.3 55.6 76.1

千円 3,792 4,083 3,722

千円 720,753 825,398 610,215

人 152 149 142

人 89.2 87.6 88.9

％ 1.1 1.1 1.1

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 100

A A A 88

A A A 90

A A A 100

A A A 90

A A A 468

事業内容

3,000千円 昭和27年4月18日

事業目的団
体
概
要

杉並区における社会福祉事業その他の社会福祉を
目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関す
る活動の活性化により、地域福祉の推進を図ること
を目的とする。

区民、各種施設・団体 ○地域福祉推進・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業
○福祉なんでも相談事業
○地域福祉権利擁護事業
○あんしん未来支援事業
○住民参加型在宅福祉サービス事業
○貸付事業　○受託事業　○助成事業
○歳末たすけあい運動　○法人運営事業

５３４７－１０１０社会福祉法人　杉並区社会福祉協議会

判断能力が十分でない高齢者や障害者等からの
日常の金銭管理等へ支援を求める相談件数

48

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

地域福祉権利擁護
事業契約件数

福祉なんでも相談
新規相談件数

高齢者等の援助が必要な方への、協力員によ
る家事援助及び介護援助のサービス

①「ボランティア・地域活動見本市」の開催in高円寺障害者交流館・・・・・大学生による高齢者模擬体験、ボランティア意識調
査報告等　協力団体：9団体、参加者：延べ89名（前年度58％減）
②「すぎなみ地域福祉フォーラム2018」の開催・・・・・テーマ：知って想像して共感しよう　参加者延べ221名（前年度71％増）
③ボランティアセミナーの開催（夏のボランティア体験）・・・・・受入施設・団体115所、参加者265名（前年度113％増）
④きずなサロン・・・・・区内全43か所（3か所の新規開設を支援）、延べ参加者数16,370人（前年度4％増）
⑤災害ボランティア入門講座・・・・・開催回数2回、参加者　第1回34名、第2回19名
⑥ささえあいサービス・・・・・外出介助支援を実施、活動回数7,575回（前年度12％減）
⑦福祉なんでも相談・・・・・新規相談件数174件（前年度46％減）
⑧生活困窮者自立支援窓口「くらしのサポートステーション」（区からの委託事業）・・・・・新規相談1,034件、延べ対応件数
7,746件（前年度28.6％増）

成果
指標

　　　令和元年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

当該年度の協力会員の実活動者数／総数

相談先がわからない区民の困りごとや制度やしくみ
の狭間の課題等の相談受付件数

123

8,401

7,575

174

当該年度末の契約件数

地域福祉権利擁護
事業相談件数

ささえあいサービス事業
延べ活動回数

保健福祉部管理課

指標名 平成30年度算式･内容

経済性

平成30年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入比率

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

ささえあいサービス事業
協力会員実働率

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成28年度 平成29年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
3
0
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）　職員一人当たり事業収入

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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○事業の充実・向上にむけ、マンパワーを最大限に活用するため、非常勤職員
やパートタイマーがもつ経験等を活かし、相談援助等の専門分野だけでなく、計
画策定に関するプレゼン等資料作成や広報PR等の管理・運営面でも、高いパ
フォーマンスを発揮できるよう工夫している。
○「資金管理方針」に基づく年度ごとの資金管理計画により、適正な資金運用を
行っている。
〇専門性の高いホームページについては、社協・ボランティアセンターとも情報更
新を一部外部委託している。即時性が求められるSNSについては当会で作成して
いる。

○人材育成計画（平成27～30年度）に基づき職層研修を実施するとともに、外部
研修を活用し業務に必要な知識取得等を行っているが、内部講師等の育成がで
きておらず、体制の充実が課題となっている。
○適切な財務管理及び会計処理を行うと共に、外部（会計事務所）委託による財
務書類の調製、決算書類の確認、指導等を受け、より適正な事務を行った。
○「情報セキュリティ手順書」等を定め、個人情報への的確な対応をルール化し
ている。特定個人情報の取扱いや電子情報の管理方法等の留意点を繰り返し研
修し、個人情報の取扱いには常に細心の注意を払うことの意識付けを徹底してい
る。

計
画
性

○上記計画で定めたとおり、本来目的である地域福祉の推進や地域づくりを、区
からの受託事業「生活支援体制整備事業」や「我が事・丸ごと」地域共生社会づく
り等の取り組みと一体的に行い、区民の福祉課題の把握や地域福祉活動の活性
化等に向けて、積極的に取り組んでいる。
○各事業における講座等の催しでは、参加した区民にアンケート調査を実施し、
回答から得られた満足度やニーズを分析している。また、事業によっては区民に
よる協力者を運営委員として設置し、企画段階から、区民の視点を取り入れ、翌
年度の企画･計画に活かしている。

目
的
適
合
性

1　地域福祉権利擁護事業では相談件数は微減、年度末の契約件数も8件減少した。新規契約は例年並み（30件程度）にある
が、利用者の成年後見制度への移行などを理由とした解約件数が上回り、契約件数の減少につながった。
2　ささえあいサービス事業では、29年度と比べ11.7%の減となった。原因は協力会員の減少で、就職や高齢化等で退会が進む一
方、新規会員の確保は困難になっている。利用会員も高齢化が進み、介護保険サービスに移行する等退会も多いが新規入会も
ある。ニーズはあるがマッチングができず、活動回数の減少が続いている。
3　「福祉なんでも相談」では、事業の見直しをしていたことから、出張相談会の開催数を控えたため、相談件数は前年度比46％
減の174件となった。令和元年度からは、改定した実施計画により、地域展開を充実していくよう体制を切り替える。
4　中高生向けのボランティアセミナーは大人数の希望があり定員150名のところ265名を受け入れ、前年度に比べ大幅な増加と
なった。一方、ボランティア・地域活動見本市については規模を小さくする方向で見直し、30年度は高円寺障害者交流館で開催
した。その結果、前年度に比べ人数は減少したが、地域の力として期待する大学生と協力団体の顔合わせができ、その後の実践
につながる場とすることができた。
5　きずなサロンは新規と廃止があったが3か所増の43か所となった。参加者も4％増加した。そのほか、サロン立ち上げ希望者が
参加する「運営のい・ろ・は」を開催し、15名の立ち上げ希望者を支援した。

経
済
性

○城西ブロック内社会福祉協議会に設置した協議会において、法人全体、管理
運営部門及び各事業部の担当者会議等を定例的に開催し、情報交換や比較研
究等を行い、効率的な業務遂行等の改善を行っている。
○商品購入の際は複数社から見積もりをとり、低価格でよりよいものを得られるよ
取り組んだ。また、業務委託やリース契約の発注の際も同様に見積もりを取り、発
注先を決めることを徹底した。
○遺贈等の寄附や事業収入等の自主財源の確保につなげるため、広報戦略を
見直し、情報発信を強化していくこととした。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

組
織
健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

○「経常収入の伸長率」の減少及び「補
助金収入比率」「経常支出人件費比率」
「管理費比率の削減率」の増加は、有価
証券の満期による28年度1億、29年度2億
の償還及び積立があったために、収支共
に財政規模が大きくなったことが全体的
に影響している。
○29年度は3,000万円の大口寄附があ
り、30年度はなかったことの影響から、
「職員1人あたり事業収入」、「資産剰余
率」が減少した。事業収入では大幅な増
を見込むことができないため、支出を抑え
ることに加え、会員増等に向けた取組を
強化していく。

定性評価
○平成30年度は実施計画改定に取り組み、杉並区社会福祉協議会実施計画平
成31～35年度（2019～2023年度）を策定した。社会福祉を取り巻く環境の変化を
踏まえ、生活支援体制整備事業や「我が事・丸ごと」地域共生社会づくり等の取り
組みに積極的に関わり、社協本来の役割である地域づくりに重点的に取り組んで
いくこととした。
○なお、実施計画改定にあたり、区関連事業や区受託事業の目標値設定等、保
健福祉計画との整合性を図り策定した。
○実施計画進捗管理票を新たに作成し、四半期ごとに実績及び問題点の把握を
行い、それを元に適宜取り組みの見直しを図りながら進めていく。こうした進行管
理を行い、計画と実績の大きな乖離が生じないようにすると共に、取り組み実績を
次年度計画に適切に反映していく。

事業分析（現状の分析・評価）

○平成30年度は「あなたの力（チカラ）をつなげる共助のまちづくり」を基本目標とした実施計画（平成26～30年度）の最終年度で
あり、計画の集大成として目標達成に努め、福祉なんでも相談による地域の困りごとの把握や地域活動見本市により活動のすそ
野を広げること、災害ボランティアネットワークの立ち上げなどで一定の成果を挙げることができた。しかし、十分な成果を挙げるま
でには至らなかった取組もあることから、今後の課題等を整理検討し新たな計画として実施計画(平成31～35年度)を策定した。
○また、平成30年４月に事務所を「あんさんぶる荻窪」から「ウェルファーム杉並」に移転する中で、単なる移転にとどまらず、社協
が把握した福祉ニーズのうち複合化・重層化している課題については、施設内関係機関との連携を強化し解決に向けて取り組む
よう努めた。
○以上のような節目にあった年度において、福祉なんでも相談やボランティア・地域活動見本市など実績数は減少したものの新
たな体制づくりや連携の在り方、方向性を見出すなど、次年度につながる備えの1年であったと捉えている。
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体

：
3
0
団

体
、

参
加

者
　

延
べ

6
0
0
名

②
「
す

ぎ
な

み
地

域
福

祉
フ

ォ
ー

ラ
ム

2
0
1
8
」
の

開
催

参
加

者
　

1
5
0
名

③
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

（
夏

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
体

験
）

参
加

者
　

1
5
0
名

④
き

ず
な

サ
ロ

ン
区

内
全

4
8
か

所
、

延
べ

参
加

者
　

1
8
,0

0
0
人

⑤
災

害
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
入

門
講

座
開

催
回

数
2
回

　
参

加
者

各
2
5
名

⑥
さ

さ
え

あ
い

サ
ー

ビ
ス

外
出

介
助

支
援

を
実

施
、

活
動

回
数

　
9
,3

0
0
回

⑦
福

祉
な

ん
で

も
相

談
新

規
相

談
　

3
0
0
件

⑧
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

窓
口

「
く

ら
し

の
サ

ポ
ー

ト
ス

テ
ー

シ
ョ
ン

」
新

規
相

談
　

1
,0

0
0
件

５
３

４
７

－
１

０
１

０

区
民

、
各

種
施

設
・
団

体

3
0
年

度
の

組
織

構
成

理
事

：
1
1
人

（
会

長
1
人

、
副

会
長

2
人

、
常

務
理

事
（
常

時
勤

務
す

る
役

員
）
：
1
人

含
む

）
、

監
事

2
人

，
評

議
員

：
1
7
人

事
務

局
長

：
常

務
理

事
＜

事
務

取
扱

＞
経

営
管

理
課

長
：
1
人

，
生

活
支

援
課

長
：
1
人

，
地

域
支

援
課

長
：
1
人

，
公

益
社

団
法

人
杉

並
区

成
年

後
見

セ
ン

タ
ー

へ
派

遣
：
2
人

（
常

勤
職

員
2
人

）
ほ

か
、

常
勤

職
員

：
4
3
人

（
区

か
ら

の
派

遣
職

員
1
名

含
む

）
，

非
常

勤
職

員
：
2
9
人

，
パ

ー
ト
職

員
：
5
2
人

社
会

福
祉

法
人

　
杉

並
区

社
会

福
祉

協
議

会
団

体
名

称

顧 　 客 事 業 目 的

3
,0

0
0
千

円

組 織 構 成

基
本

財
産

１
　

広
報

事
業

等
を

活
用

し
た

周
知

及
び

会
員

組
織

の
強

化
２

　
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
推

進
事

業
　

　
３

　
地

域
福

祉
活

動
推

進
事

業
４

　
小

地
域

福
祉

活
動

推
進

事
業

　
　

５
　

生
活

支
援

体
制

整
備

事
業

６
　

短
期

車
い

す
貸

出
事

業
７

　
普

及
啓

発
事

業
　

①
す

ぎ
な

み
地

域
福

祉
フ

ォ
ー

ラ
ム

８
　

共
同

募
金

・
歳

末
た

す
け

あ
い

運
動

９
　

災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

運
営

　
　

1
0
　

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
1
1
　

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

　
　

1
2
　

あ
ん

し
ん

未
来

支
援

事
業

　
　

1
3
交

通
遺

児
援

護
事

業
1
4
　

高
齢

者
入

居
支

援
事

業
　

　
1
5
　

生
活

福
祉

資
金

貸
付

事
業

1
6
  
フ

ァ
ミ

リ
ー

サ
ポ

ー
ト
セ

ン
タ

ー
事

業
　

　
1
7
  
訪

問
育

児
サ

ポ
ー

タ
ー

事
業

1
8
　

要
介

護
認

定
調

査
事

業
1
9
　

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

（
ケ

ア
2
4
）
及

び
介

護
予

防
支

援
事

業
2
0
　

法
人

運
営

　
　

2
1
  
福

祉
な

ん
で

も
相

談
事

業
2
2
　

生
活

困
窮

者
等

自
立

支
援

事
業

　
　

2
3
　

受
験

生
チ

ャ
レ

ン
ジ

支
援

貸
付

事
業

2
4
　

応
急

援
護

事
業

　
2
5
　

自
動

販
売

機
設

置
事

業
2
6
　

私
立

保
育

所
施

設
整

備
資

金
貸

付
事

業
　

　
2
7
　

長
寿

応
援

基
金

管
理

平 成 3 0 年 度 の 事 業 実 績

杉
並

区
に

お
け

る
社

会
福

祉
事

業
そ

の
他

の
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

健
全

な
発

達
及

び
社

会
福

祉
に

関
す

る
活

動
の

活
性

化
に

よ
り

、
地

域
福

祉
の

推
進

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（事
業

評
価

指
標

）

目
標

値
目

標
年

度

①
件

8
,1

1
0

8
,9

7
1

8
,4

0
1

8
,0

0
0

3
0

②
回

9
,2

6
9

8
,5

8
1

7
,5

7
5

9
,0

0
0

3
0

③
件

3
1
4

3
2
1

1
7
4

4
2
0

3
0

④
人

9
5
4

7
6
0

6
4
9

1
,0

0
0

3
0

⑤
件

4
0

4
0

4
3

4
8

3
0

⑥
件

1
4
1

1
3
1

1
2
3

1
5
0

3
0

⑦
％

4
5

4
0

4
8

5
0

3
0

⑧
人

1
0
,3

7
4

1
5
,7

2
1

1
6
,3

7
0

1
8
,0

0
0

3
0

活 動 指 標

相
談

先
が

わ
か

ら
な

い
区

民
の

困
り

ご
と

や
制

度
や

し
く
み

の
狭

間
の

課
題

等
の

相
談

受
付

件
数

福
祉

な
ん

で
も

相
談

新
規

相
談

件
数

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

を
始

め
た

い
方

ま
た

は
活

動
し

て
い

る
方

を
対

象
に

、
活

動
に

必
要

な
知

識
や

情
報

提
供

、
情

報
交

換
な

ど
を

行
う

。

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

初
心

者
向

け
講

座
等

各
種

講
座

の
参

加
者

数

高
齢

者
等

の
援

助
が

必
要

な
方

へ
の

、
協

力
員

に
よ

る
家

事
援

助
及

び
介

護
援

助
の

サ
ー

ビ
ス

社
協

が
支

援
す

る
地

域
の

有
志

に
よ

る
サ

ロ
ン

の
設

置
数

判
断

能
力

が
十

分
で

な
い

高
齢

者
や

障
害

者
等

か
ら

の
日

常
の

金
銭

管
理

等
へ

支
援

を
求

め
る

相
談

件
数

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
延

べ
活

動
回

数

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

相
談

件
数

1
　

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

で
は

相
談

件
数

は
微

減
、

年
度

末
の

契
約

件
数

も
8
件

減
少

し
た

。
新

規
契

約
は

例
年

並
み

（
3
0
件

程
度

）
に

あ
る

が
、

利
用

者
の

成
年

後
見

制
度

へ
の

移
行

な
ど

を
理

由
と

し
た

解
約

件
数

が
上

回
り

、
契

約
件

数
の

減
少

に
つ

な
が

っ
た

。
2
　

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
で

は
、

2
9
年

度
と

比
べ

1
1
.7

%
の

減
と

な
っ

た
。

原
因

は
協

力
会

員
の

減
少

で
、

就
職

や
高

齢
化

等
で

退
会

が
進

む
一

方
、

新
規

会
員

の
確

保
は

困
難

に
な

っ
て

い
る

。
利

用
会

員
も

高
齢

化
が

進
み

、
介

護
保

険
サ

ー
ビ

ス
に

移
行

す
る

等
退

会
も

多
い

が
新

規
入

会
も

あ
る

。
ニ

ー
ズ

は
あ

る
が

マ
ッ

チ
ン

グ
が

で
き

ず
、

活
動

回
数

の
減

少
が

続
い

て
い

る
。

3
　

「
福

祉
な

ん
で

も
相

談
」
で

は
、

事
業

の
見

直
し

を
し

て
い

た
こ

と
か

ら
、

出
張

相
談

会
の

開
催

数
を

控
え

た
た

め
、

相
談

件
数

は
前

年
度

比
4
6
％

減
の

1
7
4
件

と
な

っ
た

。
令

和
元

年
度

か
ら

は
、

改
定

し
た

実
施

計
画

に
よ

り
、

地
域

展
開

を
充

実
し

て
い

く
よ

う
体

制
を

切
り

替
え

る
。

4
　

中
高

生
向

け
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ミ

ナ
ー

は
大

人
数

の
希

望
が

あ
り

定
員

1
5
0
名

の
と

こ
ろ

2
6
5
名

を
受

け
入

れ
、

前
年

度
に

比
べ

大
幅

な
増

加
と

な
っ

た
。

一
方

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
地

域
活

動
見

本
市

に
つ

い
て

は
規

模
を

小
さ

く
す

る
方

向
で

見
直

し
、

3
0
年

度
は

高
円

寺
障

害
者

交
流

館
で

開
催

し
た

。
そ

の
結

果
、

前
年

度
に

比
べ

人
数

は
減

少
し

た
が

、
地

域
の

力
と

し
て

期
待

す
る

大
学

生
と

協
力

団
体

の
顔

合
わ

せ
が

で
き

、
そ

の
後

の
実

践
に

つ
な

が
る

場
と

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
5
　

き
ず

な
サ

ロ
ン

は
新

規
と

廃
止

が
あ

っ
た

が
3
か

所
増

の
4
3
か

所
と

な
っ

た
。

参
加

者
も

4
％

増
加

し
た

。
そ

の
ほ

か
、

サ
ロ

ン
立

ち
上

げ
希

望
者

が
参

加
す

る
「
運

営
の

い
・
ろ

・
は

」
を

開
催

し
、

1
5
名

の
立

ち
上

げ
希

望
者

を
支

援
し

た
。

目
標

設
定

の
考

え
方

「
実

施
計

画
2
6
～

3
0
年

度
」
又

は
「
3
0
年

度
事

業
計

画
」
に

基
づ

き
記

載
す

る
。

1
　

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

に
つ

い
て

は
、

杉
並

区
認

知
症

高
齢

者
の

見
込

み
数

の
5
0
％

に
対

し
、

一
人

当
た

り
平

均
1
.5

回
の

相
談

を
受

け
る

こ
と

を
目

指
し

、
相

談
件

数
を

8
,0

0
0
件

を
目

標
値

と
し

た
。

契
約

件
数

に
つ

い
て

は
情

報
が

届
い

て
い

な
い

人
の

需
要

を
見

込
み

1
5
0
件

と
し

た
。

2
　

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
は

、
協

力
会

員
の

実
働

率
5
0
%
以

上
の

維
持

を
目

指
す

と
と

も
に

、
活

動
回

数
9
,0

0
0
回

を
目

標
と

し
た

。
3
　

「
福

祉
な

ん
で

も
相

談
」
は

H
2
9
年

度
実

績
を

踏
ま

え
、

新
規

相
談

件
数

を
年

4
2
0
件

と
し

た
。

4
　

こ
れ

か
ら

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

を
始

め
た

い
人

、
ま

た
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
を

し
て

い
る

人
向

け
の

講
座

と
し

て
、

各
種

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
し

て
い

る
。

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

説
明

会
・
各

種
講

座
の

参
加

者
、

「
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
地

域
活

動
見

本
市

」
へ

の
区

民
の

参
加

を
含

め
1
,0

0
0
人

と
し

た
。

5
　

さ
ら

な
る

新
規

サ
ロ

ン
の

立
ち

上
げ

や
既

存
サ

ロ
ン

の
開

催
回

数
の

増
を

促
し

て
い

く
こ

と
を

踏
ま

え
、

サ
ロ

ン
数

4
8
か

所
・
参

加
者

総
数

1
8
,0

0
0
人

と
し

た
。

当
該

年
度

末
の

契
約

件
数

当
該

年
度

の
協

力
会

員
の

実
活

動
者

数
／

総
数

社
協

が
支

援
す

る
地

域
の

有
志

に
よ

る
サ

ロ
ン

活
動

へ
の

参
加

人
数

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

さ
さ

え
あ

い
サ

ー
ビ

ス
事

業
協

力
会

員
実

働
率

き
ず

な
サ

ロ
ン

参
加

利
用

総
数

成 果 指 標

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

契
約

件
数指

標
名

き
ず

な
サ

ロ
ン

数

目
標

平
成

2
9
年

度
実

績
平

成
3
0
年

度
実

績
式

・具
体

的
内

容
平

成
2
8
年

度
実

績
単

位
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
（ア

）
千

円
5
7
7
,8

9
8

6
1
2
,8

5
8

7
2
0
,5

8
0

8
3
6
,1

3
7

6
1
0
,3

7
2

千
円

2
0
6
,3

0
4

2
2
3
,2

2
0

2
2
9
,3

0
3

2
2
9
,5

8
4

2
3
1
,5

1
7

事
業

収
入

＋
掛

金
収

入
千

円
3
1
5
,7

2
5

3
3
4
,2

7
6

3
3
8
,3

2
1

3
5
7
,6

9
7

3
3
0
,9

5
1

千
円

1
9
6
,0

9
6

2
2
7
,9

2
1

2
3
2
,9

5
9

2
2
2
,2

5
9

2
3
1
,5

7
4

千
円

0
0

0
0

0
（イ

）
千

円
2
0
,4

1
0

2
0
,0

0
4

1
8
,8

8
4

1
7
,8

7
1

1
4
,9

4
0

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
4
.5

4
.0

3
.7

3
.4

2
.9

（
ウ

）
千

円
5
7
8
,0

9
4

6
1
2
,5

2
4

7
2
0
,7

1
5

8
2
9
,2

4
8

6
1
0
,3

7
2

千
円

4
5
3
,3

7
7

5
0
4
,6

5
2

5
1
2
,8

1
3

5
2
6
,8

3
8

5
0
7
,9

5
1

千
円

1
0
8
,5

6
2

1
1
3
,4

6
9

1
1
0
,1

0
7

1
2
4
,0

9
8

1
0
0
,3

9
6

千
円

3
4
4
,8

1
5

3
9
1
,1

8
3

4
0
2
,7

0
6

4
0
2
,7

4
0

4
0
7
,5

5
5

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
1
9
3
,6

8
0

2
1
9
,4

8
3

2
3
1
,6

4
1

2
3
0
,4

9
4

2
4
1
,5

1
3

千
円

1
2
4
,7

1
7

1
0
7
,8

7
2

2
0
7
,9

0
1

3
0
2
,4

1
1

1
0
2
,4

2
1

千
円

4
3
,2

0
5

5
2
,0

0
2

1
4
7
,1

1
8

2
4
4
,0

3
6

4
5
,5

4
1

千
円

8
1
,5

1
2

5
5
,8

7
0

6
0
,7

8
3

5
8
,3

7
5

5
6
,8

8
0

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
4
2
6
,3

2
7

4
4
7
,0

5
3

4
6
3
,4

8
9

4
6
1
,1

1
5

4
6
4
,4

3
5

千
円

1
6
7
,3

3
5

1
9
1
,6

8
4

2
0
4
,8

3
9

2
0
3
,1

7
8

2
1
1
,7

3
8

（エ
）

千
円

8
3
3
,6

7
9

8
6
2
,2

8
8

8
7
0
,1

1
6

8
9
6
,0

5
6

8
9
8
,6

0
7

千
円

2
8
0
,0

6
2

2
8
9
,8

9
2

3
0
8
,8

9
4

3
0
0
,3

8
6

3
2
8
,4

4
6

資
産

－
負

債
千

円
5
5
3
,6

1
7

5
7
2
,3

9
6

5
6
1
,2

2
2

5
9
5
,6

7
0

5
7
0
,1

6
1

千
円

3
,0

0
0

3
,0

0
0

3
,0

0
0

3
,0

0
0

3
,0

0
0

（シ
）役

員
、

派
遣

職
員

、
固

有
職

員
の

総
数

人
1
4
5

1
5
1

1
5
2

1
4
9

1
4
2

常
勤

人
1

1
1

1
1

非
常

勤
人

1
6

1
6

1
6

1
3

1
2

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
1

1
1

1
1

常
勤

人
3
9

4
6

4
7

4
7

4
7

非
常

勤
パ

ー
ト

タ
イ

ム
、

ア
ル

バ
イ

ト
を

含
む

人
8
8

8
7

8
7

8
7

8
1

（
ス

）常
勤

職
員

の
勤

務
時

間
に

基
づ

き
職

員
数

を
算

定
人

7
8
.1

8
5
.0

8
9
.2

8
7
.6

8
8
.9

人
1
0
3
,7

0
3

1
0
6
,2

0
2

1
0
5
,7

3
6

1
0
7
,6

5
2

1
0
2
,7

7
0

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
1
,3

7
2

1
,2

4
9

1
,1

8
5

1
,2

2
9

1
,1

5
6

当
該

事
業

総
事

業
費

÷
活

動
指

標
①

円
6
,4

6
7

6
,5

6
8

6
,3

5
7

6
,9

5
2

5
,7

9
7

当
該

事
業

総
事

業
費

÷
活

動
指

標
②

円
5
,7

1
5

5
,4

8
3

5
,2

0
6

5
,3

3
1

6
,8

6
9

当
該

事
業

総
事

業
費

÷
活

動
指

標
③

円
2
6
,3

7
2

2
6
,2

4
7

2
3
,0

4
2

2
3
,3

2
0

4
3
,0

3
1

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率

り コ ス ト

単 位 当 た

相
談

1件
当

た
り

事
業

費

サ
ー

ビ
ス

活
動

1
件

当
た

り
事

業
費

新
規

相
談

1件
当

た
り

事
業

費

組   織

総
職

員
数

内  訳
派

遣
職

員
数

役
員

数

固
有

職
員

数

財  務  状  況

総
収

入
（経

常
収

入
）

総 収 入 の う ち 常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

*総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（
決

算
額

）
÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
9
1
.8

9
3
.9

9
2
.6

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
▲

 1
3
5

6
,8

8
9

0
通

常
黒

字
が

望
ま

し
い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

1
0
0
.0

1
0
0
.8

1
0
0
.0

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
1
0
1
.2

1
0
5
.7

9
2
.5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
1
1
7
.6

1
1
6
.0

7
3
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

7
1
.2

6
3
.5

8
3
.2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
2
8
.8

3
6
.5

1
6
.8

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
比

率
補

助
金

収
入

÷
総

収
入

合
計

×
１

０
０

％
3
1
.8

2
7
.5

3
7
.9

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
0
.1

0
.1

0
.2

  

区
委

託
事

業
比

率
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

÷
総

事
業

費
×

１
０

０
   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

4
5
.2

4
3
.8

4
7
.5

正
味

財
産

構
成

比
率

％
6
4
.5

6
6
.5

6
3
.4

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
0
.0

0
.0

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
6
4
.3

5
5
.6

7
6
.1

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

1
.1

1
.1

1
.1

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

1
.2

1
.7

1
.7

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

▲
 6

3
.8

▲
 2

6
.4

5
4
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

0
.8

0
.9

0
.7

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

当
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
3
,7

9
2

4
,0

8
3

3
,7

2
2

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
▲

 1
.3

5
.8

▲
 2

.8
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

7
2
0
,7

5
3

8
2
5
,3

9
8

6
1
0
,2

1
5

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
1
0
0
.0

9
8
.7

1
0
0
.0

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

○
「経

常
収

入
の

伸
長

率
」
の

減
少

及
び

「補
助

金
収

入
比

率
」
「経

常
支

出
人

件
費

比
率

」「
管

理
費

比
率

の
削

減
率

」の
増

加
は

、
有

価
証

券
の

満
期

に
よ

る
28

年
度

1億
、

29
年

度
2億

の
償

還
及

び
積

立
が

あ
っ

た
た

め
に

、
収

支
共

に
財

政
規

模
が

大
き

く
な

っ
た

こ
と

が
全

体
的

に
影

響
し

て
い

る
。

○
29

年
度

は
3
,0

0
0万

円
の

大
口

寄
附

が
あ

り
、

3
0年

度
は

な
か

っ
た

こ
と

の
影

響
か

ら
、

「職
員

1人
あ

た
り

事
業

収
入

」、
「資

産
剰

余
率

」が
減

少
し

た
。

事
業

収
入

で
は

大
幅

な
増

を
見

込
む

こ
と

が
で

き
な

い
た

め
、

支
出

を
抑

え
る

こ
と

に
加

え
、

会
員

増
等

に
向

け
た

取
組

を
強

化
し

て
い

く
。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
9

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
○

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価 6
事

業
内

容
と

団
体

の
設

立
目

的
が

合
致

し
て

い
る

か
。

○
目

的
適

合
性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

△

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
△

健
全

性

11
意

思
決

定
及

び
業

務
の

妥
当

性
を

確
保

す
る

た
め

の
管

理
体

制
が

で
き

て
い

る
か

。
○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

○
：十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

8
8

○
人

材
育

成
計

画
（
平

成
2
7
～

3
0
年

度
）
に

基
づ

き
職

層
研

修
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、
外

部
研

修
を

活
用

し
業

務
に

必
要

な
知

識
取

得
等

を
行

っ
て

い
る

が
、

内
部

講
師

等
の

育
成

が
で

き
て

お
ら

ず
、

体
制

の
充

実
が

課
題

と
な

っ
て

い
る

。
○

適
切

な
財

務
管

理
及

び
会

計
処

理
を

行
う

と
共

に
、

外
部

（
会

計
事

務
所

）
委

託
に

よ
る

財
務

書
類

の
調

製
、

決
算

書
類

の
確

認
、

指
導

等
を

受
け

、
よ

り
適

正
な

事
務

を
行

っ
た

。
○

「
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
手

順
書

」
等

を
定

め
、

個
人

情
報

へ
の

的
確

な
対

応
を

ル
ー

ル
化

し
て

い
る

。
特

定
個

人
情

報
の

取
扱

い
や

電
子

情
報

の
管

理
方

法
等

の
留

意
点

を
繰

り
返

し
研

修
し

、
個

人
情

報
の

取
扱

い
に

は
常

に
細

心
の

注
意

を
払

う
こ

と
の

意
識

付
け

を
徹

底
し

て
い

る
。

分
 野

計  画  性

1
0
0

目 的 適 合 性 組 　 織 　 健  全  性

9
0

○
平

成
3
0
年

度
は

実
施

計
画

改
定

に
取

り
組

み
、

杉
並

区
社

会
福

祉
協

議
会

実
施

計
画

平
成

3
1
～

3
5
年

度
（
2
0
1
9
～

2
0
2
3
年

度
）
を

策
定

し
た

。
社

会
福

祉
を

取
り

巻
く

環
境

の
変

化
を

踏
ま

え
、

生
活

支
援

体
制

整
備

事
業

や
「
我

が
事

・
丸

ご
と

」
地

域
共

生
社

会
づ

く
り

等
の

取
り

組
み

に
積

極
的

に
関

わ
り

、
社

協
本

来
の

役
割

で
あ

る
地

域
づ

く
り

に
重

点
的

に
取

り
組

ん
で

い
く

こ
と

と
し

た
。

○
な

お
、

実
施

計
画

改
定

に
あ

た
り

、
区

関
連

事
業

や
区

受
託

事
業

の
目

標
値

設
定

等
、

保
健

福
祉

計
画

と
の

整
合

性
を

図
り

策
定

し
た

。
○

実
施

計
画

進
捗

管
理

票
を

新
た

に
作

成
し

、
四

半
期

ご
と

に
実

績
及

び
問

題
点

の
把

握
を

行
い

、
そ

れ
を

元
に

適
宜

取
り

組
み

の
見

直
し

を
図

り
な

が
ら

進
め

て
い

く
。

こ
う

し
た

進
行

管
理

を
行

い
、

計
画

と
実

績
の

大
き

な
乖

離
が

生
じ

な
い

よ
う

に
す

る
と

共
に

、
取

り
組

み
実

績
を

次
年

度
計

画
に

適
切

に
反

映
し

て
い

く
。

○
上

記
計

画
で

定
め

た
と

お
り

、
本

来
目

的
で

あ
る

地
域

福
祉

の
推

進
や

地
域

づ
く

り
を

、
区

か
ら

の
受

託
事

業
「
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
」
や

「
我

が
事

・
丸

ご
と

」
地

域
共

生
社

会
づ

く
り

等
の

取
り

組
み

と
一

体
的

に
行

い
、

区
民

の
福

祉
課

題
の

把
握

や
地

域
福

祉
活

動
の

活
性

化
等

に
向

け
て

、
積

極
的

に
取

り
組

ん
で

い
る

。
○

各
事

業
に

お
け

る
講

座
等

の
催

し
で

は
、

参
加

し
た

区
民

に
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
を

実
施

し
、

回
答

か
ら

得
ら

れ
た

満
足

度
や

ニ
ー

ズ
を

分
析

し
て

い
る

。
ま

た
、

事
業

に
よ

っ
て

は
区

民
に

よ
る

協
力

者
を

運
営

委
員

と
し

て
設

置
し

、
企

画
段

階
か

ら
、

区
民

の
視

点
を

取
り

入
れ

、
翌

年
度

の
企

画
･計

画
に

活
か

し
て

い
る

。
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野 15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

△

分 析 ・ 評 価

9
0

効  率  性

1
0
0

経  済  性

○
事

業
の

充
実

・
向

上
に

む
け

、
マ

ン
パ

ワ
ー

を
最

大
限

に
活

用
す

る
た

め
、

非
常

勤
職

員
や

パ
ー

ト
タ

イ
マ

ー
が

も
つ

経
験

等
を

活
か

し
、

相
談

援
助

等
の

専
門

分
野

だ
け

で
な

く
、

計
画

策
定

に
関

す
る

プ
レ

ゼ
ン

等
資

料
作

成
や

広
報

P
R
等

の
管

理
・
運

営
面

で
も

、
高

い
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

を
発

揮
で

き
る

よ
う

工
夫

し
て

い
る

。
○

「
資

金
管

理
方

針
」
に

基
づ

く
年

度
ご

と
の

資
金

管
理

計
画

に
よ

り
、

適
正

な
資

金
運

用
を

行
っ

て
い

る
。

〇
専

門
性

の
高

い
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

つ
い

て
は

、
社

協
・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
セ

ン
タ

ー
と

も
情

報
更

新
を

一
部

外
部

委
託

し
て

い
る

。
即

時
性

が
求

め
ら

れ
る

S
N

S
に

つ
い

て
は

当
会

で
作

成
し

て
い

る
。

○
城

西
ブ

ロ
ッ

ク
内

社
会

福
祉

協
議

会
に

設
置

し
た

協
議

会
に

お
い

て
、

法
人

全
体

、
管

理
運

営
部

門
及

び
各

事
業

部
の

担
当

者
会

議
等

を
定

例
的

に
開

催
し

、
情

報
交

換
や

比
較

研
究

等
を

行
い

、
効

率
的

な
業

務
遂

行
等

の
改

善
を

行
っ

て
い

る
。

○
商

品
購

入
の

際
は

複
数

社
か

ら
見

積
も

り
を

と
り

、
低

価
格

で
よ

り
よ

い
も

の
を

得
ら

れ
る

よ
取

り
組

ん
だ

。
ま

た
、

業
務

委
託

や
リ

ー
ス

契
約

の
発

注
の

際
も

同
様

に
見

積
も

り
を

取
り

、
発

注
先

を
決

め
る

こ
と

を
徹

底
し

た
。

○
遺

贈
等

の
寄

附
や

事
業

収
入

等
の

自
主

財
源

の
確

保
に

つ
な

げ
る

た
め

、
広

報
戦

略
を

見
直

し
、

情
報

発
信

を
強

化
し

て
い

く
こ

と
と

し
た

。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

（ 区 へ の 要 望

等 ）

そ の 他

取 組 ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

〇
少

子
高

齢
化

が
進

む
中

で
、

地
域

の
中

で
住

民
同

士
が

支
え

合
い

助
け

合
っ

て
い

く
こ

と
は

益
々

重
要

と
な

っ
て

い
く

。
そ

の
中

で
、

支
え

合
う

地
域

づ
く

り
を

仕
事

と
し

て
活

動
し

て
い

る
社

会
福

祉
協

議
会

の
社

会
的

な
役

割
は

こ
れ

ま
で

以
上

に
高

ま
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

。
　

特
に

、
国

が
地

域
共

生
社

会
づ

く
り

を
進

め
て

い
こ

う
と

し
て

い
る

今
日

に
お

い
て

、
そ

の
成

否
は

社
会

福
祉

協
議

会
の

活
動

如
何

に
よ

る
も

の
と

認
識

し
て

い
る

。
○

地
域

福
祉

権
利

擁
護

事
業

は
契

約
者

数
が

こ
こ

数
年

減
少

傾
向

に
あ

る
が

、
対

象
と

な
る

高
齢

者
は

増
加

し
て

い
く

と
思

わ
れ

る
。

判
断

能
力

が
低

下
し

て
き

て
い

る
対

象
者

や
周

囲
の

人
へ

情
報

が
届

き
、

利
用

に
つ

な
が

る
よ

う
、

重
点

広
報

先
と

し
て

関
係

機
関

へ
の

周
知

・
連

携
を

強
化

し
、

件
数

増
を

図
っ

て
い

く
。

○
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
は

人
と

人
、

人
と

地
域

を
つ

な
げ

る
礎

と
し

て
重

き
を

置
く

事
業

で
あ

る
た

め
、

ま
ず

は
誰

も
が

参
加

し
や

す
い

よ
う

な
企

画
か

ら
充

実
を

図
り

、
区

内
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
と

の
連

携
や

支
援

、
個

人
・
団

体
を

問
わ

ず
様

々
な

つ
な

が
り

づ
く

り
の

推
進

に
貢

献
で

き
る

企
画

を
し

て
い

く
。

○
社

会
福

祉
協

議
会

は
、

様
々

な
対

象
や

内
容

の
福

祉
事

業
を

実
施

し
て

お
り

、
今

ま
で

は
各

事
業

が
そ

れ
ぞ

れ
効

率
的

な
事

業
推

進
を

意
識

し
て

展
開

し
て

い
た

が
、

そ
れ

だ
け

に
と

ど
ま

ら
ず

、
各

事
業

が
連

携
し

組
織

全
体

が
個

別
支

援
、

地
域

支
援

に
取

り
組

む
こ

と
で

、
福

祉
の

地
域

社
会

づ
く

り
を

実
現

す
る

。
そ

の
た

め
に

、
会

費
・
寄

付
を

は
じ

め
と

す
る

財
源

確
保

の
仕

組
み

を
改

革
し

、
財

政
基

盤
の

強
化

を
す

る
と

と
も

に
、

組
織

整
備

と
人

材
育

成
な

ど
合

理
的

な
組

織
づ

く
り

を
進

め
、

す
べ

て
の

職
員

が
、

住
民

ニ
ー

ズ
に

応
え

得
る

地
域

福
祉

推
進

役
の

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
を

目
指

す
。

○
平

成
3
0
年

度
は

「
あ

な
た

の
力

（
チ

カ
ラ

）
を

つ
な

げ
る

共
助

の
ま

ち
づ

く
り

」
を

基
本

目
標

と
し

た
実

施
計

画
（
平

成
2
6
～

3
0
年

度
）
の

最
終

年
度

で
あ

り
、

計
画

の
集

大
成

と
し

て
目

標
達

成
に

努
め

、
福

祉
な

ん
で

も
相

談
に

よ
る

地
域

の
困

り
ご

と
の

把
握

や
地

域
活

動
見

本
市

に
よ

り
活

動
の

す
そ

野
を

広
げ

る
こ

と
、

災
害

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
立

ち
上

げ
な

ど
で

一
定

の
成

果
を

挙
げ

る
こ

と
が

で
き

た
。

し
か

し
、

十
分

な
成

果
を

挙
げ

る
ま

で
に

は
至

ら
な

か
っ

た
取

組
も

あ
る

こ
と

か
ら

、
今

後
の

課
題

等
を

整
理

検
討

し
新

た
な

計
画

と
し

て
実

施
計

画
(平

成
3
1
～

3
5
年

度
)を

策
定

し
た

。
○

ま
た

、
平

成
3
0
年

４
月

に
事

務
所

を
「
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
」
か

ら
「
ウ

ェ
ル

フ
ァ

ー
ム

杉
並

」
に

移
転

す
る

中
で

、
単

な
る

移
転

に
と

ど
ま

ら
ず

、
社

協
が

把
握

し
た

福
祉

ニ
ー

ズ
の

う
ち

複
合

化
・

重
層

化
し

て
い

る
課

題
に

つ
い

て
は

、
施

設
内

関
係

機
関

と
の

連
携

を
強

化
し

解
決

に
向

け
て

取
り

組
む

よ
う

努
め

た
。

○
以

上
の

よ
う

な
節

目
に

あ
っ

た
年

度
に

お
い

て
、

福
祉

な
ん

で
も

相
談

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
・
地

域
活

動
見

本
市

な
ど

実
績

数
は

減
少

し
た

も
の

の
新

た
な

体
制

づ
く

り
や

連
携

の
在

り
方

、
方

向
性

を
見

出
す

な
ど

、
次

年
度

に
つ

な
が

る
備

え
の

1
年

で
あ

っ
た

と
捉

え
て

い
る

。

　
新

た
に

策
定

し
た

実
行

計
画

(平
成

3
1
～

3
5
年

度
)に

掲
げ

た
計

画
事

業
を

着
実

に
推

進
す

る
こ

と
を

基
本

と
し

て
、

特
に

以
下

の
取

組
に

重
点

的
に

取
り

組
む

。
１

　
地

域
支

援
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

の
充

実
強

化
…

区
か

ら
の

受
託

に
基

づ
き

地
域

福
祉

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

、
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
を

配
置

し
、

関
係

機
関

や
地

域
住

民
と

も
連

携
し

て
、

地
域

に
お

い
て

支
え

合
い

助
け

合
う

社
会

づ
く

り
を

推
進

す
る

。
具

体
化

に
あ

た
っ

て
は

、
モ

デ
ル

地
区

を
設

定
し

、
区

内
全

域
に

広
め

る
こ

と
を

視
野

に
入

れ
て

様
々

な
取

組
を

試
行

し
、

検
証

す
る

。
２

　
福

祉
な

ん
で

も
相

談
の

地
域

展
開

…
区

民
が

抱
え

て
い

る
福

祉
の

様
々

な
困

り
ご

と
等

に
つ

い
て

、
窓

口
や

電
話

で
の

対
応

に
と

ど
ま

ら
ず

、
職

員
が

地
域

に
出

向
く

様
々

な
機

会
を

通
じ

て
相

談
を

受
け

止
め

、
必

要
な

対
応

へ
導

く
。

３
　

地
域

ニ
ー

ズ
に

即
し

た
さ

さ
え

あ
い

サ
ー

ビ
ス

の
推

進
…

協
力

会
員

を
増

や
し

て
い

く
た

め
、

単
独

の
募

集
だ

け
で

な
く

杉
並

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

等
と

共
同

で
講

座
を

行
う

な
ど

、
協

力
員

活
動

の
活

性
化

を
め

ざ
し

取
り

組
ん

で
い

く
。

４
　

広
報

機
能

の
強

化
、

人
材

育
成

計
画

の
見

直
し

…
法

人
全

体
と

し
て

効
果

的
に

広
報

・
Ｐ

Ｒ
に

取
り

組
め

る
よ

う
、

外
部

の
専

門
家

等
を

活
用

し
広

報
戦

略
を

立
て

推
進

す
る

。
ま

た
、

職
員

一
人

ひ
と

り
が

「
地

域
福

祉
推

進
役

の
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ
ナ

ル
」
と

し
て

活
躍

で
き

る
よ

う
、

プ
ロ

と
し

て
の

自
覚

と
ス

キ
ル

を
高

め
て

い
く

。

団
体

名
称

社
会

福
祉

法
人

杉
並

区
社

会
福

祉
協

議
会

総 合 評 価
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

定性評価

○団体の評価は概ね妥当である。
○社会福祉協議会の業務は、認定調査や相談対応、連絡調整（コーディネート）が多いことから、人件費
率が高いことはやむを得ない面がある一方、業務量を適切に算定した上で、適正な定数管理を行ってい
くことが必要である。

○団体の評価は概ね妥当である。
○課題に上げられている職層研修に関する内部講師等の育成体制の充実及び利用者や寄付等の増加
のための広報活動について、実施に向けて具体的に検討を進めてもらいたい。

二次評価（区経営評価）
○杉並区社会福祉協議会は、協議会が策定した実施計画に基づき、日常生活の自立支援やボランティア活動の促進な
ど、様々な地域課題に取り組んでいる。その取組は区の福祉施策の一翼を担うものであり、また、区は社協に地域福祉を推
進する中核的な組織としての役割を期待している。そのような視点から、社協の団体経営については、概ね適切に行われ
ていると評価する。
○目標設定は必要に応じて見直すなど、適切に設定されている。また、事業分析において、「ささえあいサービス事業」や
「地域福祉権利擁護事業」の利用者の加齢など、事業環境の変化もとらえて適切に分析している。「福祉なんでも相談事
業」の実施計画改定による事業の見直しが、活動指標の成果や財務状況等の推移における単位当たりコストに影響を及ぼ
しているが、令和元年度からは改善されることを期待する。
○経営分析についても、適切な評価がされている。課題として上げている内部講師等の育成体制の充実や利用者及び寄
付等の増加のための広報活動について、今後の団体のあり方に述べられているとおり、社協が地域共生社会づくりを実現
するために必要な人材育成や財源確保につながるものであり、早期の検討・具体化が望まれる。

経営分析

定量評価

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

○前年までは有価証券の償還（28年度は1億円、29年度は2億円）があったことから、平成30年度は総収
入、総支出及び管理費が大きく減少している。
○区からの補助金は、人件費が約90％を占めている。社会福祉協議会職員の給料は区に準じていること
から、平成29年度の区の給与改定などに伴い、補助金収入も増加した。
○職員体制について、区としては、業務量に応じた適正な人員配置を求めてきたところであり、総職員数
の減少傾向は一定の評価はできる。
○単位当たりコストの「福祉なんでも相談」の新規相談1件当たり事業費が大きく上昇しているが、事業の
見直しを図っていたことから活動を抑えていたことが反映している。相談業務であることから、人件費が占
める割合が高いため、コストの削減は容易ではないが、改定した実施計画に基づき元年度からは、コスト
意識をもって取り組んでもらいたい。

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

事業分析
(現状の分析・

評価）

○目標は、杉並区社会福祉協議会の「あなたの力（チカラ）をつなげる共助のまちづくり」を基本目標とし
た実施計画や事務事業計画に基づき、適切な指標を設定している。
○目標値については、実績とのかい離が大きくなっているものがあることから、次年度は、改定した実施計
画との整合性を図るとともに、社会状況の変化等を踏まえながら、より適切な目標となるよう、検討が望ま
れる。

○現状の分析については、概ね妥当である。
○目標値を下回っている「ささえあいサービス事業」、「地域福祉権利擁護事業」については、マッチング
方法などを検討し、利用増を目指すとともに、利用者の状況に応じて適切な福祉サービスが受けられるよ
う、取り組んでもらいたい。
○事業の見直しに伴い活動を抑えていたため、目標値を大きく下回った「福祉なんでも相談事業」は、令
和元年度から改定した実施計画による新たな体制で展開すると述べられている。杉並区社会福祉協議会
の独自事業であり、福祉サービスを必要とする区民を広く受け止める事業であるため、単純な件数に寄ら
ず、充実した成果が得られることを期待する。
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成28年度 平成29年度

人 334 275

件 7,985 7,760

人 1,966 1,949

人 2,772 2,723

％ 70.9 71.6

単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 1,073,269 1,049,882 1,044,755

千円 0 0 0

千円 1,074,735 1,045,818 1,044,786

千円 211,988 209,739 210,497

千円 ▲ 1,466 4,064 ▲ 31

％ 95.3 95.7 95.7

％ 4.7 4.3 4.3

％ 15.7 15.1 14.8

％ 17.6 16.8 16.8

千円 24,975 24,829 26,194

千円 1,109,659 1,021,506 1,046,738

人 66 66 64

人 36.0 35.7 33.8

％ 2.8 2.8 3.0

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

B B B 60

B A A 100

A Ｃ C 50

B A A 90

A A A 90

B B B 390

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

年間就業率

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成28年度 平成29年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
3
0
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）　職員一人当たり事業収入

経済性

平成30年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入比率

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

　　　令和元年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

年間実就業人員÷年度末会員数

平成30年度中に一度でも就業した会員数

2,729

361

7,373

1,955

年度末時点の登録会員数

新規入会者数

契約件数

保健福祉部高齢者施策課

指標名 平成30年度算式･内容

新規に入会した人数

71.6

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

年度末会員数

年間実就業人員

年間実契約件数

１．就業機会提供事業
　　1）年度末会員数　2，729名　2）就業実人員　1，955名　3）契約件数　7，373件　4）契約金額　 885，342,468円
　　5）就業延日人員（年間総稼働日数）　　217,408人
２．普及啓発事業
　　1）広報活動（広報すぎなみＰＲ記事掲載　４5回、入会募集チラシの配布　48,205枚、事業ＰＲチラシの配布　155,595枚）
　　2）サロン「シルバーる」　12回開催　251名参加
３．社会参加等支援事業
　　1）シルバー孫の手事業実施件数99件　2）ひざこぞうトーク７地区329名参加　3）地域班会議7地区各２回569名参加
　　4）落ち葉感謝祭85名　5）長寿応援ポイント　地域貢献活動78枚　いきがい活動143枚　6）折り紙指導７イベント55名参加
４．安全就業推進事業
　　1）事故発生件数　傷害事故　23件、賠償事故　9件　2）安全・適正就業巡回指導　4職種220現場

成果
指標

事業内容

0千円 昭和54年3月10日

事業目的団
体
概
要

　社会参加の意欲ある健康な高齢者に対し、地域
社会と連携を保ちながら、その希望、知識及び経験
に応じた就業並びに社会奉仕等の活動機会を確保
し、生活感の充実及び福祉の増進を図るとともに、
高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに
寄与する。

高齢者区民及び発注者
（センターに仕事を依頼す
る個人・事業者）

①就業機会提供
②調査研究
③相談
④研修・講習
⑤普及啓発
⑥社会参加等支援
⑦安全就業推進

3317-2217公益社団法人　杉並区シルバー人材センター

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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経
済
性

○第3ブロック（6センター）内での共同研修の開催や情報交換などを通じて、他センターを参
考に業績向上等に取り組んだ。
○消耗品等物品ではネット販売を含めより安価な価格で購入するなど常にコスト意識を持ち、
物品調達コストの低減に努めた。
○業者選定は、財務規程に沿って処理をした。
○地域ニーズの高い職種（家事・育児サービス）の受注対応強化に努めた。また、平成30年10
月から労働者派遣事業がスタートしたのを契機に、平成30年11月から就業開拓員２名を雇用
し、労働者派遣事業を含めたセンター事業について、区内事業所に電話・訪問による営業活
動を始め、就業機会の拡充に努めた。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

目
的
適
合
性

組
織
健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

○公益社団法人には、収支相償が
求められています。平成30年度の
経常収支はマイナス3万1千円と、ほ
ぼ収支が均衡している。
○事業収入は前年度を１百万円程
下回ったたものの、過去最低の減
少額だっため、事業収入の伸長率
については1.3ポイント改善してお
り、猛暑や台風の影響を受け夏に
除草などを例年並みに実施出来な
かった影響を考慮すると、事業収入
の減少に一定の歯止めをかけること
ができたものと思われる。
○管理費比率の削減率がマイナス
に転じた理由は、管理費の減少割
合が事業収入の減などに伴う事業
費の減少割合よりも低かったことに
よる。

定性評価
○令和元年度５月に中期計画「れいわライジングプラン（令和元～5年度）を策定したが、平成
30年度は素案段階であった。
○「保健福祉計画」などの区の方針の他、国（厚生労働省）及び東京都シルバー連合の方針と
の整合を図り、年次計画を設定した。
○前年度の取り組み状況、成果を確認・検証等し、平成30年度事業計画（目標）に反映した。

事業分析（現状の分析・評価）
○センターの基盤である会員数は、6年ぶりに増加したが、目標の2,750名には及ばなかった。
○近年減少傾向が続いていた事業収入は、前年度を1,005千円下回ったが、猛暑や台風の影響を受け夏に除草などを例年並みに実施
出来なかった影響を考慮すると、減少に一定の歯止めをかけることができたと考えている。
○平成30年10月から労働者派遣事業がスタートしたことを契機に、平成30年11月から就業開拓員２名を雇用し、労働者派遣事業を含め
たセンター事業について、区内事業所に電話・訪問による営業活動を始め、就業機会の拡充に努めた。
○地域ニーズの高い家事・子育て支援サービス事業については、毎月の就業希望者向けフォローにより就業会員の確保に努めた結果、
家事支援フォロー目標値を達成し、事業の拡充を図ることができた。
○地域貢献事業であるシルバー孫の手事業は、事業の趣旨に立ち返り、30分以内に完了する高齢者のちょっとした困りごとのお手伝い
に限定したことにより実施件数は減少したが、事業社会貢献事業として今後も事業ＰＲに努め、継続実施する。

○平成30年度は、会員の増強、就業機会拡大策の強化、適正就業の推進及び適切な契約の締結、安全就業の強化の４項目を基本方
針に掲げ事業に取り組んだ。その結果、会員数は、目標には届かなかったが女性会員が増えたことにより６年ぶりに増加し、会員数拡大
の兆しが見えてきた。事業収入は、前年度を１百万円程下回ったが、猛暑や台風の影響を受け夏に除草などを例年並みに実施出来な
かったことを考慮すると、事業収入に一定の歯止めをかけることができたと思われる。
○新たに開始した労働者派遣事業は、平成30年度に成立した契約は１件であるが、今後の規模の拡大が見込まれる。傷害・賠償事故
は、前年度を下回ったが少なくない件数が発生しているため、安全管理委員会が中心となり事故の未然防止に努めていく。
○また、経済・社会環境の変化や超高齢者社会への進展を見据え、これからのセンター運営の指針となる中期計画の策定を進めた。（令
和元年５月に「れいわ　ライジング　プラン」として策定）
○一方で平成30年5月に区から受託している有料自転車駐車場管理業務の一部で使用料の取扱いで不正が行われていたことが発覚し
た。再発防止策として、区に提出した業務改善実施計画に基づき、使用料の取扱いを見直しするとともに、会員・役員・職員に様々な機
会を捉え「法令や社会規範の遵守」の徹底を図った。

○月次決算を行い予算執行状況を十分分析し、公益法人として適切に運営した。
○事業体制の見直しを行い、嘱託員、臨時職員を削減した。
○資金運用は、現状の金融市場を俯瞰すると、安全性と流動性を優先すべきとの判断から慎
重な運用に留めた。
○事務連絡会の場において、事務処理の効率改善に取り組んだ。
○効率的に業務を行うために導入している業務システム（シルバー人材センター用に開発され
ている汎用システム）の改修、維持管理は外部委託している。

○東京しごと財団主催の職員研修等に積極的に参加し、職員の資質向上を図った。
○各委員会で事業内容等を検討し、理事会の決定を経て事業を運営した。
○公認会計士による検査、監事による中間及び期末監査と現金を取り扱う就業現場の監査を
実施している。しかし、区から受託している有料自転車駐車場管理業務において使用料の不
正行為が発覚した。再発防止のため業務改善計画を立て、使用料の取扱いを改めるとともに、
コンプライアンス・公金の取扱いに関する研修を実施するなど、会員・役員・職員に様々な機会
を捉え「法令や社会規範の遵守」を徹底した。
○就業開拓など事業収入の増加など自主財源の確保に努め、補助金収入比率は少しづつ減
少しているが、更なる自主財源の確保に努める必要がある。
○前述した「法令や社会規範の遵守」の徹底に合わせ、「個人情報の適切な管理」について
も、様々な機会を利用し、会員・役員・職員に周知徹底した。

計
画
性

○定款に定める目的及び公益認定の事項に沿って、事業計画及び予算を編成し事業を運営
した。
○就業会員打ち合わせ会等における会員からの意見や、公共利用者アンケート、お客様満足
度調査などの調査結果を基に、センター運営の課題を各委員会・理事会で検討し、改善を
図った。
○地域ニーズの高い家事援助・育児支援等のサービス事業の拡充に努めた。
○会員からの新規事業等の提案を検討するための新規提案事業等検討委員会を新たに設置
した。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅰ

（事
業

概
要

）

電
話

設
立

年
月

日
所

管
部

課
昭

和
5
4
年

3
月

1
0
日

3
3
1
7
-
2
2
1
7

高
齢

者
区

民
及

び
発

注
者

（
セ

ン
タ

ー
に

仕
事

を
依

頼
す

る
個

人
・
事

業
者

）

・
総

　
会

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

・
事

務
局

・
理

事
会

（
1
5
）
（
常

勤
1
、

非
常

勤
1
4
）
　

　
  
本

部
事

務
局

（
常

勤
1
0
　

嘱
託

1
　

臨
時

1
0
)

　
理

事
会

の
下

に
７

つ
の

委
員

会
　

　
　

　
　

 荻
窪

分
室

　
（
常

勤
1
　

嘱
託

3
）

・
監

事
（
2
）
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
  
 清

水
分

室
　

 (
常

勤
2
　

嘱
託

3
　

臨
時

1
7
）

・
地

域
班

（
9
2
）

平
成

3
0
年

４
月

１
日

現
在

公
益

社
団

法
人

　
杉

並
区

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

団
体

名
称

顧 　 客 事 業 目 的

―

組 織 構 成

基
本

財
産

１
．

就
業

機
会

提
供

事
業

　
　

お
客

様
の

満
足

度
を

高
め

る
円

滑
な

就
業

に
努

め
る

と
と

も
に

、
就

業
環

境
の

整
備

、
公

平
で

か
つ

適
材

適
所

の
就

業
提

供
を

行
い

「
共

働
・
共

助
」
の

事
業

理
念

に
即

し
た

適
正

な
就

業
を

推
進

し
ま

す
。

２
．

調
査

・
研

究
事

業
　

　
就

業
会

員
打

合
せ

会
で

の
意

見
、

未
就

業
会

員
意

向
調

査
、

お
客

様
満

足
度

調
査

及
び

公
共

施
設

利
用

者
ア

ン
ケ

ー
ト
の

結
果

を
基

に
、

提
案

や
要

望
の

あ
っ

た
事

項
を

各
委

員
会

に
お

い
て

検
討

し
ま

す
。

３
．

相
談

事
業

　
　

本
部

事
務

局
と

各
分

室
に

お
い

て
、

広
く

高
齢

者
と

会
員

に
対

し
高

齢
者

の
能

力
や

希
望

を
生

か
し

た
就

業
や

社
会

貢
献

に
関

す
る

相
談

を
実

施
し

ま
す

。
ま

た
、

他
団

体
と

合
同

の
相

談
会

を
開

催
し

ま
す

。
４

．
研

修
・
講

習
事

業
　

　
お

客
様

満
足

度
や

契
約

履
行

能
力

の
向

上
を

図
る

た
め

、
研

修
・
講

習
を

関
係

団
体

と
連

携
し

て
開

催
す

る
ほ

か
、

関
係

機
関

が
実

施
す

る
研

修
・
講

習
に

も
積

極
的

に
参

加
し

ま
す

。
５

．
普

及
啓

発
事

業
　

　
セ

ン
タ

ー
の

事
業

内
容

や
取

り
扱

い
職

種
を

広
く

区
民

及
び

事
業

所
に

Ｐ
Ｒ

を
行

な
い

、
事

業
へ

の
理

解
と

受
注

拡
大

に
繋

げ
る

と
と

も
に

、
地

域
社

会
へ

の
浸

透
・
定

着
を

図
り

ま
す

。
６

．
社

会
参

加
等

支
援

事
業

　
　

「
シ

ル
バ

ー
孫

の
手

」
事

業
を

機
会

あ
る

ご
と

に
周

知
し

推
進

す
る

と
と

も
に

、
地

域
住

民
も

参
加

可
能

な
幅

広
い

テ
ー

マ
で

の
「
ひ

ざ
こ

ぞ
う

ト
ー

ク
」
、

落
ち

葉
感

謝
祭

へ
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

参
加

や
女

性
部

が
企

画
運

営
す

る
公

開
講

座
等

を
継

続
実

施
し

ま
す

。
７

．
安

全
就

業
推

進
事

業
　

　
安

全
就

業
と

健
康

の
両

面
か

ら
の

取
り

組
み

を
行

い
、

各
種

会
合

や
研

修
・
講

習
等

の
様

々
な

機
会

を
通

じ
て

、
増

加
傾

向
に

あ
る

会
員

自
ら

の
不

注
意

に
よ

る
傷

害
事

故
や

賠
償

責
任

事
故

の
未

然
防

止
に

努
め

る
と

と
も

に
、

安
全

・
適

正
就

業
巡

回
指

導
員

等
に

よ
る

就
業

現
場

の
巡

回
指

導
を

継
続

実
施

し
ま

す
。

平 成 3 0 年 度 の 事 業 実 績

　
社

会
参

加
の

意
欲

あ
る

健
康

な
高

齢
者

に
対

し
、

地
域

社
会

と
連

携
を

保
ち

な
が

ら
、

そ
の

希
望

、
知

識
及

び
経

験
に

応
じ

た
就

業
並

び
に

社
会

奉
仕

等
の

活
動

機
会

を
確

保
し

、
生

活
感

の
充

実
及

び
福

祉
の

増
進

を
図

る
と

と
も

に
、

高
齢

者
の

能
力

を
生

か
し

た
活

力
あ

る
地

域
社

会
づ

く
り

に
寄

与
す

る
。

事 業 規 模 （ 平 成 3 0 年 度 計 画 ）

１
．

就
業

機
会

提
供

事
業

　
　

1
）
年

度
末

会
員

数
　

2
，

7
2
9
名

　
2
）
就

業
実

人
員

　
1
，

9
5
5
名

　
3
）
契

約
件

数
　

7
，

3
7
3
件

　
4
）
契

約
金

額
　

 8
8
5
，

3
4
2
,4

6
8
円

　
　

5
）
就

業
延

日
人

員
（
年

間
総

稼
働

日
数

）
　

　
2
1
7
,4

0
8
人

２
．

普
及

啓
発

事
業

　
　

1
）
広

報
活

動
（
広

報
す

ぎ
な

み
Ｐ

Ｒ
記

事
掲

載
　

４
5
回

、
入

会
募

集
チ

ラ
シ

の
配

布
　

4
8
,2

0
5
枚

、
事

業
Ｐ

Ｒ
チ

ラ
シ

の
配

布
　

1
5
5
,5

9
5
枚

）
　

　
2
）
サ

ロ
ン

「
シ

ル
バ

ー
る

」
　

1
2
回

開
催

　
2
5
1
名

参
加

３
．

社
会

参
加

等
支

援
事

業
　

　
1
）
シ

ル
バ

ー
孫

の
手

事
業

実
施

件
数

9
9
件

　
2
）
ひ

ざ
こ

ぞ
う

ト
ー

ク
７

地
区

3
2
9
名

参
加

　
3
）
地

域
班

会
議

7
地

区
各

２
回

5
6
9
名

参
加

　
　

4
）
落

ち
葉

感
謝

祭
8
5
名

　
5
）
長

寿
応

援
ポ

イ
ン

ト
　

地
域

貢
献

活
動

7
8
枚

　
い

き
が

い
活

動
1
4
3
枚

6
）
折

り
紙

指
導

７
イ

ベ
ン

ト
5
5
名

参
加

４
．

安
全

就
業

推
進

事
業

　
　

1
）
事

故
発

生
件

数
　

傷
害

事
故

　
2
3
件

、
賠

償
事

故
　

9
件

　
2
）
安

全
・
適

正
就

業
巡

回
指

導
　

4
職

種
2
2
0
現

場

事 業 内 容
１

．
就

業
機

会
提

供
事

業
　

　
１

）
年

度
末

会
員

数
　

2
，

7
5
0
名

　
　

２
）
年

間
実

就
業

人
員

　
2
，

0
0
0
名

　
　

３
）
契

約
件

数
　

8
，

0
5
7
件

　
　

　
　

　
４

）
事

業
収

入
　

 8
9
8
，

6
8
4
,0

0
0
円

　
　

５
）
就

業
延

日
人

員
（
年

間
総

稼
働

日
数

）
　

2
2
1
,8

4
5
人

　
　

６
）
年

間
就

業
率

7
2
.7

％
　

　
　

　
　

　
７

）
月

平
均

就
業

率
5
8
.3

％

２
．

普
及

啓
発

事
業

　
　

１
）
広

報
活

動
　

　
２

）
サ

ロ
ン

「
シ

ル
バ

ー
る

」
の

実
施

３
．

社
会

参
加

等
支

援
事

業
　

　
１

）
シ

ル
バ

ー
孫

の
手

事
業

　
２

）
地

区
及

び
女

性
部

委
員

会
主

催
行

事
　

　
３

）
地

域
班

関
連

会
議

　
　

　
４

）
落

ち
葉

感
謝

祭
へ

の
参

加
　

　
５

）
長

寿
応

援
ポ

イ
ン

ト
事

業
　

６
）
地

域
イ

ベ
ン

ト
で

の
折

り
紙

指
導

４
．

安
全

就
業

推
進

事
業

　
　

１
）
安

全
就

業
対

策
　

２
）
安

全
・
適

正
就

業
巡

回
指

導

保
健

福
祉

部
高

齢
者

施
策

課
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（事
業

評
価

指
標

）

目
標

値
目

標
年

度

①
人

3
3
4

2
7
5

3
6
1

4
0
0

3
0

②
件

7
,9

8
5

7
,7

6
0

7
,3

7
3

8
,0

5
7

3
0

③
人

1
,9

6
6

1
,9

4
9

1
,9

5
5

2
,0

0
0

3
0

④
千

円
5
1
,2

8
0

5
3
,4

4
5

5
7
,0

0
7

5
5
,7

8
9

3
0

⑤
件

1
1
5

1
2
5

9
9

1
4
4

3
0

⑥
人

2
,7

7
2

2
,7

2
3

2
,7

2
9

2
,7

5
0

3
0

⑦
％

7
0
.9

7
1
.6

7
1
.6

7
2
.7

3
0

⑧
千

円
8
9
9
,1

0
3

8
8
6
,3

4
8

8
8
5
,3

4
2

8
9
8
,6

8
4

3
0

指
標

名

シ
ル

バ
ー

孫
の

手
事

業
実

施
件

数

目
標

平
成

2
9
年

度
実

績
平

成
3
0
年

度
実

績
式

・具
体

的
内

容
平

成
2
8
年

度
実

績
単

位

○
セ

ン
タ

ー
の

基
盤

で
あ

る
会

員
数

は
、

6
年

ぶ
り

に
増

加
し

た
が

、
目

標
の

2
,7

5
0
名

に
は

及
ば

な
か

っ
た

。
○

近
年

減
少

傾
向

が
続

い
て

い
た

事
業

収
入

は
、

前
年

度
を

1
,0

0
5
千

円
下

回
っ

た
が

、
猛

暑
や

台
風

の
影

響
を

受
け

夏
に

除
草

な
ど

を
例

年
並

み
に

実
施

出
来

な
か

っ
た

影
響

を
考

慮
す

る
と

、
減

少
に

一
定

の
歯

止
め

を
か

け
る

こ
と

が
で

き
た

と
考

え
て

い
る

。
○

平
成

3
0
年

1
0
月

か
ら

労
働

者
派

遣
事

業
が

ス
タ

ー
ト
し

た
こ

と
を

契
機

に
、

平
成

3
0
年

1
1
月

か
ら

就
業

開
拓

員
２

名
を

雇
用

し
、

労
働

者
派

遣
事

業
を

含
め

た
セ

ン
タ

ー
事

業
に

つ
い

て
、

区
内

事
業

所
に

電
話

・
訪

問
に

よ
る

営
業

活
動

を
始

め
、

就
業

機
会

の
拡

充
に

努
め

た
。

○
地

域
ニ

ー
ズ

の
高

い
家

事
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

に
つ

い
て

は
、

毎
月

の
就

業
希

望
者

向
け

フ
ォ

ロ
ー

に
よ

り
就

業
会

員
の

確
保

に
努

め
た

結
果

、
家

事
支

援
フ

ォ
ロ

ー
目

標
値

を
達

成
し

、
事

業
の

拡
充

を
図

る
こ

と
が

で
き

た
。

○
地

域
貢

献
事

業
で

あ
る

シ
ル

バ
ー

孫
の

手
事

業
は

、
事

業
の

趣
旨

に
立

ち
返

り
、

3
0
分

以
内

に
完

了
す

る
高

齢
者

の
ち

ょ
っ

と
し

た
困

り
ご

と
の

お
手

伝
い

に
限

定
し

た
こ

と
に

よ
り

実
施

件
数

は
減

少
し

た
が

、
事

業
社

会
貢

献
事

業
と

し
て

今
後

も
事

業
Ｐ

Ｒ
に

努
め

、
継

続
実

施
す

る
。

目
標

設
定

の
考

え
方

平
成

3
0
年

度
の

目
標

は
、

前
年

度
実

績
を

参
考

に
セ

ン
タ

ー
事

業
の

更
な

る
拡

大
を

目
指

す
観

点
か

ら
設

定
し

た
。

①
セ

ン
タ

ー
事

業
の

拡
大

は
、

仕
事

の
担

い
手

で
あ

る
会

員
の

増
強

と
会

員
へ

提
供

す
る

仕
事

の
発

注
元

を
開

拓
し

、
就

業
機

会
を

提
供

す
る

こ
と

が
根

幹
で

あ
る

の
で

、
①

新
規

入
会

者
数

②
契

約
件

数
③

年
間

実
就

業
人

員
を

活
動

指
標

と
し

、
目

標
値

を
設

定
し

た
。

④
家

事
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

収
入

は
、

事
業

の
拡

大
に

向
け

、
近

年
地

域
ニ

ー
ズ

の
高

い
本

分
野

を
重

点
項

目
と

し
て

い
る

た
め

、
活

動
指

標
と

し
て

い
る

。
目

標
値

は
、

過
去

の
実

績
等

を
勘

案
し

設
定

し
た

。
⑤

シ
ル

バ
ー

孫
の

手
事

業
実

施
件

数
は

、
セ

ン
タ

ー
の

目
的

で
あ

る
社

会
貢

献
活

動
の

重
要

な
事

業
で

あ
る

た
め

指
標

と
し

、
目

標
値

は
、

過
去

の
実

績
か

ら
月

1
2
件

、
年

間
1
4
4
件

と
し

た
。

年
度

末
時

点
の

登
録

会
員

数

年
間

実
就

業
人

員
÷

年
度

末
会

員
数

事
業

収
入

＝
配

分
金

（
就

業
会

員
の

報
酬

）
＋

材
料

費
（
実

費
）
＋

事
務

費

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

年
間

就
業

率

事
業

収
入

成 果 指 標

年
度

末
会

員
数

活 動 指 標

平
成

3
0
年

度
中

に
一

度
で

も
就

業
し

た
会

員
数

年
間

実
就

業
人

員

地
域

ニ
ー

ズ
の

高
い

家
事

・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

分
野

の
事

業
収

入
家

事
・
子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

収
入

年
間

実
契

約
件

数

高
齢

者
世

帯
へ

の
無

償
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
実

施
件

数

新
規

に
入

会
し

た
人

数

契
約

件
数

新
規

入
会

者
数
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
（ア

）
千

円
1
,1

2
3
,6

6
1

1
,1

1
1
,7

6
3

1
,0

7
3
,2

6
9

1
,0

4
9
,8

8
2

1
,0

4
4
,7

5
5

千
円

1
7
3
,7

6
6

1
7
8
,2

0
1

1
6
8
,7

6
9

1
5
8
,2

6
1

1
5
4
,1

0
9

事
業

収
入

＋
労

働
者

派
遣

事
業

等
受

託
収

益
千

円
9
4
4
,2

5
9

9
2
8
,1

0
7

8
9
9
,1

0
3

8
8
6
,3

7
8

8
8
5
,3

5
3

千
円

5
8
1
,2

1
5

5
7
1
,2

3
5

5
4
8
,0

1
6

5
3
9
,2

2
1

5
3
8
,4

0
0

千
円

0
0

0
0

0
（イ

）
千

円
0

0
0

0
0

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

（
ウ

）
千

円
1
,1

2
6
,8

6
2

1
,1

1
8
,1

6
8

1
,0

7
4
,7

3
5

1
,0

4
5
,8

1
8

1
,0

4
4
,7

8
6

千
円

1
,0

7
4
,1

8
4

1
,0

6
3
,6

3
2

1
,0

2
4
,7

5
2

1
,0

0
0
,4

2
8

9
9
9
,3

9
7

千
円

9
2
3
,9

8
9

9
0
6
,9

9
3

8
7
8
,5

8
9

8
6
3
,0

1
8

8
6
1
,7

9
2

千
円

1
5
0
,1

9
5

1
5
6
,6

3
9

1
4
6
,1

6
3

1
3
7
,4

1
0

1
3
7
,6

0
5

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
5
8
0
,2

1
5

5
7
1
,2

3
5

5
4
8
,0

1
6

5
3
9
,2

2
1

5
3
8
,4

0
0

千
円

5
2
,6

7
8

5
4
,5

3
6

4
9
,9

8
3

4
5
,3

9
0

4
5
,3

8
9

千
円

7
,5

2
9

7
,4

1
2

7
,5

0
4

7
,1

0
1

7
,1

4
2

千
円

4
5
,1

4
9

4
7
,1

2
4

4
2
,4

7
9

3
8
,2

8
9

3
8
,2

4
7

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
1
9
5
,3

4
4

2
0
3
,7

6
3

1
8
8
,6

4
2

1
7
5
,6

9
9

1
7
5
,8

5
2

千
円

2
8
,1

4
0

2
6
,5

7
4

2
6
,6

8
6

2
6
,7

7
0

2
7
,0

4
3

（エ
）

千
円

2
3
9
,3

0
2

2
4
0
,9

0
0

2
1
1
,9

8
8

2
0
9
,7

3
9

2
1
0
,4

9
7

千
円

1
2
3
,8

1
5

1
3
1
,8

0
5

1
0
4
,3

3
3

9
8
,0

0
1

9
8
,7

9
0

資
産

－
負

債
千

円
1
1
5
,4

8
7

1
0
9
,0

9
5

1
0
7
,6

5
5

1
1
1
,7

3
8

1
1
1
,7

0
7

千
円

0
0

0
0

0
（シ

）役
員

、
派

遣
職

員
、

固
有

職
員

の
総

数
人

6
9

6
6

6
6

6
6

6
4

常
勤

人
1

1
1

1
1

非
常

勤
人

1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
0

0
0

0
0

常
勤

人
1
3

1
4

1
4

1
3

1
3

非
常

勤
パ

ー
ト

タ
イ

ム
、

ア
ル

バ
イ

ト
を

含
む

人
3
9

3
5

3
5

3
6

3
4

（ス
）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
3
5
.8

3
6
.0

3
6
.0

3
5
.7

3
3
.8

人
2
2
6
,5

2
4

2
2
7
,1

0
4

2
2
3
,8

1
4

2
2
0
,0

2
9

2
1
7
,4

0
8

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
6
,3

2
7

6
,3

0
8

6
,2

1
7

6
,1

6
3

6
,4

3
2

事
業

収
入

費
／

就
業

延
べ

日
人

員
円

4
,1

6
8

4
,0

8
7

4
,0

1
7

4
,0

2
8

4
,0

7
2

事
業

収
入

費
／

延
べ

受
託

件
数

円
5
2
,0

3
7

5
0
,6

1
4

4
9
,3

7
4

4
8
,8

6
0

4
9
,9

2
1

総
事

業
費

／
月

平
均

会
員

数
円

3
7
0
,4

0
8

3
8
4
,2

6
0

3
7
8
,2

7
7

3
7
4
,6

9
2

3
7
4
,8

6
8

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

財  務  状  況

総
収

入
（経

常
収

入
）

総 収 入 の う ち 常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

*総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

役
員

数

り コ ス ト

単 位 当 た

就
業

会
員

一
人

一
日

当
り

直
接

費

受
託

一
件

当
り

直
接

費

会
員

一
人

当
り

総
事

業
費

組   織

総
職

員
数

内  訳
派

遣
職

員
数

固
有

職
員

数項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（
決

算
額

）
÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
1
0
0
.1

9
8
.8

9
8
.1

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
▲

 1
,4

6
6

4
,0

6
4

▲
 3

1
通

常
黒

字
が

望
ま

し
い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
9
.9

1
0
0
.4

1
0
0
.0

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
9
6
.9

9
8
.6

9
9
.9

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
9
6
.5

9
7
.8

9
9
.5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

9
5
.3

9
5
.7

9
5
.7

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
4
.7

4
.3

4
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
比

率
補

助
金

収
入

÷
総

収
入

合
計

×
１

０
０

％
1
5
.7

1
5
.1

1
4
.8

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
-

-
-

区
委

託
事

業
比

率
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

÷
総

事
業

費
×

１
０

０
   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

5
3
.5

5
3
.9

5
3
.9

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

5
0
.8

5
3
.3

5
3
.1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
-

-
-

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
1
7
.6

1
6
.8

1
6
.8

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

2
.8

2
.8

3
.0

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

3
.4

2
.8

2
.6

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

4
.6

6
.7

▲
 0

.1
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

5
.1

5
.0

5
.0

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

当
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
2
4
,9

7
5

2
4
,8

2
9

2
6
,1

9
4

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
▲

 0
.7

1
.9

▲
 0

.0
1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

1
,1

0
9
,6

5
9

1
,0

2
1
,5

0
6

1
,0

4
6
,7

3
8

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
1
0
3
.4

9
7
.3

1
0
0
.2

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

○
公

益
社

団
法

人
に

は
、

収
支

相
償

が
求

め
ら

れ
て

い
ま

す
。

平
成

30
年

度
の

経
常

収
支

は
マ

イ
ナ

ス
3万

1千
円

と
、

ほ
ぼ

収
支

が
均

衡
し

て
い

る
。

○
事

業
収

入
は

前
年

度
を

１
百

万
円

程
下

回
っ

た
た

も
の

の
、

過
去

最
低

の
減

少
額

だ
っ

た
め

、
事

業
収

入
の

伸
長

率
に

つ
い

て
は

1.
3ポ

イ
ン

ト
改

善
し

て
お

り
、

猛
暑

や
台

風
の

影
響

を
受

け
夏

に
除

草
な

ど
を

例
年

並
み

に
実

施
出

来
な

か
っ

た
影

響
を

考
慮

す
る

と
、

事
業

収
入

の
減

少
に

一
定

の
歯

止
め

を
か

け
る

こ
と

が
で

き
た

も
の

と
思

わ
れ

る
。

○
管

理
費

比
率

の
削

減
率

が
マ

イ
ナ

ス
に

転
じ

た
理

由
は

、
管

理
費

の
減

少
割

合
が

事
業

収
入

の
減

な
ど

に
伴

う
事

業
費

の
減

少
割

合
よ

り
も

低
か

っ
た

こ
と

に
よ

る
。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
9
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

△
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
△

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

△

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
△

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○
分 析 ・ 評 価 6

事
業

内
容

と
団

体
の

設
立

目
的

が
合

致
し

て
い

る
か

。
○

目
的

適
合

性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
○

健
全

性

11
意

思
決

定
及

び
業

務
の

妥
当

性
を

確
保

す
る

た
め

の
監

理
体

制
が

で
き

て
い

る
か

。
△

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

×

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
△

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
△

分 析 ・ 評 価

分
 野

計  画  性

6
0

目 的 適 合 性 組 　 織 　 健  全  性

5
0

○
東

京
し

ご
と

財
団

主
催

の
職

員
研

修
等

に
積

極
的

に
参

加
し

、
職

員
の

資
質

向
上

を
図

っ
た

。
○

各
委

員
会

で
事

業
内

容
等

を
検

討
し

、
理

事
会

の
決

定
を

経
て

事
業

を
運

営
し

た
。

○
公

認
会

計
士

に
よ

る
検

査
、

監
事

に
よ

る
中

間
及

び
期

末
監

査
と

現
金

を
取

り
扱

う
就

業
現

場
の

監
査

を
実

施
し

て
い

る
。

し
か

し
、

区
か

ら
受

託
し

て
い

る
有

料
自

転
車

駐
車

場
管

理
業

務
に

お
い

て
使

用
料

の
不

正
行

為
が

発
覚

し
た

。
再

発
防

止
の

た
め

業
務

改
善

計
画

を
立

て
、

使
用

料
の

取
扱

い
を

改
め

る
と

と
も

に
、

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

・
公

金
の

取
扱

い
に

関
す

る
研

修
を

実
施

す
る

な
ど

、
会

員
・
役

員
・
職

員
に

様
々

な
機

会
を

捉
え

「
法

令
や

社
会

規
範

の
遵

守
」
を

徹
底

し
た

。
○

就
業

開
拓

な
ど

事
業

収
入

の
増

加
な

ど
自

主
財

源
の

確
保

に
努

め
、

補
助

金
収

入
比

率
は

少
し

づ
つ

減
少

し
て

い
る

が
、

更
な

る
自

主
財

源
の

確
保

に
努

め
る

必
要

が
あ

る
。

○
前

述
し

た
「
法

令
や

社
会

規
範

の
遵

守
」
の

徹
底

に
合

わ
せ

、
「
個

人
情

報
の

適
切

な
管

理
」
に

つ
い

て
も

、
様

々
な

機
会

を
利

用
し

、
会

員
・
役

員
・
職

員
に

周
知

徹
底

し
た

。

○
令

和
元

年
度

５
月

に
中

期
計

画
「
れ

い
わ

ラ
イ

ジ
ン

グ
プ

ラ
ン

（
令

和
元

～
5
年

度
）
を

策
定

し
た

が
、

平
成

3
0
年

度
は

素
案

段
階

で
あ

っ
た

。
○

「
保

健
福

祉
計

画
」
な

ど
の

区
の

方
針

の
他

、
国

（
厚

生
労

働
省

）
及

び
東

京
都

シ
ル

バ
ー

連
合

の
方

針
と

の
整

合
を

図
り

、
年

次
計

画
を

設
定

し
た

。
○

前
年

度
の

取
り

組
み

状
況

、
成

果
を

確
認

・
検

証
等

し
、

平
成

3
0
年

度
事

業
計

画
（
目

標
）
に

反
映

し
た

。

○
定

款
に

定
め

る
目

的
及

び
公

益
認

定
の

事
項

に
沿

っ
て

、
事

業
計

画
及

び
予

算
を

編
成

し
事

業
を

運
営

し
た

。
○

就
業

会
員

打
ち

合
わ

せ
会

等
に

お
け

る
会

員
か

ら
の

意
見

や
、

公
共

利
用

者
ア

ン
ケ

ー
ト
、

お
客

様
満

足
度

調
査

な
ど

の
調

査
結

果
を

基
に

、
セ

ン
タ

ー
運

営
の

課
題

を
各

委
員

会
・
理

事
会

で
検

討
し

、
改

善
を

図
っ

た
。

○
地

域
ニ

ー
ズ

の
高

い
家

事
援

助
・
育

児
支

援
等

の
サ

ー
ビ

ス
事

業
の

拡
充

に
努

め
た

。
○

会
員

か
ら

の
新

規
事

業
等

の
提

案
を

検
討

す
る

た
め

の
新

規
提

案
事

業
等

検
討

委
員

会
を

新
た

に
設

置
し

た
。

○
：
十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

1
0
0
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
を

行
っ

て
い

る
か

。
△

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

△
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

効  率  性

9
0

経  済  性

○
月

次
決

算
を

行
い

予
算

執
行

状
況

を
十

分
分

析
し

、
公

益
法

人
と

し
て

適
切

に
運

営
し

た
。

○
事

業
体

制
の

見
直

し
を

行
い

、
嘱

託
員

、
臨

時
職

員
を

削
減

し
た

。
○

資
金

運
用

は
、

現
状

の
金

融
市

場
を

俯
瞰

す
る

と
、

安
全

性
と

流
動

性
を

優
先

す
べ

き
と

の
判

断
か

ら
慎

重
な

運
用

に
留

め
た

。
○

事
務

連
絡

会
の

場
に

お
い

て
、

事
務

処
理

の
効

率
改

善
に

取
り

組
ん

だ
。

○
効

率
的

に
業

務
を

行
う

た
め

に
導

入
し

て
い

る
業

務
シ

ス
テ

ム
（
シ

ル
バ

ー
人

材
セ

ン
タ

ー
用

に
開

発
さ

れ
て

い
る

汎
用

シ
ス

テ
ム

）
の

改
修

、
維

持
管

理
は

外
部

委
託

し
て

い
る

。

○
第

3
ブ

ロ
ッ

ク
（
6
セ

ン
タ

ー
）
内

で
の

共
同

研
修

の
開

催
や

情
報

交
換

な
ど

を
通

じ
て

、
他

セ
ン

タ
ー

を
参

考
に

業
績

向
上

等
に

取
り

組
ん

だ
。

○
消

耗
品

等
物

品
で

は
ネ

ッ
ト
販

売
を

含
め

よ
り

安
価

な
価

格
で

購
入

す
る

な
ど

常
に

コ
ス

ト
意

識
を

持
ち

、
物

品
調

達
コ

ス
ト
の

低
減

に
努

め
た

。
○

業
者

選
定

は
、

財
務

規
程

に
沿

っ
て

処
理

を
し

た
。

○
地

域
ニ

ー
ズ

の
高

い
職

種
（
家

事
・
育

児
サ

ー
ビ

ス
）
の

受
注

対
応

強
化

に
努

め
た

。
ま

た
、

平
成

3
0
年

1
0
月

か
ら

労
働

者
派

遣
事

業
が

ス
タ

ー
ト
し

た
の

を
契

機
に

、
平

成
3
0
年

1
1
月

か
ら

就
業

開
拓

員
２

名
を

雇
用

し
、

労
働

者
派

遣
事

業
を

含
め

た
セ

ン
タ

ー
事

業
に

つ
い

て
、

区
内

事
業

所
に

電
話

・
訪

問
に

よ
る

営
業

活
動

を
始

め
、

就
業

機
会

の
拡

充
に

努
め

た
。

9
0
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

○
平

成
30

年
度

は
、

会
員

の
増

強
、

就
業

機
会

拡
大

策
の

強
化

、
適

正
就

業
の

推
進

及
び

適
切

な
契

約
の

締
結

、
安

全
就

業
の

強
化

の
４

項
目

を
基

本
方

針
に

掲
げ

事
業

に
取

り
組

ん
だ

。
そ

の
結

果
、

会
員

数
は

、
目

標
に

は
届

か
な

か
っ

た
が

女
性

会
員

が
増

え
た

こ
と

に
よ

り
６

年
ぶ

り
に

増
加

し
、

会
員

数
拡

大
の

兆
し

が
見

え
て

き
た

。
事

業
収

入
は

、
前

年
度

を
１

百
万

円
程

下
回

っ
た

が
、

猛
暑

や
台

風
の

影
響

を
受

け
夏

に
除

草
な

ど
を

例
年

並
み

に
実

施
出

来
な

か
っ

た
こ

と
を

考
慮

す
る

と
、

事
業

収
入

に
一

定
の

歯
止

め
を

か
け

る
こ

と
が

で
き

た
と

思
わ

れ
る

。
○

新
た

に
開

始
し

た
労

働
者

派
遣

事
業

は
、

平
成

30
年

度
に

成
立

し
た

契
約

は
１

件
で

あ
る

が
、

今
後

の
規

模
の

拡
大

が
見

込
ま

れ
る

。
傷

害
・
賠

償
事

故
は

、
前

年
度

を
下

回
っ

た
が

少
な

く
な

い
件

数
が

発
生

し
て

い
る

た
め

、
安

全
管

理
委

員
会

が
中

心
と

な
り

事
故

の
未

然
防

止
に

努
め

て
い

く
。

○
ま

た
、

経
済

・社
会

環
境

の
変

化
や

超
高

齢
者

社
会

へ
の

進
展

を
見

据
え

、
こ

れ
か

ら
の

セ
ン

タ
ー

運
営

の
指

針
と

な
る

中
期

計
画

の
策

定
を

進
め

た
。

（
令

和
元

年
５

月
に

「れ
い

わ
　

ラ
イ

ジ
ン

グ
　

プ
ラ

ン
」と

し
て

策
定

）
○

一
方

で
平

成
30

年
5月

に
区

か
ら

受
託

し
て

い
る

有
料

自
転

車
駐

車
場

管
理

業
務

の
一

部
で

使
用

料
の

取
扱

い
で

不
正

が
行

わ
れ

て
い

た
こ

と
が

発
覚

し
た

。
再

発
防

止
策

と
し

て
、

区
に

提
出

し
た

業
務

改
善

実
施

計
画

に
基

づ
き

、
使

用
料

の
取

扱
い

を
見

直
し

す
る

と
と

も
に

、
会

員
・
役

員
・
職

員
に

様
々

な
機

会
を

捉
え

「
法

令
や

社
会

規
範

の
遵

守
」の

徹
底

を
図

っ
た

。

平
成

31
年

度
は

、
会

員
の

増
強

、
就

業
機

会
拡

大
策

の
強

化
、

安
全

就
業

の
強

化
、

適
正

就
業

の
推

進
の

４
項

目
を

基
本

方
針

と
し

事
業

に
取

り
組

む
。

≪
平

成
31

年
度

目
標

値
≫

　
新

規
入

会
者

数
40

0名
　

年
度

末
会

員
数

2,
80

0名
　

年
間

実
就

業
人

員
2,

05
0名

　
年

間
就

業
率

73
.0

％
　

事
業

収
入

9
0
9
,9

8
4
千

円
≪

主
な

取
り

組
み

≫
・就

業
開

拓
員

を
通

年
で

雇
用

し
、

区
内

事
業

所
に

営
業

活
動

を
行

い
、

就
業

機
会

の
拡

大
に

努
め

る
。

・平
成

30
年

10
月

に
開

始
し

た
労

働
者

派
遣

事
業

の
周

知
・拡

充
に

努
め

る
。

・会
員

募
集

チ
ラ

シ
及

び
事

業
Ｐ

Ｒ
チ

ラ
シ

を
区

内
広

域
に

配
布

す
る

。
・家

事
・子

育
て

支
援

サ
ー

ビ
ス

な
ど

需
要

に
対

し
て

就
業

会
員

が
不

足
し

て
い

る
分

野
に

つ
い

て
は

、
会

員
に

就
業

者
募

集
状

況
を

周
知

し
、

就
業

拡
大

の
推

進
に

努
め

る
。

・臨
・短

・軽
に

よ
る

働
き

方
や

健
康

管
理

の
面

か
ら

、
月

就
業

時
間

が
80

時
間

程
度

と
な

る
よ

う
に

適
切

に
調

整
す

る
。

団
体

名
称

公
益

社
団

法
人

杉
並

区
シ

ル
バ

ー
人

材
セ

ン
タ

ー

総 合 評 価

（ 区 へ の 要 望 等 ）

そ の 他

○
就

業
支

援
：民

間
事

業
所

等
へ

の
就

業
開

拓
に

努
め

ま
す

が
、

杉
並

区
か

ら
の

受
託

業
務

は
多

く
の

会
員

の
就

業
の

場
と

な
っ

て
い

る
の

で
、

今
後

も
継

続
及

び
新

規
業

務
の

発
注

を
お

願
い

し
た

い
。

○
財

政
支

援
：事

業
収

入
の

拡
大

に
は

努
め

ま
す

が
、

公
益

社
団

法
人

と
し

て
適

正
に

事
業

運
営

を
す

る
た

め
に

引
き

続
き

再
生

支
援

を
お

願
い

し
た

。

取 組 ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

○
高

齢
化

が
急

速
に

進
む

中
、

６
５

歳
ま

で
の

継
続

雇
用

の
定

着
、

更
な

る
雇

用
延

長
な

ど
高

齢
者

を
取

り
巻

く
雇

用
環

境
の

変
化

の
影

響
を

受
け

、
新

規
入

会
会

員
の

平
均

年
齢

は
年

々
上

昇
し

、
会

員
の

高
齢

化
が

進
む

な
ど

セ
ン

タ
ー

を
取

り
巻

く
経

済
・社

会
環

境
は

大
き

く
変

化
し

て
い

る
。

こ
う

し
た

環
境

の
変

化
や

超
高

齢
化

社
会

へ
の

進
展

を
見

据
え

た
上

で
、

会
員

に
就

業
の

機
会

や
生

き
が

い
の

場
を

提
供

す
る

な
ど

の
役

割
を

果
た

す
と

と
も

に
、

効
率

的
な

セ
ン

タ
ー

運
営

に
努

め
る

必
要

性
が

あ
る

。
○

中
期

計
画

～
れ

い
わ

　
ラ

イ
ジ

ン
グ

　
プ

ラ
ン

～
は

、
こ

う
し

た
状

況
を

踏
ま

え
こ

れ
か

ら
の

セ
ン

タ
ー

の
運

営
指

針
と

し
て

策
定

し
た

も
の

で
あ

り
、

計
画

を
推

進
す

る
中

で
、

会
員

が
就

業
や

地
域

貢
献

な
ど

に
よ

る
社

会
参

加
を

通
じ

て
、

地
域

社
会

に
活

力
を

生
み

出
す

と
と

も
に

、
会

員
自

身
の

楽
し

み
、

生
き

が
い

づ
く

り
に

寄
与

す
る

べ
き

役
割

を
果

た
し

て
い

く
。
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

○目標設定及び数値は、前年度実績を基にしているので妥当である。
○今後は、新たに策定した「れいわライジングプラン」の目標値達成に向けて、毎年度適切な目標値の設
定をされることを望む。

事業分析
(現状の分析・

評価）

○新規会員拡充の取り組みは、女性会員の増加し会員拡大につながっており評価できるが、一方で、実
就業に結び付ける取組は十分とは言えないことから、未就業会員意向調査や要望を踏まえ、引き続き新
たな分野の就業開拓や人材育成などの改善を期待する。
○平成30年10月から開始した派遣事業は、就業開拓員2名を雇用し、契約成立は1件であったが、今後
就業先の開拓に期待する。
○家事、子育て支援サービス事業は57,00７千円で目標値を上回りとなり、地域のニーズに応えているも
のと評価する。今後とも、この分野での就業拡大の推進に努めることを望む。
○地域貢献事業であるシルバー孫の手事業は、社会貢献事業として重要であり、継続していくことを望
む。30分以内に完了する高齢者のちょっとした困りごとのお手伝いに業務を限定し、時間を超えた利用に
対し、事業の趣旨の浸透に努めたことは確認できたので、引き続き事業趣旨・内容の周知に努めることを
望む。

財務状況等の推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

○事業収入では、猛暑や台風の影響を受け、例年並みに除草などが出来なかったため、前年度を100万
円程下回り、減少傾向に歯止めがかかったものと評価する。
○平成30年度から開始した労働者派遣事業は、１１月から就業開拓員を2名雇用し、区内事業所に営業
を開始した。今後は地域ニーズに応えるため事業所・家庭に力点を置き、民間からの受注拡大に取り組
み、会員の就業機会を拡大することを望む。

経営分析

定量評価

○経常収支はわずかながらマイナスに転じたが、ほぼ収支は均衡していると評価する。安定的な黒字経
営となるよう求める。

定性評価

○令和元年5月に中期計画「れいわライジングプラン」を区の求めに応じ策定できたことから、今後5か年
の中期計画達成に向け、これからのセンター運営において重要な役割を果たすものとなるよう期待する。
○平成30年度に発覚した区が委託している有料自転車駐車場管理業務において使用料の不正行為に
ついては、再発防止のため、業務改善計画を立て、使用料の取扱いを厳格なものに改めるとともに、コン
プライアンスの徹底に早期に着手したことは評価する。引き続き会員の研修等によるコンプライアンス意識
の徹底等に努めていただきたい。

二次評価（区経営評価）
○平成30年度は前年度同様に会員の増強、就業機会拡大策の強化、適正就業の推進及び適切な契約の締結、安全就業の
強化の４項目を基本方針に掲げ、事業に取り組んだが、今後は令和元年に策定された中期計画「れいわライジングプラン」を
基に、目標値を定め、計画的に評価・検証しつつ運営されることを望む。
○契約件数が減少傾向にあることから、安定した収入確保に向けて派遣事業等での就業開拓などによる事業収入の増大を
図り、自主財源の向上に努めていただきたい。また、より効率的で効果的なセンターの運営を目指し、事業のあり方や組織体
制の検証を望む。
○事業収入においては、特に家事・子育て支援サービス事業の地域ニーズが高く、年々増加傾向にある。引き続き、未就業
会員の意向調査などを踏まえ、集合相談会や就業支援講習を開催し、就業会員の拡充に努めていただきたい。
○地域貢献活動として実施している「シルバー孫の手」事業は、30分以内の作業とする見直しにより、利用者が一時的に減少
する結果となったが、今後も幅広い周知に努め、一層拡大していくことを望む。
○安全面では、前年度を下回ったとはいえ、傷害事故23件、賠償事故9件、計32件の事故が発生したため、事故の未然防止
にむけた意識啓発と高齢会員に適した就業の確保に引き続き努めることを望む。
○平成30年度に発覚した区委託事業における使用料の不正行為は、業務改善計画を区に提出し、コンプライアンス意識の徹
底、公金の取り扱いに関する研修をセンターにおいて行った。今後もセンターの信頼回復に向け、より一層コンプライアンス意
識や監査の徹底に取り組んでいただきたい。
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特定非営利活動法人 

すぎなみ環境ネットワーク 
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成28年度 平成29年度

件 1,836 1,819

団体数 511 521

人 22,649 21,455

件 2,595 2,709

トン 6,330 6,082

単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 108,278 106,597 76,629

千円 0 0 0

千円 102,460 104,524 78,475

千円 38,790 42,124 36,565

千円 5,818 2,073 ▲ 1,846

％ 89.6 89.4 87.7

％ 10.4 10.6 12.3

％ 5.2 5.3 7.2

％ 75.5 75.3 73.9

千円 2,980 2,958 3,029

千円 101,793 104,346 78,667

人 60 63 47

人 34.4 34.1 23.3

％ 2.9 2.9 4.3

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 90

A A A 100

A A A 90

A A B 70

A A A 100

A A A 450

5941－8701特定非営利活動法人　すぎなみ環境ネットワーク

1．環境保全及びリサイクルに関する普及啓発
2．同情報の収集及び提供
3．同調査研究
4．集団回収の推進
5．家具、衣料品等のリユース
6．エコ商品の普及
7．小中学生環境学習・サミット支援
8．フリーマーケットの運営、環境イベントの開催
9．市民・他団体・行政等とのネットワーク構築

特記事項

⑩普及啓発事業（環境活動）講座・講演会・見学会
　　…講座 22講座、川ガキ復活講座 全9回、講演会 3回、清掃工場
連携講演会1回、 バス見学会 2回　   参加者数　795人
⑪講師養成講座…1講座5回シリーズ　　参加者 10人
⑫学校支援…実施数 109回　児童・生徒数　7,928人
⑬小中学生環境サミット…10校　児童・生徒数 1,210人
⑭みどり事業…参加者数　381人
⑮小型電子機器等の選別・分解等事業…訓練生 49人　処理量
13,816Kg
⑯環境イベント（すぎなみエコ路地フェスタ）の開催…参加団体数 25
来場者1,002人
フードドライブ事業…受付人数561人、受付個数3,282個
環境活動推進センター施設利用件数…延べ331回

事業内容

0千円 平成15年2月19日

事業目的

自主事業の売上減等による
影響で、30年度は約200万円
の赤字となった。

成果
指標

①家具販売…2,531件
②衣料品販売…50,042点
③フリーマーケットの運営…6回・88区画
④不用品情報コーナー…契約成立件数　47件
⑤集団回収の推進…団体数：529　回収量：5,832ｔ
⑥ディッシュ・リユース・システムの実施：9回　参加人数2,801人
⑦かんきょうアイデア展…出品 82点、参加小中校18校　来場者831人
⑧普及啓発事業（もったいない精神）講座・講演会・見学会
　　…講座　84講座、講演会 1回、バス見学会　1回　参加者数　2,821人
⑨普及啓発事業（みどりテーマ）講座・講演会・見学会
　　…講座5講座、講演会1回、観察会4回、バス見学会2回　参加者数
329人

指標名 平成30年度算式･内容

区民の不要となった家具を引き取った数

5,832

（カ）　事業費比率

活動
指標

家具販売件数

衣料品販売所来
店者数

集団回収登録団体数

　　　令和元年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

自治会・集合住宅等の団体が回収した量

来店者数

2,531

1,705

529

20,821

家具販売件数

家具引き取り件数

集団回収団体数

環境部環境課

団
体
概
要

・環境や省エネ、リサイクルに関する諸事業の推進
を通じて、区民の環境保全行動に寄与する。
・区民の環境に関する関心を図るとともに、地球温
暖化防止を高め、ひいては地球環境の保全に努め
る事業を展開していく。

区内在住・在勤・在学の方

経済性

平成30年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入比率

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

集団回収回収量

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成28年度 平成29年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
3
0
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）　職員一人当たり事業収入

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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定性評価
①自主事業の売上減等による影響で、30
年度は約200万円の赤字となった。
②30年度末で2900万円余の正味財産が
あるとはいえ、リユース事業での売上増、
新たな受託事業の確保など収益の確保に
努めなければ、法人自体の存続が危ぶま
れる。一方で、人件費の支出が費用の７
割以上を占めているところから、事務の改
善や効率的な執行を徹底させ、人件費の
削減を図る。
③リユース商品の販売価格は消費税が含
まれている内税方式を採用している。本年
10月の消費税増税にあたり収益事業が減
にならないよう、リサイクルひろば高井戸で
のフェア開催や環境活動推進センター活
性化事業（フリーマーケット、すぎなみエコ
路地フェスタ、かんきょうアイデア展）の周
知に努め、来場者がリユース商品に興味
をもって、買い物につながるように仕向け
る。

計
画
性

○事業推進にあたっては、区の環境基本計画や実行計画（3年プログラム）との整合性
を確保して策定した「すぎなみ環境ネットワーク第3次中期計画(平成28～32年度）」を、
予算に反映させて実行した。
○事業実績は、各事業毎に検証し、翌年度の事業計画に反映させている。平成30年度
は、当法人を取り巻く環境の変化や新たな課題へ対応するため、「第3次中期計画」の
見直しを行っている。

目
的
適
合
性

総合評価
○リサイクル、次世代への環境学習や普及啓発、みどりの保全の3つの分野で、第3次中期計画に沿って区からの受託事業と当法人の収益
事業（自主事業）を中心に、着実に取り組んだ。第3次中期計画で定めた平成30年度の達成状況は、全69事業中、達成及び概ね達成できた
事業が66事業、未達事業は3事業であって、環境に配慮した持続可能な社会の実現に向けて、行動することができた。財政面では、あんさん
ぶる荻窪閉館により管理受託契約等が終了したため、人員を削減しそれに伴って人件費も減額したが、3期ぶりに約200万円の赤字経営と
なった。
○自主事業であるリサイクルひろば高井戸でのリユース事業については、定期的なフェアの開催や店舗の広さの関係から展示できない大型
家具については写真展示を行うなどして収入の確保に努めた。
○今後についても、フェア開催の工夫等によるリサイクル事業の一層の収入増や、企業の助成金活用、収支の分析等による事業の見直し、
事務改善等で収支改善に取り組むとともに、区や区民、事業者等と協働して環境問題への課題解決を図る等、環境保全活動に取り組んで
いく。

○法人の設立目的は、環境保全分野におけるリサイクル等の諸事業を行うことにより区
民の環境に関する関心を高め、ひいては地球環境の保全に寄与することであり、この目
的に沿って中期計画を策定し、リユースの促進・環境保全に関する普及啓発、リサイク
ルの推進、ごみの減量等の事業を実施している。
○各事業終了後、参加者からアンケートをとり、それぞれの事業委員会でアンケート結
果を分析し、現在の環境問題や住民ニーズの変化等を取り入れて事業目標を設定し、
企画・実施を行っている。

組
織
健
全
性

○OJTを中心に職員の指導育成を行い、業務実施にあたってはローテーション勤務に
伴う情報不足の解消や意思疎通の円滑化を図るため、朝ミーティングや定期的な職場
会議等を実施し、課題解決に向けた組織の一体性確保に努めた。しかし、好調な景気
の影響や職員の定年などによる退職が相次ぎ、スキルの継承が十分行えなかった。
○財産管理や会計処理は、税理士の専門指導のもと、複数の職員により相互に連携す
る体制で進め、法人監事の監査を受けた。
○個人情報の保護については具体的な事例を研修に取り入れ、その重要性を説き、厳
格な管理の徹底に努めた。情報公開については、毎年法人の事業報告書・決算書を
作成し、法人定款とともに法人ホームページで公開している。

効
率
性

○人件費削減のため、時間外勤務に当たって事前承認制のより一層の周知を図り、超
過勤務手当の削減に努めた。また、会計事務の委託先である税務事務所に会計ソフト
の不明点や操作に関する質問などを行うことで、経理事務の改善・事務処理の効率化
に役立てた。
○ホームページの維持管理や適正な経理事務の推進のため、担当職員と委託業者と
の連絡調整を密に進め、事務の効率化を図った。
○資産運用については、年度当初に必要となる法人の運営資金を考えるならば、現在
の収支状況から運用する余裕はない。

経
済
性

○委託や物品調達にあたっては、複数の見積、費用対効果等を参考に、過去の実施
状況を考慮するなど可能な限りコスト縮減に取り組んだ。
○リサイクル事業は、本法人の自主事業で収益事業であるが、ここ数年　売り上げが逓
減傾向にある。事業収入の増加対策のため、リサイクルひろば高井戸で家具や衣料品
等のフェアを開催し集客力を高めることで、家具・衣料品等の販売増に努めたが、更な
る努力が必要である。
○法人の事業推進にあたっては、収益事業や各種事業運営において数多くの区民ボ
ランティアの協力を得て実施した。

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

事業分析（現状の分析・評価）
①自主事業の柱であるリユース事業全体での売り上げ額は、前年度と比較して110万円余減少した。住宅事情の変化に伴う大型家具の販売
不振が響き、家具販売だけで100万円余の売り上げ減であった。衣料品については、季節毎にフェアを開催してバーゲンを行うなど工夫を凝
らした結果、29年度に比べて22万円余売上増があった。
②講座・講習会は、夏休み中に開催する子ども向けの講座の一覧を載せたチラシを作成し、付近の学校に配布したことで多くの申込者が
あった。また、講演会では、マイクロプラスチックや気候変動など時流に叶ったテーマに取り組み区民から好評であった。
③小・中学校・高校へサポーターを派遣し、環境学習への支援を行う学校支援事業は学校への派遣回数・派遣人数、参加児童・生徒数いず
れも前年度より増加した。小中学生環境サミットへの学習・開催支援事業は、コーディネーター派遣数・環境サミット参加校は、29年度より減
少した。長期・複数回にわたる実施や担当教諭の異動など受け入れる学校の環境の変化に影響を受けた。
④集団回収は新聞購読者数減等の影響により、回収量は逓減傾向にあるが、登録団体は8団体増加した。しかし、高齢などから実際に活動
していない休眠団体も見受けられ、取り組む側の高齢化が問題となってきている。小型電子機器等の選別・分解等業務は、区の方針の変更
によって30年度で本法人での受託は終了した。
⑤かんきょうアイデア展は、区の受託事業として実施した。出展数は前年度を下回ったが、エコ路地フェスタに合わせた開催によって、来場者
数は前年度より92名の増であった。
⑥昨年度から受託を開始したフードドライブ事業は、食品ロス削減の気運の高まりとともに区民から多くの寄付があり、寄付された食品を地域
の福祉団体や施設などに提供することで有効に活用できた。

経営分析
定量評価
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り

事
業

…
参

加
者

数
　

3
8
1
人

⑮
小

型
電

子
機

器
等

の
選

別
・
分

解
等

事
業

…
訓

練
生

 4
9
人

　
処

理
量

 1
3
,8

1
6
K

g
⑯

環
境

イ
ベ

ン
ト
（
す

ぎ
な

み
エ

コ
路

地
フ

ェ
ス

タ
）
の

開
催

…
参

加
団

体
数

：
2
5
　

来
場

者
：
1
,0

0
2
人

⑰
フ

ー
ド

ド
ラ

イ
ブ

事
業

…
受

付
人

数
5
6
1
人

　
受

付
個

数
3
,2

8
2
個

⑱
環

境
活

動
推

進
セ

ン
タ

ー
施

設
利

用
件

数
…

　
延

べ
 3

3
1
回

事 業 内 容
①

家
具

販
売

…
2
,5

0
0
件

　
　

　
　

　
　

②
衣

料
品

販
売

…
5
0
,0

0
0
点

③
フ

リ
ー

マ
ー

ケ
ッ

ト
の

運
営

…
6
回

・
8
8
区

画
④

不
用

品
情

報
コ

ー
ナ

ー
…

契
約

成
立

件
数

　
1
0
0
件

⑤
集

団
回

収
の

推
進

…
団

体
数

：
4
6
8
　

回
収

量
：
6
,6

7
0
ｔ

⑥
デ

ィ
ッ

シ
ュ

・
リ
ユ

ー
ス

・
シ

ス
テ

ム
の

実
施

…
　

1
0
回

　
参

加
人

数
 2

,5
0
0
人

⑦
か

ん
き

ょ
う

ア
イ

デ
ア

展
…

出
品

1
0
0
点

、
参

加
小

中
校

 1
8
校

　
来

場
者

 7
0
0
人

⑧
普

及
啓

発
事

業
（
も

っ
た

い
な

い
精

神
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
講

座
　

8
4
講

座
、

清
掃

工
場

連
携

講
演

会
 １

回
、

バ
ス

見
学

会
　

１
回

　
参

加
者

数
　

2
,5

0
0
人

⑨
普

及
啓

発
事

業
（
み

ど
り

テ
ー

マ
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
講

座
　

5
講

座
、

講
演

会
　

1
回

、
観

察
会

 4
回

、
バ

ス
見

学
会

 2
回

　
参

加
者

数
　

3
0
0
人

⑩
普

及
啓

発
事

業
（
環

境
活

動
）
講

座
・
講

演
会

・
見

学
会

　
　

…
講

座
 2

2
講

座
、

川
ガ

キ
復

活
講

座
 全

9
回

、
講

演
会

 3
回

、
清

掃
工

場
連

携
講

演
会

 １
回

、
　

　
　

　
バ

ス
見

学
会

 2
回

  
 参

加
者

数
　

7
0
0
人

⑪
講

師
養

成
講

座
…

1
講

座
5
回

シ
リ
ー

ズ
　

　
参

加
者

 1
0
人

⑫
学

校
支

援
…

実
施

数
 1

0
0
回

　
児

童
・
生

徒
数

　
7
,5

0
0
人

⑬
小

中
学

生
環

境
サ

ミ
ッ

ト
…

1
0
校

　
児

童
・
生

徒
数

 9
0
0
人

⑭
み

ど
り

事
業

…
参

加
者

数
　

2
5
0
人

⑮
小

型
電

子
機

器
等

の
選

別
・
分

解
等

事
業

…
訓

練
生

 7
0
人

　
処

理
量

 1
2
,0

0
0
K

g
⑯

環
境

イ
ベ

ン
ト
（
す

ぎ
な

み
エ

コ
路

地
フ

ェ
ス

タ
）
の

開
催

…
参

加
団

体
数

：
2
5
　

来
場

者
：
8
0
0
人

⑰
フ

ー
ド

ド
ラ

イ
ブ

事
業

…
受

付
人

数
4
0
0
人

　
受

付
個

数
2
,0

0
0
個

⑱
環

境
活

動
推

進
セ

ン
タ

ー
施

設
利

用
件

数
…

　
延

べ
 3

0
0
回

平
成

1
5
年

2
月

1
9
日
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅱ

（
事

業
評

価
指

標
）

目
標

値
目

標
年

度

①
件

1
,8

3
6

1
,8

1
9

1
,7

0
5

1
,7

2
0

元

②
団

体
数

5
1
1

5
2
1

5
2
9

5
4
0

元

③
人

2
2
,6

4
9

2
1
,4

5
5

2
0
,8

2
1

2
1
,0

0
0

元

④
人

3
,4

7
3

3
,8

4
0

3
,9

4
5

3
,9

5
0

元

⑤
人

－
－

5
6
1

6
0
0

元

⑥
件

2
,5

9
5

2
,7

0
9

2
,5

3
1

2
,6

0
0

元

⑦
ト

ン
6
,3

3
0

6
,0

8
2

5
,8

3
2

6
,6

7
0

元

⑧
個

－
－

3
,2

8
2

3
,5

0
0

元

　
2
0
1
9
年

度
の

目
標

値
は

、
昨

年
度

改
訂

し
た

「
す

ぎ
な

み
環

境
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

第
3
次

中
期

計
画

」
の

掲
げ

る
目

標
値

を
中

心
に

過
去

の
実

績
を

反
映

し
て

、
設

定
し

た
。

１
．

主
に

住
宅

事
情

の
変

化
か

ら
大

型
家

具
の

販
売

不
振

が
続

く
な

か
、

売
り

場
や

倉
庫

の
面

積
に

制
限

が
あ

る
た

め
、

売
り

上
げ

が
見

込
め

な
い

家
具

の
受

け
取

り
を

制
限

し
て

い
る

。
家

具
リ
ユ

ー
ス

事
業

の
引

き
取

り
件

数
、

販
売

件
数

に
つ

い
て

は
、

過
去

2
か

年
の

実
績

及
び

中
期

計
画

の
販

売
収

入
を

勘
案

し
設

定
し

た
。

２
．

集
団

回
収

に
つ

い
て

は
、

区
実

行
計

画
を

反
映

し
、

団
体

数
は

新
規

登
録

団
体

と
同

じ
伸

び
率

を
見

込
み

、
ま

た
、

回
収

量
は

杉
並

区
実

行
計

画
に

定
め

る
目

標
値

と
し

た
。

３
．

衣
料

品
販

売
所

来
店

者
数

に
つ

い
て

は
、

環
境

活
動

推
進

セ
ン

タ
ー

活
性

化
の

一
環

と
し

て
行

う
事

業
の

増
加

を
見

込
ん

で
、

平
成

2
9
・
3
0
年

度
2
か

年
の

実
績

を
考

慮
し

て
算

出
し

た
。

４
．

講
座

・
講

習
会

は
、

杉
並

清
掃

工
場

見
学

者
説

明
室

を
会

場
と

し
た

講
演

会
が

年
2
回

か
ら

1
回

に
開

催
が

減
と

な
っ

た
こ

と
を

考
慮

し
て

、
平

成
3
0
年

度
の

実
績

か
ら

算
出

し
た

。
５

．
フ

ー
ド

ド
ラ

イ
ブ

事
業

に
つ

い
て

は
、

昨
年

度
の

実
績

を
基

に
、

新
た

に
6
月

か
ら

開
始

さ
れ

る
区

民
セ

ン
タ

ー
で

の
受

付
を

勘
案

し
て

、
区

民
等

か
ら

の
未

利
用

食
品

の
受

付
人

数
を

活
動

指
標

に
、

区
内

子
ど

も
食

堂
な

ど
へ

の
提

供
数

を
成

果
指

標
に

設
定

し
た

。

①
自

主
事

業
の

柱
で

あ
る

リ
ユ

ー
ス

事
業

全
体

で
の

売
り

上
げ

額
は

、
前

年
度

と
比

較
し

て
1
1
0
万

円
余

減
少

し
た

。
住

宅
事

情
の

変
化

に
伴

う
大

型
家

具
の

販
売

不
振

が
響

き
、

家
具

販
売

だ
け

で
1
0
0
万

円
余

の
売

り
上

げ
減

で
あ

っ
た

。
衣

料
品

に
つ

い
て

は
、

季
節

毎
に

フ
ェ

ア
を

開
催

し
て

バ
ー

ゲ
ン

を
行

う
な

ど
工

夫
を

凝
ら

し
た

結
果

、
2
9
年

度
に

比
べ

て
2
2
万

円
余

売
上

増
が

あ
っ

た
。

②
講

座
・
講

習
会

は
、

夏
休

み
中

に
開

催
す

る
子

ど
も

向
け

の
講

座
の

一
覧

を
載

せ
た

チ
ラ

シ
を

作
成

し
、

付
近

の
学

校
に

配
布

し
た

こ
と

で
多

く
の

申
込

者
が

あ
っ

た
。

ま
た

、
講

演
会

で
は

、
マ

イ
ク

ロ
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
や

気
候

変
動

な
ど

時
流

に
叶

っ
た

テ
ー

マ
に

取
り

組
み

区
民

か
ら

好
評

で
あ

っ
た

。
③

小
・
中

学
校

・
高

校
へ

サ
ポ

ー
タ

ー
を

派
遣

し
、

環
境

学
習

へ
の

支
援

を
行

う
学

校
支

援
事

業
は

学
校

へ
の

派
遣

回
数

・
派

遣
人

数
、

参
加

児
童

・
生

徒
数

い
ず

れ
も

前
年

度
よ

り
増

加
し

た
。

小
中

学
生

環
境

サ
ミ
ッ

ト
へ

の
学

習
・
開

催
支

援
事

業
は

、
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
派

遣
数

・
環

境
サ

ミ
ッ

ト
参

加
校

は
、

2
9
年

度
よ

り
減

少
し

た
。

長
期

・
複

数
回

に
わ

た
る

実
施

や
担

当
教

諭
の

異
動

な
ど

受
け

入
れ

る
学

校
の

環
境

の
変

化
に

影
響

を
受

け
た

。
④

集
団

回
収

は
新

聞
購

読
者

数
減

等
の

影
響

に
よ

り
、

回
収

量
は

逓
減

傾
向

に
あ

る
が

、
登

録
団

体
は

8
団

体
増

加
し

た
。

し
か

し
、

高
齢

な
ど

か
ら

実
際

に
活

動
し

て
い

な
い

休
眠

団
体

も
見

受
け

ら
れ

、
取

り
組

む
側

の
高

齢
化

が
問

題
と

な
っ

て
き

て
い

る
。

小
型

電
子

機
器

等
の

選
別

・
分

解
等

業
務

は
、

区
の

方
針

の
変

更
に

よ
っ

て
3
0
年

度
で

本
法

人
で

の
受

託
は

終
了

し
た

。
⑤

か
ん

き
ょ

う
ア

イ
デ

ア
展

は
、

区
の

受
託

事
業

と
し

て
実

施
し

た
。

出
展

数
は

前
年

度
を

下
回

っ
た

が
、

エ
コ

路
地

フ
ェ

ス
タ

に
合

わ
せ

た
開

催
に

よ
っ

て
、

来
場

者
数

は
前

年
度

よ
り

9
2
名

の
増

で
あ

っ
た

。
⑥

昨
年

度
か

ら
受

託
を

開
始

し
た

フ
ー

ド
ド

ラ
イ

ブ
事

業
は

、
食

品
ロ

ス
削

減
の

気
運

の
高

ま
り

と
と

も
に

区
民

か
ら

多
く

の
寄

付
が

あ
り

、
寄

付
さ

れ
た

食
品

を
地

域
の

福
祉

団
体

や
施

設
な

ど
に

提
供

す
る

こ
と

で
有

効
に

活
用

で
き

た
。

活 動 指 標

来
店

者
数

衣
料

品
販

売
所

来
店

者
数

講
座

・
講

習
会

等
の

参
加

者
講

座
・
講

習
会

参
加

者
数

集
団

回
収

登
録

団
体

数

未
利

用
食

品
の

受
付

人
数

区
民

の
不

要
と

な
っ

た
家

具
を

引
き

取
っ

た
数

集
団

回
収

団
体

数

家
具

引
き

取
り

件
数

目
標

設
定

の
考

え
方

家
具

販
売

件
数

自
治

会
・
集

合
住

宅
等

の
団

体
が

回
収

し
た

量

未
利

用
食

品
の

提
供

数

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

集
団

回
収

回
収

量

フ
ー

ド
ド

ラ
イ

ブ
提

供
個

数

成 果 指 標

家
具

販
売

件
数

指
標

名

フ
ー

ド
ド

ラ
イ

ブ
窓

口
受

付

目
標

平
成

2
9
年

度
実

績
平

成
3
0
年

度
実

績
式

・
具

体
的

内
容

平
成

2
8
年

度
実

績
単

位
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（
財

務
状

況
等

の
推

移
）

算
式

・説
明

単
位

平
成

26
年

度
平

成
27

年
度

平
成

28
年

度
平

成
29

年
度

平
成

30
年

度
備

考
（ア

）
千

円
90

,1
76

10
7,

21
3

10
8,

27
8

10
6,

59
7

76
,6

2
9

千
円

3,
96

2
6,

27
1

5,
67

3
5,

61
9

5,
51

5
事

業
収

入
＋

掛
金

収
入

千
円

84
,6

35
10

0,
19

0
10

2,
51

6
10

0,
87

3
70

,5
9
6

千
円

57
,7

15
72

,3
49

75
,4

35
73

,5
44

44
,3

0
8

千
円

0
0

0
0

0
（イ

）
千

円
0

0
0

0
0

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
0.

0
0.

0
0.

0
0.

0
0
.0

（ウ
）

千
円

92
,4

25
97

,9
19

10
2,

46
0

10
4,

52
4

78
,4

7
5

千
円

78
,4

73
81

,9
30

91
,8

18
93

,4
46

68
,7

8
4

千
円

12
,3

50
11

,1
48

17
,0

88
17

,6
33

13
,4

4
4

千
円

66
,1

23
70

,7
82

74
,7

30
75

,8
13

55
,3

4
0

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
54

,7
91

58
,0

69
67

,4
95

68
,9

85
42

,5
6
0

千
円

13
,9

53
15

,9
90

10
,6

42
11

,0
78

9,
69

1
千

円
11

,3
99

13
,3

35
8,

04
0

8,
20

7
7,

05
8

千
円

2,
55

4
2,

65
5

2,
60

2
2,

87
1

2,
63

3
事

業
に

係
る

人
件

費
＋

管
理

に
係

る
人

件
費

千
円

68
,6

77
73

,4
37

77
,3

32
78

,6
84

57
,9

7
3

千
円

49
,5

26
52

,2
45

55
,9

51
56

,4
55

34
,1

9
3

（エ
）

千
円

23
,9

03
33

,6
45

38
,7

90
42

,1
24

36
,5

6
5

千
円

9,
16

0
9,

53
1

8,
81

1
10

,2
50

6,
65

5
資

産
－

負
債

千
円

14
,7

43
24

,1
13

29
,9

79
31

,8
74

29
,9

1
0

千
円

0
0

10
9

55
0

（
シ

）
役

員
、

派
遣

職
員

、
固

有
職

員
の

総
数

人
63

63
60

63
4
7

常
勤

人
1

1
1

1
1

非
常

勤
人

14
14

14
14

1
4

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
0

0
0

0
0

常
勤

人
9

11
10

11
1
1

非
常

勤
パ

ー
ト

タ
イ

ム
、

ア
ル

バ
イ

ト
を

含
む

人
39

37
35

37
2
1

（
ス

）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
33

.2
34

.7
34

.4
34

.1
23

.3
人

16
9,

50
0

17
7,

69
9

18
1,

84
1

16
5,

06
2

18
1,

98
5

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
5,

11
3

5,
12

1
5,

28
6

4,
84

1
7,

81
1

集
団

回
収

の
事

業
費

（
人

件
費

含
）
／

利
用

団
体

数
（
年

）
円

20
,3

41
16

,8
36

17
,1

37
18

,6
58

19
,5

1
7

不
用

品
情

報
コ

ー
ナ

ー
事

業
費

／
紹

介
者

数
円

1,
38

5
2,

07
9

2,
22

5
3,

26
8

5,
74

3
講

座
講

習
会

担
当

職
員

人
件

費
／

参
加

者
数

円
1,

48
5

2,
86

0
2,

48
5

1,
94

2
1,

24
8

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率

り コ ス ト

単 位 当 た

集
団

回
収

の
事

業
費

不
用

品
情

報
コ

ー
ナ

ー
事

業
費

講
座

講
習

会
事

業

組   織

総
職

員
数

内  訳
派

遣
職

員
数

役
員

数

固
有

職
員

数

財  務  状  況

総
収

入
（経

常
収

入
）

総 収 入 の う ち 常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

*総
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

63



杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（
決

算
額

）
÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
9
1
.4

9
2
.7

9
1
.8

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
5
,8

1
8

2
,0

7
3

▲
 1

,8
4
6

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

1
0
5
.7

1
0
2
.0

9
7
.6

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
1
0
2
.3

9
8
.4

7
0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
1
0
1
.0

9
8
.4

7
1
.9

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

8
9
.6

8
9
.4

8
7
.7

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
1
0
.4

1
0
.6

1
2
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
比

率
補

助
金

収
入

÷
総

収
入

合
計

×
１

０
０

％
5
.2

5
.3

7
.2

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
2
5
.3

2
5
.3

3
2
.6

区
委

託
事

業
比

率
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

÷
総

事
業

費
×

１
０

０
   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

7
3
.5

7
3
.8

6
1
.9

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

7
7
.3

7
5
.7

8
1
.8

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
-

-
-

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
7
5
.5

7
5
.3

7
3
.9

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

2
.9

2
.9

4
.3

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

6
.0

5
.8

7
.8

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

3
6
.4

▲
 2

.0
▲

 1
6
.5

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

2
.8

2
.5

2
.1

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

当
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
2
,9

8
0

2
,9

5
8

3
,0

2
9

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
1
5
.1

4
.5

▲
5
.4

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

1
0
1
,7

9
3

1
0
4
,3

4
6

7
8
,6

6
7

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
9
4
.0

9
7
.9

1
0
2
.7

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

①
自

主
事

業
の

売
上

減
等

に
よ

る
影

響
で

、
3
0年

度
は

約
2
0
0万

円
の

赤
字

と
な

っ
た

。
②

3
0年

度
末

で
29

00
万

円
余

の
正

味
財

産
が

あ
る

と
は

い
え

、
リ
ユ

ー
ス

事
業

で
の

売
上

増
、

新
た

な
受

託
事

業
の

確
保

な
ど

収
益

の
確

保
に

努
め

な
け

れ
ば

、
法

人
自

体
の

存
続

が
危

ぶ
ま

れ
る

。
一

方
で

、
人

件
費

の
支

出
が

費
用

の
７

割
以

上
を

占
め

て
い

る
と

こ
ろ

か
ら

、
事

務
の

改
善

や
効

率
的

な
執

行
を

徹
底

さ
せ

、
人

件
費

の
削

減
を

図
る

。
③

リ
ユ

ー
ス

商
品

の
販

売
価

格
は

消
費

税
が

含
ま

れ
て

い
る

内
税

方
式

を
採

用
し

て
い

る
。

本
年

10
月

の
消

費
税

増
税

に
あ

た
り

収
益

事
業

が
減

に
な

ら
な

い
よ

う
、

リ
サ

イ
ク

ル
ひ

ろ
ば

高
井

戸
で

の
フ

ェ
ア

開
催

や
環

境
活

動
推

進
セ

ン
タ

ー
活

性
化

事
業

（
フ

リ
ー

マ
ー

ケ
ッ

ト
、

す
ぎ

な
み

エ
コ

路
地

フ
ェ

ス
タ

、
か

ん
き

ょ
う

ア
イ

デ
ア

展
）の

周
知

に
努

め
、

来
場

者
が

リ
ユ

ー
ス

商
品

に
興

味
を

も
っ

て
、

買
い

物
に

つ
な

が
る

よ
う

に
仕

向
け

る
。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
9

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

○
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
○

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

△
分 析 ・ 評 価 6

事
業

内
容

と
団

体
の

設
立

目
的

が
合

致
し

て
い

る
か

。
○

目
的

適
合

性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
△

健
全

性

1
1

意
思

決
定

及
び

業
務

の
妥

当
性

を
確

保
す

る
た

め
の

監
理

体
制

が
で

き
て

い
る

か
。

○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

○
：十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

1
0
0

○
O

JT
を

中
心

に
職

員
の

指
導

育
成

を
行

い
、

業
務

実
施

に
あ

た
っ

て
は

ロ
ー

テ
ー

シ
ョ
ン

勤
務

に
伴

う
情

報
不

足
の

解
消

や
意

思
疎

通
の

円
滑

化
を

図
る

た
め

、
朝

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

や
定

期
的

な
職

場
会

議
等

を
実

施
し

、
課

題
解

決
に

向
け

た
組

織
の

一
体

性
確

保
に

努
め

た
。

し
か

し
、

好
調

な
景

気
の

影
響

や
職

員
の

定
年

な
ど

に
よ

る
退

職
が

相
次

ぎ
、

ス
キ

ル
の

継
承

が
十

分
行

え
な

か
っ

た
。

○
財

産
管

理
や

会
計

処
理

は
、

税
理

士
の

専
門

指
導

の
も

と
、

複
数

の
職

員
に

よ
り

相
互

に
連

携
す

る
体

制
で

進
め

、
法

人
監

事
の

監
査

を
受

け
た

。
○

個
人

情
報

の
保

護
に

つ
い

て
は

具
体

的
な

事
例

を
研

修
に

取
り

入
れ

、
そ

の
重

要
性

を
説

き
、

厳
格

な
管

理
の

徹
底

に
努

め
た

。
情

報
公

開
に

つ
い

て
は

、
毎

年
法

人
の

事
業

報
告

書
・決

算
書

を
作

成
し

、
法

人
定

款
と

と
も

に
法

人
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

公
開

し
て

い
る

。

分
 野

計  画  性

9
0

目 的 適 合 性 組 　 織 　 健  全  性

9
0

○
事

業
推

進
に

あ
た

っ
て

は
、

区
の

環
境

基
本

計
画

や
実

行
計

画
（3

年
プ

ロ
グ

ラ
ム

）と
の

整
合

性
を

確
保

し
て

策
定

し
た

「
す

ぎ
な

み
環

境
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

第
3次

中
期

計
画

(平
成

28
～

32
年

度
）」

を
、

予
算

に
反

映
さ

せ
て

実
行

し
た

。
○

事
業

実
績

は
、

各
事

業
毎

に
検

証
し

、
翌

年
度

の
事

業
計

画
に

反
映

さ
せ

て
い

る
。

平
成

30
年

度
は

、
当

法
人

を
取

り
巻

く
環

境
の

変
化

や
新

た
な

課
題

へ
対

応
す

る
た

め
、

「第
3次

中
期

計
画

」の
見

直
し

を
行

っ
て

い
る

。

○
法

人
の

設
立

目
的

は
、

環
境

保
全

分
野

に
お

け
る

リ
サ

イ
ク

ル
等

の
諸

事
業

を
行

う
こ

と
に

よ
り

区
民

の
環

境
に

関
す

る
関

心
を

高
め

、
ひ

い
て

は
地

球
環

境
の

保
全

に
寄

与
す

る
こ

と
で

あ
り

、
こ

の
目

的
に

沿
っ

て
中

期
計

画
を

策
定

し
、

リ
ユ

ー
ス

の
促

進
・
環

境
保

全
に

関
す

る
普

及
啓

発
、

リ
サ

イ
ク

ル
の

推
進

、
ご

み
の

減
量

等
の

事
業

を
実

施
し

て
い

る
。

○
各

事
業

終
了

後
、

参
加

者
か

ら
ア

ン
ケ

ー
ト
を

と
り

、
そ

れ
ぞ

れ
の

事
業

委
員

会
で

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
を

分
析

し
、

現
在

の
環

境
問

題
や

住
民

ニ
ー

ズ
の

変
化

等
を

取
り

入
れ

て
事

業
目

標
を

設
定

し
、

企
画

・実
施

を
行

っ
て

い
る

。
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

△

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
を

行
っ

て
い

る
か

。
×

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

1
0
0

効  率  性

7
0

経  済  性

○
人

件
費

削
減

の
た

め
、

時
間

外
勤

務
に

当
た

っ
て

事
前

承
認

制
の

よ
り

一
層

の
周

知
を

図
り

、
超

過
勤

務
手

当
の

削
減

に
努

め
た

。
ま

た
、

会
計

事
務

の
委

託
先

で
あ

る
税

務
事

務
所

に
会

計
ソ

フ
ト
の

不
明

点
や

操
作

に
関

す
る

質
問

な
ど

を
行

う
こ

と
で

、
経

理
事

務
の

改
善

・
事

務
処

理
の

効
率

化
に

役
立

て
た

。
○

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
維

持
管

理
や

適
正

な
経

理
事

務
の

推
進

の
た

め
、

担
当

職
員

と
委

託
業

者
と

の
連

絡
調

整
を

密
に

進
め

、
事

務
の

効
率

化
を

図
っ

た
。

○
資

産
運

用
に

つ
い

て
は

、
年

度
当

初
に

必
要

と
な

る
法

人
の

運
営

資
金

を
考

え
る

な
ら

ば
、

現
在

の
収

支
状

況
か

ら
運

用
す

る
余

裕
は

な
い

。

○
委

託
や

物
品

調
達

に
あ

た
っ

て
は

、
複

数
の

見
積

、
費

用
対

効
果

等
を

参
考

に
、

過
去

の
実

施
状

況
を

考
慮

す
る

な
ど

可
能

な
限

り
コ

ス
ト
縮

減
に

取
り

組
ん

だ
。

○
リ
サ

イ
ク

ル
事

業
は

、
本

法
人

の
自

主
事

業
で

収
益

事
業

で
あ

る
が

、
こ

こ
数

年
　

売
り

上
げ

が
逓

減
傾

向
に

あ
る

。
事

業
収

入
の

増
加

対
策

の
た

め
、

リ
サ

イ
ク

ル
ひ

ろ
ば

高
井

戸
で

家
具

や
衣

料
品

等
の

フ
ェ

ア
を

開
催

し
集

客
力

を
高

め
る

こ
と

で
、

家
具

・
衣

料
品

等
の

販
売

増
に

努
め

た
が

、
更

な
る

努
力

が
必

要
で

あ
る

。
○

法
人

の
事

業
推

進
に

あ
た

っ
て

は
、

収
益

事
業

や
各

種
事

業
運

営
に

お
い

て
数

多
く

の
区

民
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

協
力

を
得

て
実

施
し

た
。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（
団

体
総

合
評

価
）

（ 区 へ の 要 望 等 ）

そ の 他

○
持

続
可

能
な

法
人

運
営

を
目

標
と

し
て

定
め

、
受

託
事

業
で

あ
る

講
座

や
講

演
会

、
リ
サ

イ
ク

ル
を

促
進

す
る

自
主

事
業

な
ど

を
着

実
に

推
進

す
る

た
め

、
下

記
の

点
に

つ
い

て
要

望
し

ま
す

。
　

①
安

定
的

・
持

続
的

に
事

業
を

執
行

し
て

い
く

た
め

に
は

、
人

材
の

確
保

が
必

要
。

人
手

不
足

の
現

在
、

職
員

が
定

着
し

得
る

人
件

費
の

ア
ッ

プ
を

見
込

ん
だ

受
託

金
額

　
②

年
々

増
加

し
て

い
る

受
託

事
業

数
に

見
合

っ
た

定
数

査
定

　
③

家
具

や
衣

料
・
雑

貨
等

販
売

の
収

益
確

保
の

た
め

の
支

援
　

特
に

旧
杉

並
中

継
所

の
将

来
展

望
　

④
第

4
次

中
期

計
画

策
定

に
あ

た
っ

て
区

の
環

境
行

政
や

区
立

環
境

活
動

推
進

セ
ン

タ
ー

に
つ

い
て

の
情

報
提

供
・
綿

密
な

打
合

せ

取 組 ・ 目 標

今 年 度 の

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

○
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
の

閉
館

で
、

あ
ん

さ
ん

ぶ
る

荻
窪

か
ら

の
受

託
事

業
収

入
が

な
く

な
り

、
平

成
3
0
年

度
は

赤
字

経
営

に
陥

っ
た

。
今

年
度

か
ら

フ
ー

ド
ド

ラ
イ

ブ
常

設
窓

口
の

受
託

を
区

か
ら

請
け

負
っ

た
も

の
の

、
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
の

受
託

に
代

わ
る

収
入

源
と

は
な

っ
て

い
な

い
。

民
間

企
業

の
助

成
金

活
用

や
収

益
事

業
の

売
り

上
げ

ア
ッ

プ
を

目
指

す
。

ま
た

、
収

支
状

況
の

四
半

期
ご

と
の

チ
ェ

ッ
ク

や
収

益
事

業
の

収
支

把
握

な
ど

職
員

の
コ

ス
ト
意

識
・
目

標
管

理
の

徹
底

に
引

き
続

き
努

め
て

い
く

。
○

単
位

当
た

り
の

コ
ス

ト
が

増
加

傾
向

に
あ

る
事

業
に

つ
い

て
は

、
S
N

S
を

活
用

し
た

情
報

発
信

や
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト
を

通
じ

た
イ

ベ
ン

ト
へ

の
申

し
込

み
、

勤
労

者
も

参
加

し
や

す
い

開
催

時
間

・
場

所
の

設
定

な
ど

運
営

方
法

の
見

直
し

を
行

い
、

参
加

者
数

を
増

や
す

こ
と

で
、

単
位

当
た

り
コ

ス
ト
の

減
額

を
図

る
。

○
事

業
運

営
の

柱
で

あ
る

「
第

3
次

中
期

計
画

」
が

2
0
2
0
年

度
で

終
了

す
る

。
将

来
に

わ
た

っ
て

当
法

人
が

存
続

し
て

い
く

た
め

に
、

法
人

の
運

営
方

針
と

な
る

「
第

４
次

中
期

計
画

」
を

定
め

る
必

要
が

あ
る

。
計

画
策

定
に

あ
た

っ
て

、
当

法
人

の
活

動
に

協
力

す
る

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

や
事

業
委

員
の

高
齢

化
へ

の
対

応
や

新
た

な
環

境
問

題
へ

の
課

題
解

決
に

取
り

組
み

、
無

駄
・
不

必
要

な
業

務
を

見
直

し
、

こ
れ

か
ら

も
当

法
人

が
杉

並
区

の
環

境
団

体
の

中
核

と
し

て
、

存
続

で
き

る
よ

う
活

動
し

て
い

く
。

○
リ
サ

イ
ク

ル
、

次
世

代
へ

の
環

境
学

習
や

普
及

啓
発

、
み

ど
り

の
保

全
の

3
つ

の
分

野
で

、
第

3
次

中
期

計
画

に
沿

っ
て

区
か

ら
の

受
託

事
業

と
当

法
人

の
収

益
事

業
（
自

主
事

業
）
を

中
心

に
、

着
実

に
取

り
組

ん
だ

。
第

3
次

中
期

計
画

で
定

め
た

平
成

3
0
年

度
の

達
成

状
況

は
、

全
6
9
事

業
中

、
達

成
及

び
概

ね
達

成
で

き
た

事
業

が
6
6
事

業
、

未
達

事
業

は
3
事

業
で

あ
っ

て
、

環
境

に
配

慮
し

た
持

続
可

能
な

社
会

の
実

現
に

向
け

て
、

行
動

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
財

政
面

で
は

、
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
閉

館
に

よ
り

管
理

受
託

契
約

等
が

終
了

し
た

た
め

、
人

員
を

削
減

し
そ

れ
に

伴
っ

て
人

件
費

も
減

額
し

た
が

、
3
期

ぶ
り

に
約

2
0
0
万

円
の

赤
字

経
営

と
な

っ
た

。
○

自
主

事
業

で
あ

る
リ
サ

イ
ク

ル
ひ

ろ
ば

高
井

戸
で

の
リ
ユ

ー
ス

事
業

に
つ

い
て

は
、

定
期

的
な

フ
ェ

ア
の

開
催

や
店

舗
の

広
さ

の
関

係
か

ら
展

示
で

き
な

い
大

型
家

具
に

つ
い

て
は

写
真

展
示

を
行

う
な

ど
し

て
収

入
の

確
保

に
努

め
た

。
○

今
後

に
つ

い
て

も
、

フ
ェ

ア
開

催
の

工
夫

等
に

よ
る

リ
サ

イ
ク

ル
事

業
の

一
層

の
収

入
増

や
、

企
業

の
助

成
金

活
用

、
収

支
の

分
析

等
に

よ
る

事
業

の
見

直
し

、
事

務
改

善
等

で
収

支
改

善
に

取
り

組
む

と
と

も
に

、
区

や
区

民
、

事
業

者
等

と
協

働
し

て
環

境
問

題
へ

の
課

題
解

決
を

図
る

等
、

環
境

保
全

活
動

に
取

り
組

ん
で

い
く

。

○
平

成
3
0
年

度
に

改
訂

し
た

「
第

3
次

中
期

計
画

（
3
年

プ
ロ

グ
ラ

ム
）
」
に

従
っ

て
事

業
を

実
施

し
て

い
く

。
ま

た
、

改
訂

し
た

当
法

人
紹

介
リ
ー

フ
レ

ッ
ト
な

ど
を

使
い

、
す

ぎ
な

み
環

境
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

の
周

知
に

一
層

努
め

、
区

民
の

生
活

環
境

の
向

上
と

地
球

環
境

の
保

全
に

寄
与

す
る

た
め

、
次

の
事

業
を

柱
に

取
り

組
ん

で
い

く
。

○
第

一
に

、
杉

並
清

掃
工

場
、

地
域

区
民

セ
ン

タ
ー

と
す

ぎ
な

み
環

境
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

の
３

施
設

を
会

場
と

し
た

環
境

イ
ベ

ン
ト
「
す

ぎ
な

み
エ

コ
路

地
フ

ェ
ス

タ
」
を

今
年

度
も

開
催

し
、

区
立

環
境

活
動

推
進

セ
ン

タ
ー

の
周

知
の

向
上

と
活

性
化

を
図

る
。

特
に

今
年

度
は

区
民

を
募

っ
て

、
杉

並
清

掃
工

場
を

会
場

に
フ

リ
ー

マ
ー

ケ
ッ

ト
を

開
催

し
、

不
用

品
の

リ
ユ

ー
ス

に
取

り
組

み
、

環
境

情
報

発
信

拠
点

と
し

て
一

層
の

充
実

に
取

り
組

ん
で

い
く

。
ま

た
、

「
フ

ー
ド

ド
ラ

イ
ブ

常
設

窓
口

事
業

」
が

区
内

6
カ

所
の

地
域

区
民

セ
ン

タ
ー

で
も

拡
大

さ
れ

る
こ

と
を

受
け

て
、

積
極

的
な

資
源

の
有

効
活

用
・
ご

み
の

減
量

に
貢

献
し

て
い

く
。

○
第

二
に

、
講

座
・
講

演
会

等
の

実
施

に
つ

い
て

は
、

タ
イ

ム
リ
ー

な
テ

ー
マ

の
選

択
や

参
加

し
や

す
い

時
間

や
場

所
の

設
定

、
主

体
的

に
関

わ
り

が
持

て
る

セ
ミ
ナ

ー
形

式
で

の
開

催
な

ど
魅

力
あ

る
行

事
を

企
画

し
、

区
民

が
環

境
配

慮
行

動
に

取
り

組
む

契
機

と
な

る
よ

う
よ

り
一

層
の

充
実

に
努

め
て

い
く

。
○

第
三

に
、

家
具

・
衣

料
品

等
の

収
益

事
業

に
つ

い
て

は
、

様
々

な
媒

体
を

活
用

し
た

P
R
や

販
売

方
法

の
工

夫
に

よ
り

収
入

増
に

努
め

、
法

人
の

運
営

基
盤

の
安

定
化

を
図

る
。

ま
た

、
前

年
度

ま
で

は
家

具
と

衣
料

品
の

セ
ー

ル
フ

ェ
ア

を
一

体
で

行
っ

て
き

た
が

、
今

年
度

は
個

別
に

開
催

し
実

施
回

数
を

増
や

す
こ

と
で

、
関

心
を

持
っ

た
来

場
者

が
相

互
の

フ
ェ

ア
に

来
店

す
る

こ
と

に
で

、
売

り
上

げ
の

増
を

目
指

す
。

○
第

四
に

、
あ

ん
さ

ん
ぶ

る
荻

窪
が

閉
館

し
、

施
設

管
理

に
伴

う
受

託
契

約
が

終
了

し
た

。
当

法
人

の
経

営
へ

の
影

響
を

最
小

限
に

収
め

る
た

め
、

引
き

続
い

て
事

務
改

善
や

事
業

の
見

直
し

な
ど

効
率

的
な

法
人

経
営

に
取

り
組

ん
で

い
く

。

団
体

名
称

特
定

非
営

利
活

動
法

人
　

す
ぎ

な
み

環
境

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

総 合 評 価
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

○目標設定及び数値については、区計画との整合も図られており妥当である。
○成果指標の集団回収回収量については、生活環境の変化や回収団体の実態等を踏まえ今後の動向
に注視していく。
○平成29年度外部評価委員の指摘である、区施策への反映件数となる活動指標の設定については、引
き続き検討が必要と考えている。

事業分析
(現状の分析・

評価）

○収益の中心であるリユース事業の売上が減少している。資源の有効活用など社会貢献活動を行うＮＰ
Ｏ法人という特性を活かし、同事業がごみの減量・環境負荷の低減につながる取組であることを様々な媒
体により区民へ周知を図ることにより、民間のネット販売等との差別化を図り、収益増につなげていただき
たい。
○講座・講演会については、夏休み期間に子ども向けの講座を多く開催したことや、学校への周知に工
夫を凝らしたこと、世界的に注目されているマイクロプラスチックをテーマにした講座を企画するなどによ
り、多くの集客を得ており、区民の関心を高めるという点において評価できる。今後も参加者のアンケート
等を参考に、区民の関心・要望が高い企画内容にするとともに、申込方法を工夫する等利便性の向上や
開催地域の拡大を図ること等による講座・講演会の充実を期待する。

事業分析

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

○職員数の大幅な減は、あんさんぶる荻窪受付業務終了によるものだが、なお、支出の大部分は人件費
が占めており（経常支出人件費比率：29年度75.3％→30年度73.9％）、更なる事業の改善、効率的な執
行等による支出の改善が求められる。
○また、受託事業収入が総収入の6割を超えてる状況を踏まえると、早急に赤字脱却の取組が必要であ
り、企業助成金の活用やフェア開催の工夫等により、リユース事業の収益増等を目指すとともに、事業の
スクラップアンドビルドに努められたい。

○ 法人の第3次中期計画に基づき、平成30年度においてもごみ減量の取組やリサイクル推進に向け、集団回収や小型電
子機器の選別・分解業務、ＤＲＳ（ディッシュ・リユース・システム）事業等に継続的に取り組み、区民の環境配慮行動の促進
につなげた。
○一方で、経常収支は約200万円の赤字となり、人件費比率が高い財務状況から、自立運営の脆弱性が現れる結果となっ
た。
○あわせて、平成30年度に区が作成した「環境活動推進センターの運営の見直し方針」を踏まえて、委託している同セン
ター業務を含め各事業単位での事業分析を行い、各事業の今後の方向性について、早急に検討を行うことが必要である。

経営分析

定量評価

○あんさんぶる荻窪の委託事業終了により、区委託事業比率は、前年度比11.9ポイント減となったが、依
然として6割を超えている状況が続いている。
○リユース商品販売の消費課税は内税を採用しつつ、全ての販売品において比較的低廉な価格を設定
している。
消費税増税後の価格の見直しでは、より適正な価格となるよう、他区類似団体や民間リユースショップ等
の市場価格を踏まえ適正な価格を設定の検討を行うとともに、区民ニーズを把握した上でリユース対象品
の検討等を行うことにより、販売数・売上額の増を目指して自主財源の確保に努められたい。

定性評価

○「計画性」については、事業毎に検証を行い、翌年度事業計画に反映させているが、経常収支がマイ
ナスに転換したことを踏まえると、自主財源確保の具体的な対策やスクラップアンドビルドを含め事業の精
査等により、経常収支の黒字化を目指す必要がある。
○「組織健全性」では、職員間の情報共有の工夫は図られているが、一方で、退職者の増加により職員間
スキルの継承が十分でないことは、事業遂行の観点から望ましくない。業務マニュアルの整備やOJTの実
施等により人材育成の取組に努め、今後も安定的・継続的な業務遂行体制を確保されたい。
○「効率性」については、超過勤務事前申告の徹底を図ったことは評価できる。資産運用回転率が低下
傾向にあるが、法人は資産を運営資金に当てており、設備資金に回す資金の確保や、現在の金融情勢
から確実な資産運用は困難であると認識している。
○「経済性」については、リユース事業の売上は逓減傾向にあるため、販売方法・販売品目に更なる工夫
が必要と考える。

二次評価（区経営評価）
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名称 電話

基本
財産

設立
年月日

所管部課

単位 平成28年度 平成29年度

回 193 193

回 32 32

人 518 606

% 86 79

件 273 227

単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 41,396 46,315 44,827

千円 1,764 1,072 997

千円 41,396 46,315 44,827

千円 8,250 11,510 10,861

千円 0 0 0

％ 77.2 81.2 80.1

％ 22.8 18.8 19.9

％ 64.4 57.3 61.1

％ 41.3 40.0 42.1

千円 1,884 2,565 2,260

千円 17,404 18,680 18,193

人 23 23 23

人 7.8 7.7 7.7

％ 0.0 0.0 0.0

レーダーチャート

評価 評価 評価 得点

A A A 80

A A A 100

A A A 100

A A A 100

A A A 100

A A A 480

事業内容

― 平成18年4月1日

事業目的
団
体
概
要

　「人と人、地域と地域をつなぎ、活力ある地域社会
を実現する」ことを基本理念として、①在住外国人へ
の支援、②国内外の自治体交流の推進、③多文化
共生社会の相互理解の向上、の3つの柱の実現を
目指す。

　区内在住外国人及び区
民

①在住外国人への支援に関する事業
②国内外の自治体交流の促進に関する事業
③多文化共生社会の相互理解の向上に関す
る事業
④その他協会の目的を達成するための事業

5378-8833　　杉並区交流協会

外国人サポートデスク等の実施回数

330

特記事項

（カ）　事業費比率

活動
指標

交流事業参加者
満足度

交流事業を支える
区民数

国内・国際友好都市との交流事業及び交流
イベントの実施回数

成果
指標

1、在住外国人への支援に関する事業　　3,412人
・ウエルカムパーティーの実施 　252人
・外国人とのコミュニケーション講座　70人
・外国人おもてなし語学ボランティア講座 121人
・語学ボランティアスキルアップ講座　55人
・外国人相談・専門家相談会　 330人
・語学ボランティアの派遣　178人
・日本語教室への支援  延べ　2,406人

２、国内外の自治体交流の促進に関する事業　４２３人
・交流自治体への交流ツアー等の企画・実施「小千谷・片貝体験ツアー」　29人
・交流自治体への阿波踊りの派遣（名寄市、東吾妻町、青梅市、南伊豆町)及び高円
寺阿波踊りの受入れ　279人
・南相馬市交流自治体フェア参加　3人
・小千谷市すぎなみ体感ツアー受入　18人
・台湾友好親善ツアー　34人
・ウィロビー市との少年ラグビー交流　14人
・中学生野球大会・ホームビジット 46人

３、多文化共生社会の相互理解の向上に関する事業　3,754人
・海外文化セミナー（台湾まるごとフェア）　　2,550人
・すぎなみフェスタへの参加　　　　　　   21人
・外国語コミュニケーション講座（英語）　43人
・ベトナム語入門講座  13人
・ベトナムフェア　678人
・異文化理解講座Ⅰ(茶道体験・清掃工場見学）　135人
・異文化理解講座Ⅱ(ドバイ、ロシア、韓国）　115人
・日本語スピーチ大会　 199人

４、その他協会の目的を達成するための事業
・広報及び情報の提供に関する事業
・交流ニュースの発行　年４回   6,500部
・ニュースレターの発行　年８回　各1,500部
・ホームページ・フェイスブック等の運営
・調査・支援事業　　各種事業でアンケート調査を実施。
・協会会員数　185人 法人3団体　 レターフレンド　206人
・コミュかるショップの運営及びコミュかるフェアの開催（8回）、 出張販売（5回）
・コミュかるショップ売上額　16,004,410円

　　　令和元年度杉並区財団等経営評価表

顧客(サービス対象）

事
業
評
価
指
標

外国人サポートデスク等における相談件数

事業開催時のボランティア協力者の人
数

82

192

31

671

交流事業に参加した区民の満足度

外国人相談実施
回数

交流事業等実施
回数

区民生活部文化・交流課

指標名 平成30年度算式･内容

経済性

平成30年度

（サ）　損益分岐点

（シ）　総職員数

（ス）　常勤換算職員数

（セ）　常勤役員比率

財務

（エ）　資産

（オ）　経常収支

項目

（ク）　補助金収入比率

（ア）　総収入

（キ）　管理費比率

（ウ）　総支出

※経営分析（定量評価）の「職員１人当たり事業収入」及び「常勤役員比率」の算定にあたっては、「常勤換算職員数」を用いる。

外国人相談件数

目的適合性

（イ）　受益者負担

計画性

総合

健全性

効率性

平成28年度 平成29年度

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

組織

平
成
3
0
年
度
の
事
業
実
績

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

（ケ）　経常支出人件費比率

（コ）　職員一人当たり事業収入

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

定性評価レーダーチャート
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○在住外国人への支援では、在住外国人が増加する中で、外国人を対象としたウェルカムパーティー（体験型防災訓練等）、無
料専門家相談会、日本語教室など、区内外の団体などと共催し、地域で暮らす外国人も安心して生活できる環境づくりに取り組
んだ。
○東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けた取組の一環として、外国人向けボランティアの育成講座や外国
人とのコミュニケーション講座を開催し、オリンピック・パラリンピックの機運醸成の推進に努めた。
○国内外の自治体交流の推進では、交流自治体訪問・体験ツアーを実施する一方で、交流自治体からのツアー受入れなど、区
や交流自治体と連携を図りながら、区民・市民レベルの交流人口の拡大を図った。
○多文化共生社会の相互理解の向上では、毎年開催している「まるごと台湾フェア」において、台湾の映画、食文化、観光等を紹
介したほか、海外文化セミナーは、ベトナムを取り上げ経済や観光で躍進が著しいベトナムの最近事情を紹介するなど、区民の
異文化理解・国際理解の向上に努めた。
○その他、協会の安定的な財政運営と交流自治体特産品のＰＲを兼ねた物産販売のため、交流協会が運営しているコミュかる
ショップでは、区内商店街や交流自治体と連携した８回のフェアを開催して収益確保と交流自治体特産品の販路拡大に努めた。

〇前年度事業の分析・検証を行うとともに、その結果を翌年度事業に反映した。
○収益事業の拡充に向けコミュかるショップにおいてフェアや出前販売などの取
組を実施した。
○ICTの活用により、会議や打合せ等の事務の効率化に努めた。
○HPの更新など委託できるものは積極的に委託し、コストダウンに努めた。
○イベントでの業務は複雑多岐に渡るため、職員・ボランティアの役割分担を明
確化し業務の効率化を図った。

○都や外部団体が主催する研修会等への積極的な参加や内部研修、職員ミー
ティングを充実させることにより、能力育成体制の充実を図った。
○規約に基づく運営管理に努めるとともに、職員と協力員であるサポート委員の
ミーティング実施等により新たな事業に当たり意思統一を図った。
○会計処理及び監査体制とも、規定に基づき実施した。監査人には税理士資格
を有する外部専門家がおり、指導・助言等を受けている。
○規則等に基づき、個人情報の管理を適切に行った。

計
画
性

○各事業ごとに参加者アンケートを実施して、参加者の意見・要望や顧客満足度
を把握し、分析している。
○顧客である区民要望を踏まえるとともに、区と連携し交流自治体等の取組の状
況を収集し、それらも勘案して事業を計画した。

経
済
性

○他区やNPOとの連絡会等により情報交換や意見交換を実施し、業務改善に生
かした。
○年間事業計画策定時に実施事業の見直しを行うとともに、事業執行時には、可
能な限り区から物品借用する等で常にコストの削減に努めた。
○物品の購入については、必要最小限のものに限定するとともに、見積合わせ等
により適正価格による購入に努めた。
○適正な受益者負担を基本に、事業計画を作成し事業展開を図った。
○コミュかるショップについては、限られたスペースの販売コーナーで８交流自治
体の特産品やなみすけグッズ、黄色のごみ袋等の区の関係物産を販売しており、
公益事業にも貢献する運営を行っている。全体の売上額は減少しているが、区内
商店街や交流自治体と連携したフェアを８回開催し、収益確保に努めた結果、純
利益でみると微増となっている。
　

【
一
　
次
　
評
　
価
　

（
団
　
体
　
経
　
営
　
評
　
価

）
】

総合評価

目
的
適
合
性

組
織
健
全
性

効
率
性

定量評価
経営分析

○30年度はほぼ年間計画通りに事業
を実施することができたことにより、事
業費の対計画比率が増加した。
○事業収入合計の伸長率、経常収
入の伸長率、区委託事業比率の減
少理由は、30年度は東京高円寺阿
波おどり台湾公演が行われなかった
ため、区からの受託収入が減少した
ことが主な要因である。
○今後も受益者負担という考え方を
基本にした事業開催とコミュかる
ショップでの利益向上を図る取組によ
り、事業収入確保に努め補助金依存
率を低下させていく方向である。
○コミュかるカルショップの売上げ、イ
ベント開催参加費等の収入により消
費税課税団体となっている。

定性評価
○平成29年度からの交流協会5か年事業計画に基づき、各事業の着実な実施に
取り組んだ。
○事業計画及び収支予算については、事業終了後に事業実績の分析・評価を
行い、区主管課と調整したうえで次年度計画に反映した。
○年間計画を策定する際は、一部の事業について区の実行計画等を反映した。
○区の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく様々な交流自治体との連携事
業等と整合を図りながら、事業計画を策定した。

事業分析（現状の分析・評価）
①「外国人サポートデスク」は、在住外国人支援の重要な柱であり、在住外国人の増加とともに相談内容も多様化している。また、
家族を帯同するネパール人が増加していることから、１月より英語、中国語、韓国語に加え、月2回ネパール語の相談日を設け
た。相談件数の増加は、日本語学習に関する相談数の増加が主な要因であるが、今後も知識や経験が豊かなボランティアの協
力を得て、より多くの相談に的確に対応するための体制の充実を図っていく必要がある。
②交流協会が実施する交流自治体訪問ツアーは、女性や高齢者が１人でも安心して参加できるものとなっている。また、訪問先
自治体の様々な協力で初めての体験や異なる文化を知ることが出来ることから参加者の評価は高く、リピーターが多いが、毎回趣
向を凝らした企画を開催しているため、満足度は継続的に高い水準を維持している。
③東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催が近づき、外国人とのコミュニケーション機会の拡充を望む区民が増えて
おり、多くの外国人が参加する交流協会事業の充実が求められている。また、居住者の多国籍化が進み、様々な言語が使用され
ている状況に対応するため、簡単な日本語で外国人とコミュニケーションが出来るように一般区民や商店街等の団体を対象として
「やさしい日本語講座」を開催しているが、この講座の開催を望む声は増加傾向にあり、地域におけるコミュニケーション能力の向
上の必要性が高くなっている。

71



杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅰ

（
事

業
概

要
）

電
話

設
立

年
月

日
所

管
部

課

３
、

多
文

化
共

生
社

会
の

相
互

理
解

の
向

上
に

関
す

る
事

業
3
,7

5
4
人

・
ま

る
ご

と
台

湾
フ

ェ
ア

 　
　

　
2
,5

5
0
人

・
す

ぎ
な

み
フ

ェ
ス

タ
へ

の
参

加
　

　
　

　
　

　
　

2
1
人

・
外

国
語

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

講
座

 （
英

語
）
 4

3
人

・
ベ

ト
ナ

ム
語

入
門

講
座

 1
3
人

・
ベ

ト
ナ

ム
フ

ェ
ア

　
6
7
8
人

・
異

文
化

理
解

講
座

Ⅰ
(茶

道
体

験
、

清
掃

工
場

見
学

)　
1
3
5
人

・
異

文
化

理
解

講
座

Ⅱ
(ド

バ
イ

、
ロ

シ
ア

、
韓

国
)　

1
1
5
人

・
日

本
語

ス
ピ

ー
チ

大
会

  
1
9
9
人

４
、

そ
の

他
協

会
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
の

事
業

・
広

報
及

び
情

報
の

提
供

に
関

す
る

事
業

・
交

流
ニ

ュ
ー

ス
の

発
行

　
年

４
回

  
 6

,5
0
0
部

 （
カ

ラ
ー

）
・
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

の
発

行
　

年
８

回
　

各
1
,5

0
0
部

・
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
・
フ

ェ
イ

ス
ブ

ッ
ク

等
の

運
営

・
調

査
・
支

援
事

業
　

　
各

種
事

業
で

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
を

実
施

。
・
協

会
会

員
数

　
1
8
5
人

 法
人

3
団

体
　

 レ
タ

ー
フ

レ
ン

ド
　

2
0
6
人

・
コ

ミ
ュ

か
る

シ
ョ
ッ

プ
の

運
営

及
び

コ
ミ

ュ
か

る
フ

ェ
ア

の
開

催
（
8

回
）
、

 出
張

販
売

（
5
回

）
・
コ

ミ
ュ

か
る

シ
ョ
ッ

プ
売

上
額

　
1
6
,0

0
4
,4

1
0
円

組 織 構 成

理
事

会
　

　
　

理
事

　
9
人

　
・　

監
事

　
2人

役
　

 員
　

　
　

理
事

長
1人

、
副

理
事

長
2人

、
常

務
理

事
1人

(事
務

局
長

兼
務

）
職

　
 員

　
　

　
事

務
局

長
、

事
務

局
次

長
、

固
有

職
員

4人
、

区
嘱

託
職

員
1人

、
パ

ー
ト
職

員
6人

相
談

員
　

　
　

外
国

人
相

談
員

（英
語

4人
、

中
国

語
7人

、
韓

国
語

2人
、

ネ
パ

ー
ル

語
1人

）
協

力
員

　
　

　
サ

ポ
ー

ト
委

員
　

1
5人

平 成 3 0 年 度 の 事 業 実 績

事 業 目 的

1、
在

住
外

国
人

へ
の

支
援

に
関

す
る

事
業

　
3,

41
2

人 ・ウ
エ

ル
カ

ム
パ

ー
テ

ィ
ー

の
実

施
 　

　
25

2人
・外

国
人

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

講
座

　
70

人
・外

国
人

お
も

て
な

し
語

学
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
講

座
  
12

1
人 ・語

学
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
講

座
　

55
人

・外
国

人
相

談
・専

門
家

相
談

会
　

  
  
 3

30
人

・語
学

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
派

遣
　

　
　

17
8人

・日
本

語
教

室
へ

の
支

援
  
  
  
  
延

べ
　

2,
40

6人

２
、

国
内

外
の

自
治

体
交

流
の

促
進

に
関

す
る

事
業

　
42

3

人 ・交
流

自
治

体
へ

の
交

流
ツ

ア
ー

等
の

企
画

、
実

施
・

「小
千

谷
・片

貝
体

験
ツ

ア
ー

」　
29

人
・交

流
自

治
体

へ
の

阿
波

踊
り

の
派

遣
（名

寄
市

、
東

吾
妻

町
、

青
梅

市
、

南
伊

豆
町

)、
高

円
寺

阿
波

踊
り

の
受

入
れ

　
27

9人
・南

相
馬

市
交

流
自

治
体

フ
ェ

ア
参

加
　

3人
・小

千
谷

す
ぎ

な
み

体
感

ツ
ア

ー
受

入
　

18
人

・台
湾

友
好

親
善

ツ
ア

ー
　

34
人

ウ
ェ

ロ
ビ

ー
市

と
の

少
年

ラ
グ

ビ
ー

交
流

　
14

人
・中

学
生

親
善

野
球

大
会

・ホ
ー

ム
ビ

ジ
ッ

ト
　

46
人

　
「人

と
人

、
地

域
と

地
域

を
つ

な
ぎ

、
活

力
あ

る
地

域
社

会
を

実
現

す
る

」
こ

と
を

基
本

理
念

と
し

て
、

①
在

住
外

国
人

へ
の

支
援

、
②

国
内

外
の

自
治

体
交

流
の

推
進

、
③

多
文

化
共

生
社

会
の

相
互

理
解

の
向

上
、

の
3
つ

の
柱

の
実

現
を

目
指

す
。

事 業 規 模 （ 平 成 3 0 年 度 計 画 ）

事 業 内 容

　
　

　
　

平
成

30
年

度
　 ○

　
　

予
算

規
模

　
　

　
　

　
　

　
　

48
,8

73
千

円
○

　
　

会
員

数
　

　
　

　
　

　
　

　
　

個
人

18
5人

、
外

国
人

20
6人

、
法

人
3団

体
○

　
　

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

　
　

　
　

　
　

通
訳

・翻
訳

76
5人

○
　

　
理

事
会

開
催

　
　

　
　

　
　

3回
○

　
　

コ
ミ

ュ
か

る
売

上
額

　
　

　
16

,0
04

,4
10

円
○

　
　

事
業

概
要

　
　

　
　

　
　

　
　

右
記

事
業

内
容

の
通

り

5
3
7
8
-
8
8
3
3

　
区

内
在

住
外

国
人

及
び

区
民

　
　

杉
並

区
交

流
協

会
団

体
名

称

顧 　 客

―
基

本
財

産
区

民
生

活
部

文
化

・
交

流
課

平
成

18
年

4月
1日

1、
在

住
外

国
人

へ
の

支
援

に
関

す
る

事
業

・ウ
エ

ル
カ

ム
パ

ー
テ

ィ
ー

・外
国

人
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

講
座

・外
国

人
お

も
て

な
し

語
学

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

講
座

・語
学

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

講
座

・外
国

人
サ

ポ
ー

ト
デ

ス
ク

・外
国

人
の

た
め

の
無

料
専

門
家

相
談

会
・語

学
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

派
遣

・日
本

語
教

室
へ

の
支

援
　 ２

、
国

内
外

の
自

治
体

交
流

の
促

進
に

関
す

る
事

業
・交

流
自

治
体

訪
問

ツ
ア

ー
・す

ぎ
な

み
訪

問
ツ

ア
ー

の
受

入
れ

・交
流

自
治

体
へ

の
阿

波
踊

り
の

派
遣

（名
寄

市
、

東
吾

妻
町

、
青

梅
市

、
南

伊
豆

町
)、

高
円

寺
阿

波
踊

り
の

受
入

れ
・南

相
馬

市
交

流
自

治
体

フ
ェ

ア
へ

の
参

加
・台

湾
友

好
親

善
ツ

ア
ー

３
、

多
文

化
共

生
社

会
の

相
互

理
解

の
向

上
に

関
す

る
事

業
・
台

湾
ま

る
ご

と
フ

ェ
ア

・
海

外
文

化
セ

ミ
ナ

ー
（
ベ

ト
ナ

ム
）

・
す

ぎ
な

み
フ

ェ
ス

タ
へ

の
参

加
・
英

語
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

講
座

（
初

級
）

・
第

二
言

語
入

門
講

座
（
ベ

ト
ナ

ム
）

・
異

文
化

理
解

講
座

・
日

本
語

ス
ピ

ー
チ

大
会

４
、

そ
の

他
協

会
の

目
的

を
達

成
す

る
た

め
の

事
業

・
広

報
及

び
情

報
の

提
供

に
関

す
る

事
業

・
交

流
ニ

ュ
ー

ス
の

発
行

　
年

４
回

 (
カ

ラ
ー

）
・
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

の
発

行
　

年
８

回
・
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
・
フ

ェ
イ

ス
ブ

ッ
ク

等
の

運
営

・
調

査
・
支

援
事

業
　

　
各

種
事

業
で

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
を

実
施

。
・
会

員
制

度
の

運
営

・
コ

ミ
ュ

か
る

シ
ョ
ッ

プ
の

運
営

及
び

コ
ミ

ュ
か

る
フ

ェ
ア

の
開

催
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業
分

析
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（事
業

評
価

指
標

）

目
標

値
目

標
年

度

①
回

1
9
3

1
9
3

1
9
2

1
9
5

1

②
回

3
2

3
2

3
1

3
3

1

③
人

5
1
8

6
0
6

6
7
1

6
8
0

1

④
人

2
0
3

1
8
8

1
8
5

2
0
0

1

⑤
%

8
6

7
9

8
2

8
5

1

⑥
件

2
7
3

2
2
7

3
3
0

3
4
0

1

⑦
人

7
,5

8
6

7
,8

2
9

7
,5

8
9

7
,8

5
0

1

活 動 指 標
事

業
開

催
時

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
協

力
者

の
人

数
交

流
事

業
を

支
え

る
区

民
数

登
録

会
員

（
個

人
）
の

数
会

員
数

国
内

・
国

際
友

好
都

市
と

の
交

流
事

業
及

び
交

流
イ

ベ
ン

ト
の

実
施

回
数

外
国

人
サ

ポ
ー

ト
デ

ス
ク

等
の

実
施

回
数

交
流

事
業

等
実

施
回

数

外
国

人
相

談
実

施
回

数

①
「
外

国
人

サ
ポ

ー
ト
デ

ス
ク

」
は

、
在

住
外

国
人

支
援

の
重

要
な

柱
で

あ
り

、
在

住
外

国
人

の
増

加
と

と
も

に
相

談
内

容
も

多
様

化
し

て
い

る
。

ま
た

、
家

族
を

帯
同

す
る

ネ
パ

ー
ル

人
が

増
加

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
１

月
よ

り
英

語
、

中
国

語
、

韓
国

語
に

加
え

、
月

2
回

ネ
パ

ー
ル

語
の

相
談

日
を

設
け

た
。

相
談

件
数

の
増

加
は

、
日

本
語

学
習

に
関

す
る

相
談

数
の

増
加

が
主

な
要

因
で

あ
る

が
、

今
後

も
知

識
や

経
験

が
豊

か
な

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
協

力
を

得
て

、
よ

り
多

く
の

相
談

に
的

確
に

対
応

す
る

た
め

の
体

制
の

充
実

を
図

っ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

②
交

流
協

会
が

実
施

す
る

交
流

自
治

体
訪

問
ツ

ア
ー

は
、

女
性

や
高

齢
者

が
１

人
で

も
安

心
し

て
参

加
で

き
る

も
の

と
な

っ
て

い
る

。
ま

た
、

訪
問

先
自

治
体

の
様

々
な

協
力

で
初

め
て

の
体

験
や

異
な

る
文

化
を

知
る

こ
と

が
出

来
る

こ
と

か
ら

参
加

者
の

評
価

は
高

く
、

リ
ピ

ー
タ

ー
が

多
い

が
、

毎
回

趣
向

を
凝

ら
し

た
企

画
を

開
催

し
て

い
る

た
め

、
満

足
度

は
継

続
的

に
高

い
水

準
を

維
持

し
て

い
る

。
③

東
京

2
0
2
0
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

競
技

大
会

の
開

催
が

近
づ

き
、

外
国

人
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

機
会

の
拡

充
を

望
む

区
民

が
増

え
て

お
り

、
多

く
の

外
国

人
が

参
加

す
る

交
流

協
会

事
業

の
充

実
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

ま
た

、
居

住
者

の
多

国
籍

化
が

進
み

、
様

々
な

言
語

が
使

用
さ

れ
て

い
る

状
況

に
対

応
す

る
た

め
、

簡
単

な
日

本
語

で
外

国
人

と
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
出

来
る

よ
う

に
一

般
区

民
や

商
店

街
等

の
団

体
を

対
象

と
し

て
「
や

さ
し

い
日

本
語

講
座

」
を

開
催

し
て

い
る

が
、

こ
の

講
座

の
開

催
を

望
む

声
は

増
加

傾
向

に
あ

り
、

地
域

に
お

け
る

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

能
力

の
向

上
の

必
要

性
が

高
く

な
っ

て
い

る
。

目
標

設
定

の
考

え
方

①
在

住
外

国
人

へ
の

支
援

を
推

進
す

る
た

め
、

引
き

続
き

「
外

国
人

相
談

実
施

回
数

」
及

び
「
外

国
人

相
談

件
数

」
を

指
標

と
し

て
設

定
し

た
。

在
住

外
国

人
が

増
加

し
て

い
る

影
響

も
あ

り
、

相
談

内
容

も
在

留
資

格
、

雇
用

、
税

金
、

健
康

保
険

等
多

岐
に

渡
る

が
、

相
談

員
の

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

を
図

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
対

応
時

間
の

短
縮

な
ど

の
効

率
化

も
図

ら
れ

て
い

る
。

こ
う

し
た

状
況

等
か

ら
、

相
談

実
施

回
数

は
現

状
維

持
と

し
た

が
、

日
本

語
学

習
に

関
す

る
相

談
が

急
増

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
今

後
も

相
談

件
数

は
引

き
続

き
3
0
0
件

を
超

え
る

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

た
め

、
令

和
元

年
度

の
目

標
値

を
3
4
0

件
と

設
定

し
た

。
②

交
流

事
業

は
、

区
民

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
参

加
と

協
力

が
不

可
欠

で
あ

る
た

め
「
交

流
事

業
を

支
え

る
区

民
数

」
を

活
動

指
標

に
設

定
し

、
こ

れ
ま

で
の

実
績

や
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
登

録
状

況
を

踏
ま

え
6
8
0
人

と
し

た
。

ま
た

、
自

治
体

間
交

流
事

業
を

継
続

的
に

実
施

す
る

た
め

の
事

業
の

質
の

確
保

を
図

る
た

め
「
交

流
事

業
参

加
者

満
足

度
」
を

成
果

指
標

に
設

定
し

、
前

年
度

同
様

の
8
5
%
と

し
た

。
③

交
流

事
業

等
で

最
も

多
く

の
区

民
が

来
場

が
見

込
ま

れ
る

「
ま

る
ご

と
台

湾
フ

ェ
ア

」
は

、
一

部
を

屋
外

会
場

と
す

る
た

め
、

開
催

日
の

天
候

次
第

で
目

標
値

の
達

成
に

影
響

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ
る

た
め

、
交

流
事

業
等

参
加

者
数

に
つ

い
て

は
、

天
候

に
よ

る
影

響
を

踏
ま

え
た

数
値

に
修

正
し

た
。

交
流

事
業

に
参

加
し

た
区

民
の

満
足

度

外
国

人
サ

ポ
ー

ト
デ

ス
ク

等
に

お
け

る
相

談
件

数

国
内

・
国

際
友

好
都

市
と

の
交

流
事

業
及

び
交

流
イ

ベ
ン

ト
の

参
加

者
数

事
業

分
析

（
現

状
の

分
析

・
評

価
）

外
国

人
相

談
件

数

交
流

事
業

等
参

加
者

数

成 果 指 標

交
流

事
業

参
加

者
満

足
度

指
標

名
目

標
平

成
2
9
年

度
実

績
平

成
3
0
年

度
実

績
式

・具
体

的
内

容
平

成
2
8
年

度
実

績
単

位
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
事

業
分

析
Ⅲ

（財
務

状
況

等
の

推
移

）

算
式

・
説

明
単

位
平

成
2
6
年

度
平

成
2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
（ア

）
千

円
3
7
,8

0
4

4
8
,0

0
7

4
1
,3

9
6

4
6
,3

1
5

4
4
,8

2
7

千
円

2
5
,2

1
9

2
7
,5

1
5

2
6
,6

7
1

2
6
,5

3
1

2
7
,3

9
5

事
業

収
入

＋
掛

金
収

入
千

円
1
2
,4

9
2

2
0
,3

5
2

1
4
,6

9
8

1
9
,7

5
4

1
7
,4

0
9

千
円

2
,9

0
8

8
,1

4
2

3
,4

8
4

9
,0

5
4

6
,8

8
0

千
円

0
0

0
0

0
（イ

）
千

円
9
6
3

2
,9

2
2

1
,7

6
4

1
,0

7
2

9
9
7

受
益

者
負

担
÷

総
事

業
費

％
3
.5

7
.7

5
.5

2
.9

2
.8

（
ウ

）
千

円
3
7
,8

0
4

4
8
,0

0
7

4
1
,3

9
6

4
6
,3

1
5

4
4
,8

2
7

千
円

2
7
,1

7
9

3
7
,7

6
4

3
1
,9

5
3

3
7
,5

9
0

3
5
,9

1
8

千
円

1
7
,0

2
2

2
5
,7

0
4

1
8
,9

3
5

2
4
,6

8
2

2
2
,8

7
6

千
円

1
0
,1

5
7

1
2
,0

6
0

1
3
,0

1
8

1
2
,9

0
8

1
3
,0

4
2

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

を
含

む
千

円
2
,9

0
8

%
3
,4

8
4

9
,0

5
4

6
,8

8
0

千
円

1
0
,6

2
5

1
0
,2

4
3

9
,4

4
3

8
,7

2
5

8
,9

0
9

千
円

3
,3

8
5

4
,0

6
4

3
,5

8
6

3
,1

1
0

3
,0

6
3

千
円

7
,2

4
0

6
,1

7
9

5
,8

5
7

5
,6

1
5

5
,8

4
6

事
業

に
係

る
人

件
費

＋
管

理
に

係
る

人
件

費
千

円
1
7
,3

9
7

1
8
,2

3
9

1
8
,8

7
5

1
8
,5

2
3

1
8
,8

8
8

千
円

0
0

0
0

0
（エ

）
千

円
8
,5

0
0

5
,6

0
0

8
,2

5
0

1
1
,5

1
0

1
0
,8

6
1

千
円

8
,5

0
0

5
,6

0
0

8
,2

5
0

1
1
,5

1
0

1
0
,8

6
1

資
産

－
負

債
千

円
0

0
0

0
0

千
円

0
0

0
0

0
（シ

）役
員

、
派

遣
職

員
、

固
有

職
員

の
総

数
人

2
2

2
3

2
3

2
3

2
3

常
勤

人
0

0
0

0
0

非
常

勤
人

1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

区
か

ら
の

派
遣

職
員

人
2

3
3

3
3

常
勤

人
0

0
0

0
0

非
常

勤
パ

ー
ト

タ
イ

ム
、

ア
ル

バ
イ

ト
を

含
む

人
1
0

1
0

1
0

1
0

1
0

（ス
）
常

勤
職

員
の

勤
務

時
間

に
基

づ
き

職
員

数
を

算
定

人
7
.3

7
.7

7
.8

7
.7

7
.7

人
5
,4

0
3

7
,3

7
3

7
,5

8
6

7
,8

2
9

7
,5

8
9

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

÷
常

勤
換

算
職

員
数

人
7
4
0

9
5
8

9
7
3

1
,0

1
7

9
8
6

イ
ベ

ン
ト

事
業

費
／

参
加

者
数

(年
度

末
)

円
3
,1

5
0

3
,4

8
6

2
,4

9
6

3
,1

5
3

3
,0

1
4

友
好

都
市

交
流

事
業

費
／

友
好

都
市

事
業

参
加

者
数

円
7
,5

7
0

2
4
,5

6
7

1
3
,0

4
9

2
4
,4

5
3

2
1
,4

9
5

 

※
　

千
円

単
位

の
も

の
は

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
、

円
単

位
の

も
の

は
１

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

　
％

に
つ

い
て

は
、

小
数

点
以

下
第

２
位

を
四

捨
五

入
す

る
。

26
年

度
に

遡
及

し
て

按
分

方
法

を
修

正
し

た

項
目

基
本

財
産

額

総
支

出
（経

常
支

出
）

総
事

業
費

事
業

費

事
業

に
係

る
人

件
費

 内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

の
事

業
費

総
管

理
費

総 支 出 の う ち 資
産

補
助

金
収

入

事
業

収
入

　
内

　
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

基
本

財
産

運
用

収
入

額

受
益

者
負

担

受
益

者
負

担
比

率

り コ ス ト

単 位 当 た

交
流

イ
ベ

ン
ト

一
人

当
た

り
の

事
業

費
　

友
好

都
市

と
の

交
流

事
業

一
人

あ
た

り
の

事
業

費
　

組   織

総
職

員
数

内  訳
派

遣
職

員
数

固
有

職
員

数

財  務  状  況

総
収

入
（経

常
収

入
）

総 収 入 の う ち 常
勤

換
算

職
員

数

ビ ス
サ ー

サ
ー

ビ
ス

利
用

年
間

延
べ

人
数

職
員

一
人

当
た

り
サ

ー
ビ

ス
利

用
人

数

内 訳 内 訳

負
債

管
理

費

管
理

に
係

る
人

件
費

 

*総
人

件
費

内
　

区
か

ら
の

受
託

事
業

に
係

る
人

件
費

正
味

財
産

役
員

数
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

－
経

営
分

析
Ⅰ

（
定

量
指

標
）

指
標

算
定

式
単

位
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
備

考
参

考

事
業

費
の

対
計

画
比

率
全

事
業

の
事

業
費

（決
算

額
）÷

当
初

予
算

事
業

費
額

×
１

０
０

％
9
4
.6

8
9
.6

9
7
.1

（
オ

）
　

経
常

収
支

経
常

収
入

（
総

収
入

）
ー

経
常

支
出

（
総

支
出

）
千

円
0

0
0

通
常

黒
字

が
望

ま
し

い

経
常

収
支

比
率

経
常

収
入

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

通
常

１
０

０
％

以
上

が
望

ま
し

い

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
事

業
収

入
÷

前
年

度
の

事
業

収
入

×
１

０
０

％
7
2
.2

1
3
4
.4

8
8
.1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

経
常

収
入

の
伸

長
率

当
該

年
度

の
経

常
収

入
÷

前
年

度
の

経
常

収
入

×
１

０
０

％
8
6
.2

1
1
1
.9

9
6
.8

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
カ

）
　

事
業

費
比

率
全

事
業

の
事

業
費

÷
経

常
支

出
×

１
０

０
％

7
7
.2

8
1
.2

8
0
.1

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
キ

）
　

管
理

費
比

率
総

管
理

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
2
2
.8

1
8
.8

1
9
.9

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
ク

）
　

補
助

金
収

入
比

率
補

助
金

収
入

÷
総

収
入

合
計

×
１

０
０

％
6
4
.4

5
7
.3

6
1
.1

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

収
益

事
業

比
率

収
益

事
業

の
事

業
費

÷
全

事
業

の
事

業
費

×
１

０
０

％
2
2
.8

1
9
.3

1
9
.9

区
委

託
事

業
比

率
区

か
ら

の
受

託
事

業
費

÷
総

事
業

費
×

１
０

０
   
 (
補

助
金

は
含

ま
ず

）
％

1
0
.9

2
4
.1

1
9
.2

正
味

財
産

構
成

比
率

正
味

財
産

÷
（
負

債
+
正

味
財

産
）
×

１
０

０
％

0
.0

0
.0

0
.0

%
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

基
本

財
産

運
用

収
入

率
基

本
財

産
運

用
収

入
額

÷
基

本
財

産
額

×
１

０
０

％
0
.0

0
.0

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
ケ

）
　

経
常

支
出

人
件

費
比

率
総

人
件

費
÷

経
常

支
出

×
１

０
０

％
4
1
.3

4
0
.0

4
2
.1

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

（
セ

）
　

常
勤

役
員

比
率

常
勤

役
員

数
÷

常
勤

換
算

職
員

数
×

１
０

０
％

0
.0

0
.0

0
.0

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

常
勤

役
員

人
件

費
比

率
常

勤
役

員
人

件
費

÷
総

人
件

費
×

１
０

０
％

0
.0

0
.0

0
.0

通
常

減
少

が
望

ま
し

い

管
理

費
比

率
の

削
減

率
(1

－
当

該
年

度
の

管
理

費
比

率
÷

前
年

度
の

管
理

費
比

率
）
×

１
０

０
％

▲
 6

.2
1
7
.4

▲
 5

.5
通

常
増

加
が

望
ま

し
い

資
産

回
転

率
(回

）
総

収
入

÷
資

産
回

5
.0

4
.0

4
.1

通
常

１
回

以
上

が
望

ま
し

い

（コ
）　

職
員

１
人

当
た

り
事

業
収

入
事

業
収

入
÷

常
勤

換
算

職
員

数
千

円
1
,8

8
4

2
,5

6
5

2
,2

6
0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

資
産

剰
余

率
剰

余
金

（
当

期
正

味
財

産
増

加
額

）
÷

資
産

×
１

０
０

％
0
.0

0
.0

0
.0

通
常

増
加

が
望

ま
し

い

（
サ

）
　

損
益

分
岐

点
固

定
費

÷
｛
1
ー

（
変

動
費

÷
総

収
入

）
｝

千
円

1
7
,4

0
4

1
8
,6

8
0

1
8
,1

9
3

損
益

分
岐

点
比

率
損

益
分

岐
点

÷
総

収
入

×
１

０
０

％
4
2
.0

4
0
.3

4
0
.6

通
常

９
０

％
未

満
が

望
ま

し
い

※
金

額
は

、
千

円
未

満
を

四
捨

五
入

す
る

。
　

％
及

び
回

数
に

つ
い

て
は

、
小

数
点

以
下

第
２

位
を

四
捨

五
入

す
る

。

○
3
0
年

度
は

ほ
ぼ

年
間

計
画

通
り

に
事

業
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
た

こ
と

に
よ

り
、

事
業

費
の

対
計

画
比

率
が

増
加

し
た

。
○

事
業

収
入

合
計

の
伸

長
率

、
経

常
収

入
の

伸
長

率
、

区
委

託
事

業
比

率
の

減
少

理
由

は
、

30
年

度
は

東
京

高
円

寺
阿

波
お

ど
り

台
湾

公
演

が
行

わ
れ

な
か

っ
た

た
め

、
区

か
ら

の
受

託
収

入
が

減
少

し
た

こ
と

が
主

な
要

因
で

あ
る

。
○

今
後

も
受

益
者

負
担

と
い

う
考

え
方

を
基

本
に

し
た

事
業

開
催

と
コ

ミ
ュ

か
る

シ
ョ
ッ

プ
で

の
利

益
向

上
を

図
る

取
組

に
よ

り
、

事
業

収
入

確
保

に
努

め
補

助
金

依
存

率
を

低
下

さ
せ

て
い

く
方

向
で

あ
る

。
○

コ
ミ
ュ

か
る

カ
ル

シ
ョ
ッ

プ
の

売
上

げ
、

イ
ベ

ン
ト
開

催
参

加
費

等
の

収
入

に
よ

り
消

費
税

課
税

団
体

と
な

っ
て

い
る

。

経
営

分
析

・
定

量
評

価

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
9

2
0

2
1

1
8

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）

1
経

営
戦

略
及

び
経

営
目

標
達

成
の

進
捗

状
況

管
理

の
手

段
と

し
て

、
中

長
期

経
営

計
画

が
策

定
さ

れ
て

い
る

か
。

△
計

画
性

2
中

長
期

経
営

計
画

に
、

事
業

ご
と

の
具

体
目

標
（数

値
目

標
）が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

。
△

3
年

次
事

業
計

画
書

・収
支

予
算

書
が

､中
長

期
経

営
計

画
に

基
づ

く
短

期
的

行
動

指
針

と
し

て
作

成
さ

れ
て

い
る

か
。

○

4
中

長
期

経
営

計
画

や
年

次
事

業
計

画
の

策
定

に
当

た
っ

て
、

区
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。
○

5
年

次
計

画
と

年
次

実
績

と
の

乖
離

原
因

の
分

析
と

結
果

が
、

次
年

度
以

降
の

計
画

へ
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

○
分 析 ・ 評 価 6

事
業

内
容

と
団

体
の

設
立

目
的

が
合

致
し

て
い

る
か

。
○

目
的

適
合

性

7
事

業
目

標
(定

量
的

数
値

)の
設

定
方

法
が

妥
当

か
。

○

8
団

体
が

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

等
に

対
す

る
顧

客
の

満
足

度
を

調
査

・分
析

し
て

い
る

か
。

○

9
新

規
事

業
の

企
画

段
階

ま
た

は
新

し
い

商
品

や
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
開

始
す

る
際

に
、

顧
客

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
・
分

析
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 10
管

理
者

及
び

職
員

の
能

力
育

成
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
か

。
○

健
全

性

11
意

思
決

定
及

び
業

務
の

妥
当

性
を

確
保

す
る

た
め

の
監

理
体

制
が

で
き

て
い

る
か

。
○

12
財

産
管

理
や

会
計

処
理

が
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
監

査
の

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

○

13
区

か
ら

の
財

政
的

支
援

（補
助

金
）に

依
存

し
な

い
経

営
努

力
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

14
個

人
情

報
の

管
理

と
情

報
公

開
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価

○
平

成
2
9
年

度
か

ら
の

交
流

協
会

5
か

年
事

業
計

画
に

基
づ

き
、

各
事

業
の

着
実

な
実

施
に

取
り

組
ん

だ
。

○
事

業
計

画
及

び
収

支
予

算
に

つ
い

て
は

、
事

業
終

了
後

に
事

業
実

績
の

分
析

・
評

価
を

行
い

、
区

主
管

課
と

調
整

し
た

う
え

で
次

年
度

計
画

に
反

映
し

た
。

○
年

間
計

画
を

策
定

す
る

際
は

、
一

部
の

事
業

に
つ

い
て

区
の

実
行

計
画

等
を

反
映

し
た

。
○

区
の

「
ま

ち
・
ひ

と
・
し

ご
と

創
生

総
合

戦
略

」
に

基
づ

く
様

々
な

交
流

自
治

体
と

の
連

携
事

業
等

と
整

合
を

図
り

な
が

ら
、

事
業

計
画

を
策

定
し

た
。

○
各

事
業

ご
と

に
参

加
者

ア
ン

ケ
ー

ト
を

実
施

し
て

、
参

加
者

の
意

見
・
要

望
や

顧
客

満
足

度
を

把
握

し
、

分
析

し
て

い
る

。
○

顧
客

で
あ

る
区

民
要

望
を

踏
ま

え
る

と
と

も
に

、
区

と
連

携
し

交
流

自
治

体
等

の
取

組
の

状
況

を
収

集
し

、
そ

れ
ら

も
勘

案
し

て
事

業
を

計
画

し
た

。

○
：
十

分
で

き
て

い
る

、
△

：
お

お
む

ね
で

き
て

い
る

、
×

：
で

き
て

い
な

い
　

　

1
0
0

○
都

や
外

部
団

体
が

主
催

す
る

研
修

会
等

へ
の

積
極

的
な

参
加

や
内

部
研

修
、

職
員

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

を
充

実
さ

せ
る

こ
と

に
よ

り
、

能
力

育
成

体
制

の
充

実
を

図
っ

た
。

○
規

約
に

基
づ

く
運

営
管

理
に

努
め

る
と

と
も

に
、

職
員

と
協

力
員

で
あ

る
サ

ポ
ー

ト
委

員
の

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

実
施

等
に

よ
り

新
た

な
事

業
に

当
た

り
意

思
統

一
を

図
っ

た
。

○
会

計
処

理
及

び
監

査
体

制
と

も
、

規
定

に
基

づ
き

実
施

し
た

。
監

査
人

に
は

税
理

士
資

格
を

有
す

る
外

部
専

門
家

が
お

り
、

指
導

・
助

言
等

を
受

け
て

い
る

。
○

規
則

等
に

基
づ

き
、

個
人

情
報

の
管

理
を

適
切

に
行

っ
た

。

分
 野

計  画  性

8
0

目 的 適 合 性 組 　 織 　 健  全  性

1
0
0
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財
団

等
経

営
評

価
－

経
営

分
析

Ⅱ
（定

性
指

標
）

指
  
  
  
 標

評
価

分
野

の
点

数
（
1
0
0
点

）
分

 野

15
予

算
節

約
度

の
原

因
分

析
結

果
が

、
業

績
改

善
へ

結
び

つ
け

ら
れ

て
い

る
か

。
○

効
率

性

16
人

件
費

を
削

減
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

17
資

産
運

用
効

率
を

改
善

す
る

た
め

の
工

夫
を

行
っ

て
い

る
か

。
○

18
事

務
処

理
の

効
率

を
改

善
す

る
た

め
の

工
夫

を
行

っ
て

い
る

か
。

○

19
業

務
の

効
率

化
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

の
た

め
に

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

(外
部

委
託

)を
活

用
し

て
い

る
か

。
○

分 析 ・ 評 価 20
同

種
の

事
業

形
態

、
同

規
模

の
他

団
体

を
業

績
向

上
の

比
較

対
象

と
し

て
設

定
し

、
業

績
改

善
の

努
力

を
行

っ
て

い
る

か
。

○
経

済
性

21
サ

ー
ビ

ス
コ

ス
ト

低
減

の
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

22
物

品
の

調
達

コ
ス

ト
低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

23
交

渉
や

入
札

等
に

よ
り

、
外

部
委

託
コ

ス
ト

(業
務

委
託

費
)低

減
の

た
め

の
努

力
(施

策
)を

行
っ

て
い

る
か

。
○

24
事

業
収

入
を

増
加

さ
せ

る
た

め
の

努
力

(施
策

)を
行

っ
て

い
る

か
。

○

分 析 ・ 評 価

1
0
0

効  率  性

1
0
0

経  済  性

〇
前

年
度

事
業

の
分

析
・
検

証
を

行
う

と
と

も
に

、
そ

の
結

果
を

翌
年

度
事

業
に

反
映

し
た

。
○

収
益

事
業

の
拡

充
に

向
け

コ
ミ

ュ
か

る
シ

ョ
ッ

プ
に

お
い

て
フ

ェ
ア

や
出

前
販

売
な

ど
の

取
組

を
実

施
し

た
。

○
IC

T
の

活
用

に
よ

り
、

会
議

や
打

合
せ

等
の

事
務

の
効

率
化

に
努

め
た

。
○

H
P
の

更
新

な
ど

委
託

で
き

る
も

の
は

積
極

的
に

委
託

し
、

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

に
努

め
た

。
○

イ
ベ

ン
ト
で

の
業

務
は

複
雑

多
岐

に
渡

る
た

め
、

職
員

・
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

役
割

分
担

を
明

確
化

し
業

務
の

効
率

化
を

図
っ

た
。

○
他

区
や

N
P
O

と
の

連
絡

会
等

に
よ

り
情

報
交

換
や

意
見

交
換

を
実

施
し

、
業

務
改

善
に

生
か

し
た

。
○

年
間

事
業

計
画

策
定

時
に

実
施

事
業

の
見

直
し

を
行

う
と

と
も

に
、

事
業

執
行

時
に

は
、

可
能

な
限

り
区

か
ら

物
品

借
用

す
る

等
で

常
に

コ
ス

ト
の

削
減

に
努

め
た

。
○

物
品

の
購

入
に

つ
い

て
は

、
必

要
最

小
限

の
も

の
に

限
定

す
る

と
と

も
に

、
見

積
合

わ
せ

等
に

よ
り

適
正

価
格

に
よ

る
購

入
に

努
め

た
。

○
適

正
な

受
益

者
負

担
を

基
本

に
、

事
業

計
画

を
作

成
し

事
業

展
開

を
図

っ
た

。
○

コ
ミ

ュ
か

る
シ

ョ
ッ

プ
に

つ
い

て
は

、
限

ら
れ

た
ス

ペ
ー

ス
の

販
売

コ
ー

ナ
ー

で
８

交
流

自
治

体
の

特
産

品
や

な
み

す
け

グ
ッ

ズ
、

黄
色

の
ご

み
袋

等
の

区
の

関
係

物
産

を
販

売
し

て
お

り
、

公
益

事
業

に
も

貢
献

す
る

運
営

を
行

っ
て

い
る

。
全

体
の

売
上

額
は

減
少

し
て

い
る

が
、

区
内

商
店

街
や

交
流

自
治

体
と

連
携

し
た

フ
ェ

ア
を

８
回

開
催

し
、

収
益

確
保

に
努

め
た

結
果

、
純

利
益

で
み

る
と

微
増

と
な

っ
て

い
る

。
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杉
並

区
財

団
等

経
営

評
価

（団
体

総
合

評
価

）

〈 中 ・ 長 期 的 視 点 〉

今 後 の 団 体 の あ り 方

○
交

流
協

会
は

、
平

成
2
5
年

度
か

ら
交

流
協

会
の

ミ
ッ

シ
ョ
ン

を
よ

り
明

確
に

す
る

た
め

に
「
人

と
人

、
地

域
と

地
域

を
つ

な
ぎ

、
活

力
あ

る
地

域
社

会
を

実
現

す
る

」
と

し
て

、
①

在
住

外
国

人
へ

の
支

援
、

②
国

内
外

の
自

治
体

交
流

の
推

進
、

③
多

文
化

共
生

社
会

の
相

互
理

解
の

向
上

を
３

つ
の

柱
と

し
て

事
業

を
推

進
し

て
い

る
。

○
こ

う
し

た
組

織
目

標
に

基
づ

き
、

区
と

連
携

を
し

て
国

内
外

の
自

治
体

や
地

域
と

の
交

流
に

取
組

む
と

と
も

に
、

魅
力

あ
る

講
座

や
イ

ベ
ン

ト
等

を
開

催
し

、
年

間
を

通
じ

て
多

く
の

区
民

が
交

流
協

会
の

事
業

に
参

加
し

て
も

ら
え

る
よ

う
な

活
動

を
行

っ
て

い
く

。
○

平
成

2
9
年

度
か

ら
の

5
か

年
事

業
計

画
に

基
づ

き
、

国
際

・
国

内
交

流
を

促
進

す
る

拠
点

と
し

て
様

々
な

交
流

事
業

に
取

り
組

ん
で

い
く

。
○

交
流

協
会

の
事

業
に

は
、

様
々

な
国

籍
の

外
国

人
が

参
加

し
て

お
り

、
日

本
人

区
民

と
の

貴
重

な
国

際
交

流
の

機
会

と
な

っ
て

い
る

。
今

後
も

多
く

の
語

学
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
等

に
支

え
ら

れ
た

交
流

協
会

の
強

み
を

生
か

し
、

外
国

人
が

安
心

し
て

参
加

で
き

る
よ

う
な

事
業

を
行

っ
て

い
く

。
○

在
住

外
国

人
が

年
々

増
加

す
る

中
で

、
区

に
お

い
て

外
国

人
へ

の
施

策
が

課
題

と
な

っ
て

お
り

、
多

言
語

で
の

分
か

り
や

す
い

資
料

づ
く

り
な

ど
、

区
の

外
国

人
向

け
の

施
策

推
進

に
協

力
を

行
っ

て
い

く
。

○
ホ

ー
ム

ス
テ

イ
・
ホ

ー
ム

ビ
ジ

ッ
ト
事

業
に

つ
い

て
、

区
の

実
行

計
画

に
基

づ
き

区
と

連
携

を
図

り
な

が
ら

、
着

実
に

実
施

し
て

区
民

と
国

内
交

流
自

治
体

等
の

住
民

と
の

交
流

を
促

進
し

て
い

く
。

（ 区 へ の

要 望 等 ）

そ の 他

団
体

名
称

　
杉

並
区

交
流

協
会

総 合 評 価

○
在

住
外

国
人

へ
の

支
援

で
は

、
在

住
外

国
人

が
増

加
す

る
中

で
、

外
国

人
を

対
象

と
し

た
ウ

ェ
ル

カ
ム

パ
ー

テ
ィ

ー
（
体

験
型

防
災

訓
練

等
）
、

無
料

専
門

家
相

談
会

、
日

本
語

教
室

な
ど

、
区

内
外

の
団

体
な

ど
と

共
催

し
、

地
域

で
暮

ら
す

外
国

人
も

安
心

し
て

生
活

で
き

る
環

境
づ

く
り

に
取

り
組

ん
だ

。
○

東
京

2
0
2
0
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
競

技
大

会
の

開
催

に
向

け
た

取
組

の
一

環
と

し
て

、
外

国
人

向
け

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
育

成
講

座
や

外
国

人
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

講
座

を
開

催
し

、
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
の

機
運

醸
成

の
推

進
に

努
め

た
。

○
国

内
外

の
自

治
体

交
流

の
推

進
で

は
、

交
流

自
治

体
訪

問
・
体

験
ツ

ア
ー

を
実

施
す

る
一

方
で

、
交

流
自

治
体

か
ら

の
ツ

ア
ー

受
入

れ
な

ど
、

区
や

交
流

自
治

体
と

連
携

を
図

り
な

が
ら

、
区

民
・
市

民
レ

ベ
ル

の
交

流
人

口
の

拡
大

を
図

っ
た

。
○

多
文

化
共

生
社

会
の

相
互

理
解

の
向

上
で

は
、

毎
年

開
催

し
て

い
る

「
ま

る
ご

と
台

湾
フ

ェ
ア

」
に

お
い

て
、

台
湾

の
映

画
、

食
文

化
、

観
光

等
を

紹
介

し
た

ほ
か

、
海

外
文

化
セ

ミ
ナ

ー
は

、
ベ

ト
ナ

ム
を

取
り

上
げ

経
済

や
観

光
で

躍
進

が
著

し
い

ベ
ト
ナ

ム
の

最
近

事
情

を
紹

介
す

る
な

ど
、

区
民

の
異

文
化

理
解

・
国

際
理

解
の

向
上

に
努

め
た

。
○

そ
の

他
、

協
会

の
安

定
的

な
財

政
運

営
と

交
流

自
治

体
特

産
品

の
Ｐ

Ｒ
を

兼
ね

た
物

産
販

売
の

た
め

、
交

流
協

会
が

運
営

し
て

い
る

コ
ミ
ュ

か
る

シ
ョ
ッ

プ
で

は
、

区
内

商
店

街
や

交
流

自
治

体
と

連
携

し
た

８
回

の
フ

ェ
ア

を
開

催
し

て
収

益
確

保
と

交
流

自
治

体
特

産
品

の
販

路
拡

大
に

努
め

た
。

取 組 ・ 目 標

今 年 度 の

○
来

年
に

迫
っ

た
東

京
2
0
2
0
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
競

技
大

会
の

開
催

に
向

け
た

取
り

組
み

と
し

て
、

や
さ

し
い

日
本

語
講

座
を

開
催

し
、

区
民

や
職

員
が

簡
単

な
日

本
語

で
外

国
人

と
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
図

れ
る

よ
う

に
す

る
。

ま
た

、
語

学
・
通

訳
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

育
成

や
英

語
な

ど
の

語
学

講
座

を
開

催
し

、
大

会
へ

の
気

運
醸

成
を

図
る

と
と

も
に

、
区

に
訪

れ
る

外
国

人
の

受
入

体
制

の
充

実
を

図
る

。
○

ウ
ェ

ル
カ

ム
パ

ー
テ

ィ
で

は
、

区
防

災
課

、
区

清
掃

事
務

所
、

消
防

署
、

警
察

署
等

の
協

力
を

得
て

、
来

日
間

も
な

い
外

国
人

に
ゴ

ミ
の

分
別

体
験

や
消

火
訓

練
等

を
行

い
、

外
国

人
に

日
本

の
生

活
習

慣
の

会
得

と
防

災
意

識
の

醸
成

を
図

る
。

○
国

内
自

治
体

交
流

で
は

、
交

流
協

定
締

結
3
0
周

年
を

迎
え

る
名

寄
市

を
訪

問
す

る
「
初

夏
の

な
よ

ろ
を

楽
し

む
ツ

ア
ー

」
を

実
施

し
、

区
民

の
参

加
者

に
名

寄
市

の
魅

力
を

知
っ

て
も

ら
う

と
と

も
に

、
1
0
月

下
旬

に
名

寄
市

か
ら

区
を

訪
れ

る
「
阿

佐
谷

ジ
ャ

ズ
ス

ト
リ
ー

ト
観

覧
ツ

ア
ー

」
の

受
入

れ
等

を
通

じ
、

節
目

を
迎

え
た

両
自

治
体

の
住

民
間

の
交

流
を

輪
を

広
げ

る
。

○
東

京
2
0
2
0
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
の

ビ
ー

チ
バ

レ
ー

事
前

キ
ャ

ン
プ

に
誘

致
す

る
イ

タ
リ
ア

を
テ

ー
マ

に
、

「
海

外
文

化
セ

ミ
ナ

ー
」
や

「
異

文
化

理
解

講
座

」
の

開
催

を
行

い
、

イ
タ

リ
ア

の
歴

史
や

文
化

、
市

民
生

活
等

を
紹

介
し

、
イ

タ
リ
ア

に
対

す
る

区
民

の
理

解
が

深
ま

る
機

会
を

創
出

す
る

。
○

今
年

度
は

、
東

京
高

円
寺

阿
波

お
ど

り
台

湾
公

演
や

中
学

生
親

善
野

球
交

流
の

台
湾

で
の

大
会

が
開

催
さ

れ
る

た
め

、
区

関
係

部
署

や
民

間
関

係
団

体
と

連
携

を
図

り
な

が
ら

、
両

交
流

事
業

が
円

滑
に

行
わ

れ
る

よ
う

に
取

り
組

む
。

○
ホ

ー
ム

ス
テ

イ
・
ホ

ー
ム

ビ
ジ

ッ
ト
事

業
に

取
り

組
み

、
国

内
外

の
交

流
自

治
体

等
の

住
民

を
区

内
の

ホ
ス

ト
フ

ァ
ミ
リ
ー

が
受

け
入

れ
る

こ
と

で
、

住
民

間
の

交
流

を
輪

を
広

げ
て

い
く

。
○

区
人

口
に

お
け

る
外

国
人

比
率

は
3
％

を
超

え
て

お
り

、
今

後
も

益
々

増
加

す
る

こ
と

が
予

想
さ

れ
、

今
年

度
も

引
き

続
き

外
国

人
相

談
員

（
4
言

語
）
の

協
力

を
得

な
が

ら
外

国
人

相
談

の
充

実
を

図
っ

て
い

く
。
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杉並区財団等経営評価（二次評価表）

○杉並区まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標「地方との連携により、豊かな暮らしをつくる」を達成するため、区と連
携した交流自治体との交流事業を実施するとともに、民間交流の促進役として役割を果たしており評価できる。
○また、年々増加する在住外国人が安心・安全に生活できる環境づくりには、様々な相談への対応が必要であるため、相
談員のスキルアップを図る相談員会議などの取組を継続されることを希望する。
○令和2年は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催年であり、外国人旅行者の増加に対応した語学ボラン
ティアのスキルアップ研修の充実や、外国人とのコミュニケーション講座などの取組の更なる充実を期待する。また、オリン
ピックを契機として活動を行ったボランティアが、その後も地域の活動を続けていけるよう、関連部署と連携して、区に訪れ
る外国人の支援につながる取組を引き続き推進していく必要がある。
○運営面では、今後も受益者負担を基本にした事業実施とコミュかるショップでの売り上げ増加による自主財源の確保に
向けた取組に努められたい。

経営分析

定量評価

○補助金収入比率について、イベント開催時に多くのボランティアの協力を得て必要経費削減を図るな
ど、引き続き費用対効果の高い事業の展開により補助金収入比率を増加させないよう努める必要がある。
○コミュかるショップでは、区内商店街や交流自治体と連携したフェアの開催等、販売促進に努めており、
引き続き売上向上に取り組むことは確認できたが、人気のある商品の出荷が停止する（生産者側の理由
による）ことがあり、それらへの対応の検討も含め販売実績の評価を行った上で収入の確保を図っていく
必要がある。

定性評価

○「杉並区まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく取組推進に寄与しており、交流自治体と連携を図りな
がら、交流人口の拡大していることから実効性は評価できる。
○各事業の実施にあたっては参加者のアンケート調査などにより事業の評価・分析を行っている。その結
果を次回に反映させるなど、各事業における顧客満足度を向上させる創意工夫ある取組は評価できる。
○在住外国人の増加等、協会の業務自体の増加が見込まれるが、各事業の実施にあたっては、ボラン
ティアの協力拡大など費用対効果の高い事業展開の工夫により、効率的・効果的な取組を行って行くよう
期待する。

二次評価（区経営評価）

財務状況等の
推移

（財務状況
・組織

・サービス
・コスト）

○区からの受託事業収入は、隔年開催している「東京高円寺阿波おどり台湾公演」の有無で増減する。
○受益者負担が近年減少傾向にあるとともに、平成30年度は補助金収入が増加に転じたことを踏まえ、
自主事業の基幹となるコミュかるショップでは売上額の増減があり、引き続き魅力的かつ安定的な運営に
ついて工夫を凝らしていく必要がある。

事業分析

目標設定の
考え方

(活動指標・
成果指標）

○目標設定及び数値については、前年度実績をもとにしており妥当である。
○在住外国人の人口比率が高まってきており、在住外国人への支援については今後も増加が予想され
る。現状は単年度で目標値を設定していることから、在住外国人人口の推移には今後とも留意し、将来推
計の研究も必要であると考える。

事業分析
(現状の分析・

評価）

○外国人サポートデスクは、区の外国人相談を補完している事業であり、今後、更に相談件数の増加が
予測されるため、区政相談課を初めとする各窓口での相談の充実のため、これまで以上に区との連携が
必要である。
○交流自治体訪問ツアーは、参加者アンケート調査による満足度が高く、評価できる事業である。今後も
交流協会ならではの魅力あるツアーを実施し、区民と訪問先の住民同士の交流促進に寄与することを期
待する。
○東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催が近づく中で、外国人おもてなしボランティアに関す
る講演会・ボランティアの募集に大きな関心が寄せられた。大会後も各種交流事業において、ボランティ
アが継続して活動していけるよう、ボランティア講座やスキルアップ講座を開催するとともに、活動の場の
確保も含めた事業展開を期待する。
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